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令和４年度開設予定大学等 審査意見（第一次） 

 

(総合福祉学部 介護福祉マネジメント学科) 

審査意見への対応を記載した書類(6月) 

目 次 医療福祉学部 医療福祉マネジメント学科 （3月申請時名称） 

 

【設置の趣旨・目的等】 

1 養成する人材像について、例えば、「医療福祉マネジメントの知識を修得し、地域共生社

会の構築に向けた『医療福祉』」に関わる専門的知識を修得し、『医療福祉』のニーズに合

わせて応用的に運営・管理ができる人材」等、経営者としての観点が含まれている一方、

ニーズ調査アンケートでは、取得を目指す資格として医師事務作業補助者や診療報酬請求

事務等の一般診療事務を行う者も含めているなど、養成する人材像が必ずしも一貫してい

ないように見受けられる。養成する人材像について、具体的に説明の上、必要に応じて適

切に改めること。 

（是正事項）・・・6ページ 

 

2 ３つのポリシーについて、例えば、カリキュラム・ツリー上、相関関係にない項目がディ

プロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーのそれぞれに含まれているほか、相関関係に

あるとされている DP1と CP1の設定内容の関係性が判然としない。また、アドミッション

ポリシーとディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーとの関係性自体についての説

明がなく、不明確であるなど、３つのポリシー全体の整合性が不明確であることに加え、

審査意見１のとおり、養成する人材像にも疑義があるため、それらの整合性・妥当性が判

断できない。このため、これらの点を踏まえ、養成する人材像及び３つのポリシー等の内

容並びにそれらの関係性について改めて検討した上で、具体的に説明するとともに、必要

に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・7ページ 

 

3 学部の名称にも冠している「医療福祉」という用語について、一般的には社会福祉学を基

盤とした領域であるが、本学部においては「社会福祉実践に関わる医学知識を有し、社会

生活モデルに基づく医療と社会福祉の融合的・包括的支援を意味している」とする等、通

常定義される「医療福祉」と異なる説明がなされていることから、適切に改めること。そ

の際、現在の「医療福祉」の用語の説明は抽象的であり、その意味するところが必ずしも

明らかではないことから、具体的な説明となるよう留意すること。 

（是正事項）・・・9ページ 

4 「マネジメント」という用語について、例えば医療福祉学部全体の養成する人材像では

「マネジメント(経営、運営管理)」とする一方で、設置の背景として示している「誰もが

支えあう地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した福祉の提供ビジ

ョン－」から「要援護者やその世帯が抱える複合的な課題に対して、切れ目ない包括的な

支援が一貫して行われるよう、支援内容のマネジメントを行うこと」と引用する等、「マネ

ジメント」の定義が一定ではないように見受けられるため、本学部及び２つの学科につい

ての設置の趣旨及び必要性、養成する人材等を踏まえた上で、具体的に説明の上、適切に

改めること。 

 （是正事項）・・・10ページ 
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5 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科の２つの学科を設置する構

想だが、前者において介護福祉士の資格取得が可能であるなどケアワークに関する教育課

程が含まれている一方で、後者においても養成する人材像を「医療機関、社会福祉施設等

の包括的・重層的な支援システムのマネジメントを担うことができる人材」とするなど、

それぞれの学科を設置する趣旨・目的や養成する人材像の在り方に関し役割分担や整合性

が必ずしも明確ではないので、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・11ページ 

6 教育課程とカリキュラム・ポリシーとの整合性が不明確であり、養成する人材像やディ

プロマ・ポリシーとの整合性・妥当性も判断できない。具体的に説明の上、必要に応じて

適切に改めること。なお、その際は、審査意見２も踏まえ、カリキュラム・ツリーについ

ても整合性のある形で適切に改めて作成すること。 

（是正事項）・・・18ページ 

7 養成する人材像等で言及のある「医学モデルも包含したＩＣＦ(国際生活機能分類)の視

点を踏まえた社会生活モデルに基づくアセスメント、支援方針、ケアプランを立案し、伴

走的支援ができる人材」の意味するところが全体的に不明確であるため、具体的に説明す

ること。 

（是正事項）・・・21ページ 

8 「農福連携」という用語について、本学部の設置の必要性において「農福連携などのソ

ーシャルイノベーションを起こし、医療と福祉の狭間をマネジメントしていく人材が求め

られている」とあるが、教育課程においては実習先施設の一部に含まれているのみと見受

けられるなど、本学部の養成する人材像や３つのポリシー、教育課程等においてどのよう

に反映されているか明確ではないため、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改めるこ

と。 

（是正事項）・・・22ページ 

 

【名称等】 

9 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科は、養成する人材像や教育

課程等が相当程度異なるものと見受けられるが、いずれも学位は「学士(医療福祉学)」と

されているため、その妥当性を明確に説明の上、必要に応じて適切に改めること。また、

学部・学科・学位の英語名称として用いられる「Social Care」について、ケアワーク又は

ソーシャルワークに関連する学修を中心とする学部・学科・学位の英語名称としては不適

切であるため、審査意見３の対応を踏まえた上で、適切な英語名称を検討すること。 

（是正事項）・・・22ページ 

 

【教育課程】 

10 審査意見２及び６のとおり、３つのポリシーの整合性等が不明確であるほか、「医療福

祉マネジメント」に関する内容が教育課程にどのように反映されているかが不明確である

など、教育課程が体系的かつ適切に編成されているか判断できない。審査意見２及び６へ

の対応を踏まえた上で、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・24ページ 

 

11 審査意見３及び４のとおり、設置の必要性の根幹に係る説明で定義が明らかでない文言

が含まれており、その妥当性が判断できず、また、教育課程にどのように反映されている

かも判断できない。このため、審査意見３及び４への対応を踏まえた上で、設置の趣旨及
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び必要性、養成する人材像、３つのポリシー等と教育課程の整合性並びにその妥当性につ

いて具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・24ページ 

 

12 教育課程について、必修科目が比較的少なく、選択科目が非常に多く設定されているこ

とから、適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づいて、実際に体

系的に履修できるか疑義がある。履修条件等も含め、教育課程の体系的な履修を担保する

ためにどのように対応しているか、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改め

ること。 

（是正事項）・・・25ページ 

 

13 一部の科目において、アクティブ・ラーニング(ケーススタディ(CS) や問題解決型学習

(PBL))を導入する旨の記載があるが、その根拠としている資料が学習指導要領であり、高

等教育段階においてアクティブラーニングを導入する根拠としては適当ではないと考えら

れるため、その妥当性について具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めるこ

と。また、特にケーススタディについて、教育課程の中で具体的にどのように実施するの

か不明確であるため、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・26ページ 

 

14  CAP制について、学年ごとに導入する旨の説明があるが、学期ごとでない趣旨が不明で

あるため、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（改善事項）・・・27ページ 

 

【入学者選抜】 

15 大学全体と学部、学科それぞれのアドミッション・ポリシーの整合性・関係性が不明確

であるので、具体的に説明すること。また、３つのポリシーのうち、アドミッション・ポ

リシーについてのみ、大学全体のものが設けられている趣旨が不明確であるので、具体的

に説明すること。 

（是正事項）・・・27ページ 

 

16 本学科のアドミッション・ポリシーのうち AP２について、学力の３要素のいずれにも該

当しない旨の説明であるが、その妥当性を明確に説明すること。 

（是正事項）・・・28ページ 

 

17 本学科のアドミッション・ポリシーのうち AP１に関し、学生に求める学習成果として

「思考力・判断力・表現力」が該当する旨の説明がなされており、大学入学共通テスト利

用選抜においては大学入学共通テストを用いて「思考力・判断力・表現力」を測る旨の説

明がなされている。AP1 に掲げる「医療機関、社会福祉施設、一般企業等のマネジメント

(経営、運営管理)に関心のある人」について、大学入学共通テストを用いてどのように評

価するか不明確であるので、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・29ページ 

 

18 一般選抜において、「公民(政治・経済)」「数学」「化学」「生物」「物理」の選択科目を設

け、本学科で必要な基礎知識を測定する旨の説明があるが、科目の範囲が多岐にわたるに
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もかかわらず、１科目のみの選択としている趣旨が不明確であるため、具体的に説明する

とともに、必要に応じて適切に改めること。また、大学入学共通テスト選抜と試験科目が

異なる理由や、他の選抜形式ではそれらに類する能力をどのような形で測定するかも具体

的に説明すること。 

（是正事項）・・・29ページ 

19 各選抜形式において、例えば、一般選抜における学科試験と個人面接の評価の割合等、

評価基準が不明確であるため、具体的に説明すること。 

（是正事項）・・・30ページ 

20 一般選抜において、社会福祉関係の学修に必要となる公民(政治・経済)について、数学・

理科の他教科の科目と合わせていずれか１科目の選択としている趣旨が不明確なので、妥

当性を説明すること。 

（改善事項）・・・31ページ 

 

【教員組織】 

21 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、若手教

員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。 

（改善事項）・・・31ページ 

 

【施設・設備等】 

22 提出されている各図書について、特に専門書については著作年度も重要であるため、明

確にすること。また本学部の扱う領域に応じた専門書について、充実することが望まれる。 

（改善事項）・・・32ページ 

 

【その他】 

23 申請書類の記載について、以下の事項に例示されるような不適切な記載が散見されるた

め、網羅的に見直し、適切に改めること。 

(１)教員名簿の中に、完成年度時に退職年齢を超える専任教員であることが適切に示されて

いない者が含まれている。 

(２)官公庁やその審議会の報告書等を資料として提出しているにもかかわらず、その引用部

分が適切に記載されていない。(例：「設置の趣旨」P５「包括的な相談支援システムの構築」) 

(３)趣旨の近い記載は見られるものの、引用文章と推察される記載が引用元の報告書等の中

に存在しない。(例：「設置の趣旨」P８「制度横断的な課題への対応や必要な社会資源の開

発」) 

(４)学科ごとに項目を分けていないため非常に把握しづらい。(例：「設置の趣旨」P41「(１)

基礎教育科目」の記載内容。) 

(５)実習がどの学科におけるもののことか他の項目を見ないと確認できない。(「設置の趣

旨」P44第７ 実習の具体的計画。) 

(６)誤字が散見される。(例：「設置の趣旨」P54 「本『学科』の卒業要件」) 

(７)文字が見切れている。(例：「設置の趣旨」資料 13 DP・CP等) 

(８)自明と思われ、記載意図が不明確な記載が散見される。(例：「設置の趣旨」P42 「既に

単位を修得した授業科目は重複して履修することができない。」) 

(９)学生確保の見通しの根拠として提出された高校生を対象としたアンケート調査につい

て、質問 7の一部選択肢を選んだ者が存在しない質問に移動するよう指示がついている。 

（改善事項）・・・33ページ 
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【人材需要の社会的動向・学生確保の見通し】 

24 地域における受験者層の動向について、道内の 18 歳人口は減少するものの、進学率等

は上昇するとの説明があるが、進学率の上昇を加味しても大学への進学者は減少するとの

予測値である。それに対して、札幌市内の 18歳人口が増加する旨等の説明をもって学生確

保の見通しについて説明しているが、客観的な根拠を用いて具体的かつ明確に説明するこ

と。 

（是正事項）・・・ページ 36 

 

25 学生確保の見通しの根拠として、高校生を対象に行ったアンケート調査を示している

が、以下の事項のとおり根拠として成り立つとは言い難いので、具体的に説明するか、別

途客観的な根拠を用いて改めて説明すること。 

 

(１)４年制大学への進学希望者のうち一定数が「マネジメント系資格」に興味を持っている

ことが示されているが、本学科の進学希望者に直接結びつくものではないと考えられるほ

か、秘書検定等、本学科の養成する人材像と必ずしも関係ない資格が含まれている。また、

受験資格の制限のない検定も含めて「本学科で取得可能な学科」と記載するなど、質問項

目も不適切である。 

(２)本学科に関心を持った層と進学の意向がある層のクロス集計等を行うわけでもなく、４

年制大学への進学希望者全体にスクリーニング質問としての設定をすることなくそれぞれ

の質問を行っており、妥当な内容となっているか判断できない。 

(３)進学希望者に対してその理由を問うアンケートの中で、「国試合格率」を理由に選んだ

者が最大数となっているが、本学科で取得できる資格を特に示しておらず、進学の意向が

ある層として期待できるか疑義が残る。 

(４)中長期的な学生確保の見通しがあるか判断できる項目がない。 

(５)審査意見 23(９)のとおり、存在しない質問に移動するよう指示がついているほか、回答

者が存在しないはずの質問９に回答している者がいる。 

（是正事項）・・・38ページ 

 

26 人材需要の社会的動向の根拠として、病院・社会福祉施設等を対象に行ったアンケート

調査を示しているが、以下の事項のとおり、根拠として成り立つとは言い難(がた)いので、

具体的に説明するか、別途客観的な根拠を用いて改めて説明すること。 

 

(１)事務職の過不足の状況について質問した結果、一定数不足している旨の回答があったと

の説明がなされているが、割合としてはかなり低いことに加え、本学科の養成する人材像

は単なる事務職ではないので、根拠とは言い難(がた)い。 

(２)採用意向について、単に採用予定があるかのみ確認しており、どの程度の期間で何名程

度の採用を見込めるのか不明確である。 

（是正事項）・・・42ページ 
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審査意見への対応を記載した書類(6月) 
 

1 【設置の趣旨・目的等】 

1 養成する人材像について、例えば、「医療福祉マネジメントの知識を修得し、地域共生

社会の構築に向けた『医療福祉』」に関わる専門的知識を修得し、『医療福祉』のニーズ

に合わせて応用的に運営・管理ができる人材」等、経営者としての観点が含まれている

一方、ニーズ調査アンケートでは、取得を目指す資格として医師事務作業補助者や診療

報酬請求事務等の一般診療事務を行う者も含めているなど、養成する人材像が必ずし

も一貫していないように見受けられる。養成する人材像について、具体的に説明の上、

必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

『医療福祉』の文言の定義が不明確であると考え、削除し、学部・学科名称の変更に

伴い、養成する人材像についての文言をより教育実態と合わせ記載した【資料 17 総合

福祉学部・介護福祉マネジメント学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係

図】。本学科の養成する人材を“介護福祉士”人材とより特定化し、指摘された『経営者

としての観点が含まれている』点については、学科で提供される経営者教育はあくまで

介護施設等の業務管理者としての素養を学部教育の中で修得させる点を明確にした。新

たな養成する人材像は 

１．生活を支援する視点で、利用者のアセスメント、介護計画の作成、実施、評価に基

づく介護過程が遂行でき、そのことを他者に指導できる人材。 

２．マネジメントに関する専門的知識を修得し、介護職員等をマネジメントする能力を

有した人材。 

３．マネジメントする専門的能力を身につけ、社会福祉施設・医療機関等の運営管理、

サービスの維持や開発に関わるマネジメント能力を有した人材。 

に変更した。 

後半の『ニーズ調査アンケートでは、取得を目指す資格として医師事務作業補助者

や診療報酬請求事務等の一般診療事務を行う者も含めているなど、養成する人材像が

必ずしも一貫していないように見受けられる』の指摘につき、アンケートを再度実施

した。 

学生向けの調査アンケートでは介護福祉マネジメント学科の育成する人材の取得資格

を“介護福祉士”を最初に掲げ、本学科の育成する人材像に合致した調査形式を採用

した。 

 

新 旧 

19ページ 

（２）介護福祉マネジメント学科 

①養成する人材像 

本学の基本理念に基づき、介護福祉マネジメント学科が

養成する人材像は以下の通りである。 

１．生活を支援する視点で、利用者のアセスメント、

介護計画の作成、実施、評価に基づく介護過程が遂

18ページ 

（２）医療福祉マネジメント学科 

①養成する人材像 

本学の基本理念に基づき、介護福祉マネジメント学

科が養成する人材像は以下の通りである。 

１．医療福祉マネジメントの知識を修得し、地域

共生社会の構築に向けた『医療福祉』に関わる



- 7 - 

 

行でき、そのことを他者に指導できる人材 

２． マネジメントに関する専門的知識を修得し、介

護職員等をマネジメントする能力を有した人材 

３． マネジメントする専門的能力を身につけ、社会

福祉施設・医療機関等の運営管理、サービスの維持

や開発に関わるマネジメント能力を有した人材 

 

 

 

 

 

【資料17】 総合福祉学部・介護福祉マネジメント

学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関

係図（追加）   

 

専門的知識を修得し、『医療福祉』のニーズに合

わせて応用的に運営・管理ができる人材 

２．医学モデルを包含したICF（国際生活機能

分類）の視点を踏まえた社会生活モデルに基づ

くアセスメント・支援方針、ケアプランを立案し伴

走的支援ができる人材 

３． マネジメントを実践的に活用し、医療関連

企業、医療機関、地方自治体、介護サービス事

業所等で新たなサービス事業開発やマネジメン

トを担うことができる人材 
 

 

 

 

2 【設置の趣旨・目的等】 

2 ３つのポリシーについて、例えば、カリキュラム・ツリー上、相関関係にない

項目がディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーのそれぞれに含まれて

いるほか、相関関係にあるとされている DP1と CP1の設定内容の関係性が判然

としない。また、アドミッション・ポリシーとディプロマ・ポリシー、カリキ

ュラム・ポリシーとの関係性自体についての説明がなく、不明確であるなど、

３つのポリシー全体の整合性が不明確であることに加え、審査意見１のとお

り、養成する人材像にも疑義があるため、それらの整合性・妥当性が判断でき

ない。このため、これらの点を踏まえ、養成する人材像及び３つのポリシー等

の内容並びにそれらの関係性について改めて検討した上で、具体的に説明する

とともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

『医療福祉』の文言を削除し、学部・学科名称の変更し、その際『DP1と CP1の設定

内容の関係性が判然としない』点について、D P１と C P１との関係等について一部記載

ミスがあった部分を書き改めた。 

『アドミッションポリシーとディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーとの関係
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性自体についての説明がなく、不明確であるなど、３つのポリシー全体の整合性が不明

確である』との指摘について、その関係性を記載した図を添付した【資料 17 総合福祉

学部・介護福祉マネジメント学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係図】。 

さらに、指摘内容『養成する人材像にも疑義があるため、それらの整合性・妥当性が

判断できない。このため、これらの点を踏まえ、養成する人材像及び３つのポリシー等

の内容並びにそれらの関係性について改めて検討した上で、具体的に説明するととも

に、必要に応じて適切に改めること』について養成する人材像と３つのポリシーとの関

係性を以下の回答文にて記載した。【資料 17 総合福祉学部・介護福祉マネジメント学

科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係図】 

養成する人材像と３つのポリシーに関する関係について以下の３つの人材像ごとに３

つのポリシーが如何に関係しているかを説明する。 

 

養成する人材像（１） 生活を支援する視点で、利用者のアセスメント、介護計画の作

成、実施、評価に基づく介護過程が遂行でき、そのことを他者に指導できる人材。 

AP２にある、差別や偏見をなくし、地域共生社会の実現のために貢献したいと思う学

生に対して、C P１の基礎教育科目で、人権や多様な人間性を尊重し、主体的に関わる

能力を育成するために基礎となる知識と豊かな人格を涵養させ、主に DP１にある、人間

を尊重する態度と高い倫理観を養い、人間を統合的な存在として理解することができる

能力を修得させること。さらに A P１にある、介護福祉に関わる専門的知識を学べる基

礎学力を有する学生に対し、主に C P２にある専門基礎教育科目に配置されている、包

括的・重点的支援に必要な専門職の知識を修得させるための「社会福祉の基礎」及び「経

営の基礎」に関する科目を履修させ、D P２の利用者のアセスメントから生活課題を明

らかにして、介護計画の作成、実施、評価ができ、そのことを他の介護職に指導できる

能力を修得させること。以上、２点の D P達成により当該（１）人材を育成する。 

 

養成する人材像（２） マネジメントに関する専門的知識を修得し、介護職員等をマネ

ジメントする能力を有した人材。 

主にAP3の自立困難な人や生活のしづらさを抱えている人の人生を豊かにできる学生

に対し、C P３の専門教育科目にある、専門職の技能を修得するための科目を履修させ、

D P３の介護計画の作成・実施において、多職種等と協働して支援する能力を修得させ

ること。さらに C P4にある主体的に学べるケーススタディ（CS）、問題解決型学習（PBL）

などのアクティブ・ラーニングを用いて、マネジメント能力の高い実践力を育てる手法

を活用し実践力を育成させ、D P４の介護職員のリーダーとして、チームで介護業務を

遂行していくことができるようになる能力を修得させること。以上２点の D P の達成

が、当該（２）の人材の育成には必要である。 

 

養成する人材像（３） マネジメントする専門的能力を身につけ、社会福祉施設・医療

機関等の運営管理、サービスの維持や開発に関わるマネジメント能力を有した人材。 

A P４の社会福祉施設、医療機関等の組織の経営、運営管理について論理立てて考え

る力がある学生や A P５の新しいソーシャルビジネスやサービスを開発・企画すること
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を論理立てて考える力がある学生を中心に C P２の「社会福祉の基礎」及び「経営の基

礎」に関する科目を専門基礎教育科目や C P３の専門職の技能を修得するための専門教

育科目を履修させ、D P５の社会福祉施設・医療機関等の運営管理、サービスの維持や

開発に関わることができるようになる能力を修得させて、当該（３）にある人材を育

成する。 

 

新 旧 

【資料17】 総合福祉学部・介護福祉マネジメント

学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関

係図（追加）   

 

 

  

 

 

 

 

3 【設置の趣旨・目的等】 

3 学部の名称にも冠している「医療福祉」という用語について、一般的には社会福

祉学を基盤とした領域であるが、本学部においては「社会福祉実践に関わる医学知識

を有し、社会生活モデルに基づく医療と社会福祉の融合的・包括的支援を意味してい

る」とする等、通常定義される「医療福祉」と異なる説明がなされていることから、

適切に改めること。その際、現在の「医療福祉」の用語の説明は抽象的であり、その

意味するところが必ずしも明らかではないことから、具体的な説明となるよう留意す

ること。（是正事項） 

〔対応〕 

ご指摘の通り、本学科の考える「医療福祉」ついては、通常定義される「医療福祉」とは

異なる説明であった。終末期ケアや認知症ケア、あるいは医療的ケア児、精神疾患を抱える

人々等への地域における支援が急速に増大している事態に着目するあまり、医学・医療の知

識の獲得に焦点化した概念に独自の解釈を加え、医療福祉としていた。ご指摘を受け、本学

が本来目指していたものはむしろ社会福祉の対象の拡大に伴う、総合的、包括的な福祉の確

立であると思い至った。 

地域での自立生活支援には、本人への直接的ケアも重要であるが、その人の生きる意欲を

励まし、生きる希望を尊重し、それらの人々へのソーシャルサポートネットワークを構築す

ることが極めて重要である。現在の社会では、従来の子ども、障害者、高齢者といった対象

者別の切口のみでは解決が不可能な生活課題に直面している人々が多く存在している。それ

は、8050問題、ヤングケアラー、ダブルケアといった、世帯に複数の課題をもった世帯や、
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いわゆる「ごみ屋敷」に居住する人々や、100万人いるとされる引きこもりの人々といった

支援や制度の狭間にいる人々、また申請主義のもとで、自ら相談やサービスを利用すること

を求めないが支援を必要とする単身認知症の人々や自ら障害者サービスを求めない人々が

存在する。さらに地域での自立生活には、福祉機器や介護ロボットの活用までの支援を考え

ると、まさに福祉の力を総合的にかつ包括的に機能させうる人材は、福祉を総合的にとらえ

る視点が重要である。 

介護福祉マネジメント学科では、人が生きるということを総合的に理解するための枠組み

について教授し、社会福祉施設等での組織の運営管理や持続のための一翼を担うための科目

を設定している。 

以上の、対象者を横断的に捉える意味での「総合的」と、個人や家族の生活課題に対する

個別支援に加えて、地域住民の生活課題に対する地域支援を「総合的」に実施していく人材

を育成することを目的とする故に、「総合福祉学部」という名称で、福祉・介護専門職の人

材養成を行うことで、ご指摘の是正事項への修正内容としたい。 

 

 

新 旧 

医療福祉学部を総合福祉学部に改める。 

医療福祉マネジメント学科を介護福祉マ

ネジメント学科に改める。 

「医療福祉学部」 

「医療福祉マネジメント学科」 

 

 

 

4 【設置の趣旨・目的等】 

4 「マネジメント」という用語について、例えば医療福祉学部全体の養成する

人材像では「マネジメント(経営、運営管理)」とする一方で、設置の背景として

示している「誰もが支えあう地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時

代に対応した福祉の提供ビジョン－」から「要援護者やその世帯が抱える複合的

な課題に対して、切れ目ない包括的な支援が一貫して行われるよう、支援内容の

マネジメントを行うこと」と引用する等、「マネジメント」の定義が一定ではな

いように見受けられるため、本学部及び２つの学科についての設置の趣旨及び必

要性、養成する人材等を踏まえた上で、具体的に説明の上、適切に改めること。

（是正事項）  

〔対応〕 

  指摘にある“マネジメント”の用語について、対人関連（ケアマネジメントな

ど）や、小集団マネジメントの運営管理として用いられるマネジメントと、経営学を

起点とした組織の経営管理として介護福祉施設・医療機関等での組織の運営管理にあ

たるマネジメントの表記がご指摘の通り、混在している。前者の概念だけをマネジメ

ントそのままの表記で後者を “組織の運営管理”や“組織の運営”等に適切に書き

換えた。 

さらに『本学部及び２つの学科についての設置の趣旨及び必要性、養成する人材等

を踏まえた上で、具体的に説明の上、』の指摘と関係づけて回答すると、介護福祉マネ
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ジメント学科では、介護福祉士の育成を中心とし、関連する介護福祉施設等で業務管

理者としての素養を学部教育で修得させるために、経営学関連科目の教育を施すもの

である。その中で用いている“マネジメント”の用語については上記で区別したよう

に“マネジメント”および“組織の運営管理”や“組織の運営”等で表現を変更し

た。 

新 旧 

設置の趣旨 14ページ 

介護専門職は、事業所の管理責任者業務を就職後

早期の時期から求められることから、事業所やそ

こでのサービスの経営や運営ができるマネジメン

ト能力の養成が不可欠となる。 

 

16ページ 

③を強化する科目としては、「持続可能社会と地域

医療福祉経営」、「リーダー論」、「医療管理総論」

がある。「持続可能社会と地域医療福祉経営」で

は、個人や地域の問題解決能力を高めることを目

的としている。「リーダー論」と「医療管理総論」

では組織のマネジメント力を養うことを目的とし

ている。 

 

23ページ 

さらに介護職員のリーダーとしての資質を持ち、

チームで介護業務を遂行していく能力が求められ

ていることから、介護職員等のマネジメントに加

え、社会情勢の変化に迅速に対応しながら、施設の

運営管理のマネジメント能力の素養も備えた人材

育成を目指す。 

設置の趣旨 14ページ 

介護専門職は、事業所の管理責任者業務を就職後早

期の時期から求められることから、事業所やそこで

のサービスのマネジメント能力の養成が不可欠と

なる。 

16ページ 

③を強化する科目としては、「持続可能社会と地域

医療福祉経営」、「リーダー論」、「医療管理総論」

がある。「持続可能社会と地域医療福祉経営」で

は、個人や地域の問題解決能力を高めることを目

的としている。「リーダー論」と「医療管理総論」

ではマネジメント力を養うことを目的としてい

る。 

 

23ページ 

さらに介護職員のリーダーとしての資質を持ち、

チームで介護業務を遂行していく能力が求められ

ていることから、介護職員等のマネジメントに加

え、社会情勢の変化に迅速に対応しながら、施設

のマネジメント能力の素養も備えた人材育成を目

指す。 

 

 

 

5 【設置の趣旨・目的等】 

5 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科の２つの学科を設置

する構想だが、前者において介護福祉士の資格取得が可能であるなどケアワークに

関する教育課程が含まれている一方で、後者においても養成する人材像を「医療機

関、社会福祉施設等の包括的・重層的な支援システムのマネジメントを担うことが

できる人材」とするなど、それぞれの学科を設置する趣旨・目的や養成する人材像

の在り方に関し役割分担や整合性が必ずしも明確ではないので、具体的に説明の

上、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

  学部及学科の名称を『総合福祉学部』に変更し、指摘にあるように『前者において介

護福祉士の資格取得が可能であるなどケアワークに関する教育課程が含まれている』点を

明確にして、養成する人材である介護福祉士の資格取得に合わせ教育プログラムを反映さ
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せ、学科名称を『介護福祉マネジメント学科』に変更した。学科変更に伴い設置する趣

旨・目的及びこれに関わる設置の背景と育成する人材像の内容について精査し明確にし、

指摘にある『それぞれの学科を設置する趣旨・目的や養成する人材像の在り方に関し役割

分担や整合性が必ずしも明確ではない』点をあらためて、介護福祉マネジメント学科の設

置する趣旨・目的及びこれに関わる背景と育成する人材像の内容について変更をして整合

させた。 

新 旧 

設置の趣旨 7ページ 

３設置の趣旨及び必要性 

～（中略）～ 

「総合福祉学部」には、「ソーシャルワーク学科」と

「介護福祉マネジメント学科」の２学科を開設した

い。両学科を設置する意図は、いずれの学科の人材

養成も、人々の「生活」を支援することに共通性を

もっている。ここでの人々の「生活」の支援とは、

生活者の立場に立ち、生活者とその環境との関係で

生じている社会生活上の課題の解決や緩和に向けて

支援することである。これは、WHOのICF（国際生活

機能分類）のよる利用者把握の視点とも共通し、利

用者を社会生活モデルで支援することを意図してい

る。同時に、「社会福祉士・介護福祉士法」に象徴さ

れるように、ソーシャルワークとケアワークは、共

通する人々の生活課題を対象にして、間接的に支援

機能を果たすのがソーシャルワークであり、直接的

に支援機能を果たすのがケアワークである。そのた

め、両学科は相互に補完しながら、教育効果を高め

ていくことを目指していきたい。 

 

設置の趣旨 11ページ 

①「介護福祉マネジメント学科」設置の趣旨  

「介護福祉マネジメント学科」開設の理由は、生活

課題を有する人々や世帯に対して直接的な専門性の

高いケアを提供できる人材養成であり、アセスメント

から介護計画を作成・実施する介護過程を習得し、介

護福祉士の国家資格取得を目指すことが基本である。

ただ、それに留まらず、対象者の生きる意欲を高め、

人々の主体性や生きる希望を尊重し、それらの人々へ

のソーシャルサポートネットワークづくりを支援で

きる人材を養成していく。以上は、人々の生活課題を

解決していくという「ソーシャルワーク学科」と共通

性をもたせて人材養成を行っていく。そのため、介護

人材不足を背景にして福祉機器や介護ロボットを活

用した支援が求められているが、生活者の視点から、

設置の趣旨 7ページ 

２「医療福祉学部」設置の背景 

～（中略）～ 

医療福祉学部には、医療福祉マネジメント学科と医療

福祉ソーシャルワーク学科の２学科を設置する。医療

福祉マネジメント学科では、医療福祉の基盤を支える

マネジメントやケアワークの学修を、医療福祉ソーシ

ャルワーク学科では、医療と社会福祉の融合的・包括

的支援に関わる専門的知識の修得を目指したソーシ

ャルワークを中心とした学修を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置の趣旨 9ページ 

①「医療福祉マネジメント学科」設置の趣旨  

豊かな教養教育を含め、学術的業績を基礎とした専門

教育における学問・思想の修得により、自らの人格の

健やかなる形成と医療福祉分野のマネジメントに関

われる人材としての倫理観と多様な価値観を受容す

る人間力、さらに科学的分析力・論理力や新たなニー

ズに対応する事業構想力・企画力の育成を目的に本学

科を設立する。 

医療福祉分野のマネジメントでは、複合化・多様化し

たニーズに重層的に対応する人材が求められており、

そのために体系的なマネジメント教育、多職種連携の

実践教育を経て、社会へ実践・応用しうる人材の輩出

を目指す。介護福祉分野のマネジメントでは、介護ニ

ーズは高度化・多様化・複雑化してきており、新たな
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そうした機器やロボットの活用が、利用者の課題にマ

ッチできるよう支援していく能力を養成していく。 

一方、「介護福祉マネジメント学科」では、介護に関

わる職員および介護等の事業所やサービスをマネジ

メントしていく能力を獲得できる人材養成を行って

いくことを特徴とする。そのため、学科名称を「介

護福祉マネジメント学科」としている。 

介護人材の養成については、従来の「まんじゅう型」

から「富士山型」への転換が推進されている【資料14】。

外国人も含め多様な介護人材が参入してくる中で、本

学科では、多様な介護人材に対するスーパービジョン

だけでなく、リーダーとして他の介護職員をマネジメ

ントしていく役割を担える「富士山型」の頂上を目指

す人材養成を推進していく。介護離職の多くが、職員

間での人間関係が大きな要因とされており、本学科で

は、個々の介護職員の特性を生かした職員チームを作

り上げていくマネジメント能力を修得させていく。 

また、介護等の事業者やサービスのマネジメントに

ついては、サービスを必要としている利用者の個人情

報の保護、虐待予防といった尊厳を守る組織運営にお

けるコンプライアンスに関わるサービス管理、その職

場で働く職員の腰痛予防やハラスメント等に係る組

織のコンプライアンスに関する働きやすい職場環境

を維持・管理していくマネジメント、現状の職員や利

用者の新型コロナ感染時や災害時での事業を継続さ

せていくBCP（事業継続計画）に基づくマネジメント、

等があるが、このようなマネジメント能力を修得する

養成教育を進めていく。同時に、介護保険法や障害者

総合支援法に基づく財務的経営に関する教育を行う

ことで、財務的な管理や経営業務を担える介護専門職

を養成していく。介護保険法や障害者総合支援法での

福祉や介護に関わる事業者はNPO法人や株式会社等多

様な供給組織が参入しており、提供されるサービスの

質を担保する品質管理や経営の問題等、福祉サ―ビス

に関するマネジメントが大きな課題であり、こうした

課題解決を遂行可能な人材養成を進めていく。 

以上から、本学の「介護福祉マネジメント学科」が養

成する人材は、①生活を支援する視点で、利用者のア

セスメント、介護計画の作成、実施、評価に基づく介

護過程が遂行でき、そのことを他者に指導できる人

材、②マネジメントに関する専門的知識を修得し、介

護職員等をマネジメントする能力を有した人材、③マ

ネジメントする専門的能力を身につけ、社会福祉施

介護人材の養成が求められてきている。終末期医療へ

の支援や介護職員に一定の条件下で医療的ケア行為

が認められたことから、日常生活に必要な行為として

喀痰吸引や経管栄養等をはじめとした高度な介護が

実施され、従来にも増して医学的知識が必要とされて

いる。これからの介護には、福祉サービスを必要とし

ている人への科学的根拠に基づいたケアの提供が求

められる。 

また、個別的ケアを徹底的に行える能力を身に付け

た上で、現在だけではなく先を見通すケア予測も必要

となることから、福祉サービスを必要とする人にとっ

て過去から現在、現在から未来を考え、自分の人生の

物語を作っていけるような支援も求められる。人の人

生を支えるマネジメント、必要となるサービスのマネ

ジメント、サービスを提供する側としての人・環境へ

のマネジメントが重要である。 

さらには、サービスを提供している施設の経営や運

営ができるマネジメント能力も必要となる。従来の介

護分野の教育では、身体的・生活的個別ケアが中心で

あったが、これからは施設や居宅介護事業所、あるい

は障害者サービス事業所において管理責任者として

のマネジメントを実践していける中核的役割を果た

す人材が必要であり、その人材輩出を本学科は目指

す。 

その人材の輩出を本学の「人は人を愛し、人にふれ

ることによって、自らも成長する」という基本理念に

基づいて教育を実施する。同じように、メイヤロフは

『ケアの本質』の中で、「他人をケアすることは、最も

深い意味で、その人が成長すること、自己実現するこ

とを助けることである」と述べており、本学の理念と

同じ考え方である。 

心身状況を理解する視点だけでなく、その人の家

族、その人の暮らす地域の理解、国や地方公共団体の

制度・政策を理解することを踏まえて、生活の継続性

を支援することが必要である。 

これからの介護においては、ICT、介護ロボット等の

福祉機器の導入を判断する高度なマネジメント能力

が求められる。本学科は、福祉機器を導入した合理的・

効率的な科学的実践ができる組織のマネジメント能

力の修得を目指す。 

実践的な教育方法としては、ケーススタディ（CS）

や問題解決型学習（PBL）を取り入れ、より具体的実践

に即した能力を育成することを目指す。そのために、
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設・医療機関等の運営管理、サービスの維持や開発に

関わるマネジメント能力を有した人材である。 

   以上のような人材を養成するために、本学の

「介護福祉マネジメント学科」では、国が定めている

介護福祉士の養成教育を基盤としたうえで、上乗せし

て開講する科目を履修させることで、①から③の人材

養成を行っていく。 

①を強化する科目として、「文化人類学」、「ＩＣＦの理

解」、「福祉用具と福祉機器」がある。「文化人類学」と

「ＩＣＦの理解」では他者を理解するとともに、人が

生きるということを総合的に理解するための枠組み

について教授することを目的としている。「福祉用具

と福祉機器」では、心身の機能が低下している高齢者

や障害を持つ利用者へ、福祉用具の利活用から日常生

活の便宜と介護の質向上について教授することを目

的としている。介護過程に基づいた支援を行うために

は、多様な側面からの利用者理解が起点になり、さら

に自ら介護過程を修得することに加え他者への指導

を想定した場合には、上記の学修が必要である。 

②を強化する科目としては「地域医療連携とチーム医

療」「リーダー論」、「人的資源管理論」がある。「地域

医療連携とチーム医療」では、地域包括ケアシステム

に寄与する多職種連携について教授することを目的

としている。「リーダー論」と「人的資源管理論」では、

利用者の望む生活の実現に向け、チームとして力を発

揮するための資質・役割、そして組織における人材育

成とマネジメント機能を教授することを目的として

いる。利用者に関わる介護専門職は一定水準の業務を

遂行していくためには、組織を束ねていく能力と支援

技術に関するマネジメント能力が求めらるため、上記

の学修が必要である。 

③を強化する科目としては、「経営学入門」、「会計学入

門」、「地域活性化と地域医療」、「経営分析論」、「持続

可能社会と地域医療福祉経営」「福祉サービスの組織

と経営」、「介護施設経営」「事業構想論」、「ソーシャ

ル・ビジネス」がある。「経営学入門」、「会計学入門」

では、組織論の基礎、事業に関する基本的知識と存続・

発展、会計や財務等に関する基礎知識を教授すること

を目的としている。「地域活性化と地域医療」、「経営分

析論」、「持続可能社会と地域医療福祉経営」、「福祉サ

ービスの組織と経営」、「介護施設経営」「事業構想論」、

「ソーシャル・ビジネス」、「医療管理各論（Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ）」、「医療経営戦略」、「医療流通システム論」では、

医療福祉学部にフィールドワークセンターを設置し、

デジタル化した実践的教材の開発や教育方法の開発

を行い、人材の養成に適用させていく。 

また、フィールドワークセンターでは、インターン

シップを効率的、有効的に展開できるように、企業、

病院、社会福祉施設と連携しながら、インターンシッ

プのプログラム開発を行い、それに基づきインターン

シップを実施していく。 

このような、新たな教育方法を展開するために、本

学の創設の母体ともなった社会福祉法人ノテ福祉会

傘下の多様な社会福祉施設、病院等に協力を得られる

ことが確約されている。 

さらには、フィールドワークセンターでは、新しい

ニーズに対応するソーシャルビジネスの事業構想化

を支援する教育研究も行う。このような教材を活用

し、実践的教育を展開することを通して、介護現場

における福祉サービスを必要としている人の心身機

能等と生活環境との的確な適合および効率化を促進

させるマネジメント能力を持ち合わせた中核的役割

を果たす人材を育成する。さらにコスト消費型事業

とみなされている介護事業から収益創造的事業へ転

換させ、介護事業を将来夢のあるビジネス分野に変

貌させる事を目指す。 
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社会福祉施設や医療機関等の組織の概要と事業運営

の実務を理解し、地域が抱える福祉や医療の諸課題を

踏まえた運営管理の基礎知識を教授する。介護保険制

度や障害者支援制度が導入され、介護専門職はそれま

での社会福祉事業にはなかった介護報酬や事業所運

営を意識しつつ、利用者へ支援していく視点が求めら

れる。経営学、会計学の知見を基礎に、人的資源の育

成、人事管理や財務諸表に関する基本的な理解がで

き、社会福祉施設や医療機関等での組織の運営管理の

実務・実践技能や持続のための一翼を担うために、上

記の学修が必要である。 

さらには、今後の人口変動により一層課題となってい

く「認知症ケア」「医療ケア」、「終末期ケア」について

は、「介護福祉マネジメント学科」だけでなく「ソーシ

ャルワーク学科」で共通に提供し、関心の高いテーマ

に基づき生活支援としてのケアを教授することで、①

②③を深めることを目指す。 

以上をもとに、介護福祉士というケアワーカー養成を

基盤にして、より高い専門性を有した人材を輩出して

いきたいと考えている。結果として、「介護福祉マネジ

メント学科」の卒業生が働く職場・職域としては、す

べてのライフサイクルの人々を対象とした、地域や家

族での生活に根ざした在宅の福祉機関、在宅や社会復

帰を目指す介護施設や医療施設等となるが、そこで

は、生活支援の視点から支援していくことに加えてリ

ーダーとして、マネジメント能力が発揮できる人材と

して輩出していくことになる。 

 

【資料14】 2025 年に向けた介護人材にかかる需給

推計（確定値）について（追加） 

設置の趣旨― 15ページ 

①「ソーシャルワーク学科」設置の趣旨 

「ソーシャルワーク学科」を開設する理由は、日本

の社会福祉政策が入所施設での生活支援から地域で

の生活支援へと変貌し、さらに国が現在推進している
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「地域共生社会」政策にみられる、属性・分野ごとで

はなく、分野横断的に福祉サービスを必要としている

本人はもとより、家族全体をアセスメントし、地域で

の生活を可能ならしめるように“包括的・重層的な支

援”が必要となり、そうした人材養成を基本にする。

様々な生活課題を有する個人や家族に対して、地域で

の生活を支えるためには、医療、介護、福祉、就労、

教育、住宅保障等の諸サービスを総合的・包括的に提

供していく能力が確保できる養成内容とする。さらに

は、支援においては、それぞれの地域の農林業や漁業

といった産業との連携も不可欠である。また、こうし

たフォーマルサービスに加えて、インフォーマルサポ

ートの提供も必要であり、そうした人々の質の高い生

活を形成する多様な社会資源との調整を可能にする

人材養成を実施していく。 

ここには、個人や家族に対する支援（個別支援）に

おいても、また地域自体や地域の機関・団体に対する

支援（地域支援）においても、アセスメントから支援

計画の作成・実施に至るソーシャルワーク機能が遂行

できるだけでなく、それを可視化させ、論理的に説明

できる能力を高める必要がある。同時に、個別支援で

あれ、地域支援であれ、多様なニーズに応えていく支

援には、多職種連携が不可欠であり、連携を促進する

能力が求められる。 

以上から、「ソーシャルワーク学科」が養成する人材

像は、①地域共生社会の構築に向けて、保健・医療・

福祉・介護・就労・教育等に関わる専門的知識を修得

し、多職種連携のもとで、ソーシャルワークが実践で

きる人材、②利用者主体で、個人やその家族の生活課

題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（個別支

援）できる人材、③住民主体で、地域の生活課題をア

セスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）で

きる人材、④個人や家族への支援である個別支援と地

域への支援である地域支援を連続して支援できる人

材である。 

「ソーシャルワーク学科」では、こうした①から④

の能力を有する人材を養成することで、ソーシャルワ

ーカーである社会福祉士や精神保健福祉士の国家資

格取得を目指すことになる。そのため、国が定めてい

る国家資格である社会福祉士、精神保健福祉士養成教

育の履修科目を修得させることを基盤としたうえで、

多様な科目を開講し、履修させることで、①から④の

人材養成の強化を図っていくことになる。 

設置の趣旨 13ページ 

①「医療福祉ソーシャルワーク学科」設置の趣旨 

医療福祉学部の設置の趣旨でも述べたが、平成

27（2015）年9月に厚生労働省より出された「誰も

が支え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実

現―新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン

―」の中であげられた３つの課題である「①家族・

地域社会の変化に伴い複雑化する支援ニーズへの

対応、②人口減少社会における福祉人材の確保と

質の高いサービスを効率的に提供する必要性の高

まり、③誰もが支え合う社会の実現の必要性と地

域の支援ニーズの変化への対応」に対して、新しい

地域包括支援体制が必要であることを述べてきた

が、それを実現するために求められる人材として、

「①複合的な課題に対する適切なアセスメントと

様々な支援のコーディネートや助言を行い、様々

な社会資源を活用して総合的な支援プランを作成

することができる人材、②福祉サービスの提供の

担い手として特定の分野に関する専門性のみなら

ず福祉サービス全般についての一定の基本的な知

見・技能を有する人材が求められる」とまとめられ

ているように、ソーシャルワークの重要性が指摘

されている。 

平成15（2003）年に日本学術会議「社会福祉・社

会保障研究連絡委員会」は、対外報告として「ソー

シャルワークが展開できる社会システムづくりへ

の提案」を公表し、国民が抱えている生活課題の解

決には、従来の社会福祉行政では限界があり、個別

対人援助ができるソーシャルワークを展開できる

新たな社会システムを創ることが必要であると指

摘、提言した【資料9】。 

さらに、厚生労働省は平成27（2015）年に「生活

困窮者自立支援法」を施行し、従来の枠にあてはま

らない生活のしづらさを抱えている人々への支援

について、市町村を基盤に展開しはじめた。その考

え方は、今日、厚生労働省が推進している「地域共

生社会政策」における包括的かつ重層的支援とし

て重視され、推進されている。 

いまや、市町村において、ソーシャルワークをい

かに展開できるかが問われる時代であり、個別支

援のソーシャルワークに関する知識、能力だけで

なく、市町村のソーシャルワークを展開できるシ

ステムをどう作り、運営管理していくのか、ソーシ
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①を強化する科目として、「ソーシャルワークの原

理」「医療ソーシャルワーク論」、「地域医療連携とチー

ム医療」「地域医療連携」がある。「ソーシャルワーク

の原理」「医療ソーシャルワーク論」ではソーシャルワ

ーク能力を養うことを目的としている。「地域医療連

携とチーム医療」「地域医療連携」では多職種連携能力

を高めることを目的としている。地域共生社会構築の

ためには、専門的知識をもとにしたソーシャルワーク

の実践と地域や多職種との連携が不可欠である。 

②を強化する科目として、「ソーシャルワークの原

理」、「ケアマネジメント論」、「リハビリテーション

論」、「福祉用具と福祉機器」がある。「ソーシャルワー

クの原理」では個別支援と地域支援の一体的支援を修

得することを目的にしている。さらに「ケアマネジメ

ント論」では個別支援から地域支援につないでいく力

を養うことを目的としている。「リハビリテーション

論」や「福祉用具と福祉機器」では、ICFの考えに基

づき個人と環境の関係で解決を図っていくことを目

的とする。生活モデルをもとにした支援を実践してい

くには、個別支援と地域支援を一体的に行い、ICFを

活用して個人と環境に重点を置くことが必要である

と考える。 

③を強化する科目としては、「持続可能社会と地域

医療福祉経営」、「リーダー論」、「医療管理総論」があ

る。「持続可能社会と地域医療福祉経営」では、個人や

地域の問題解決能力を高めることを目的としている。

「リーダー論」と「医療管理総論」では組織のマネジ

メント力を養うことを目的としている。地域での自立

生活を可能とするには、個人や地域における問題解決

を図り、公益活動を図りながら地域を支えていくこと

が重要であると考える。 

④を強化する科目として「ソーシャルワークの原

理」を開講し、個別支援と地域支援の方法を学習させ、

さらに両者の一体的支援について具体的に修得させ

ることを目的にしている。これにより、②と③を合わ

せたソーシャルワークの一体的方法を修得すること

ができる。 

さらには、今後の人口変動により一層課題となる

「医療的ケア」、「認知症ケア論」については、「ソーシ

ャルワーク学科」だけでなく「介護福祉マネジメント

学科」で共通に提供し、関心の高いテーマに基づき生

活支援としてのケアを教授することで、①②③④を深

めることを目指す。 

ャルワークに関するシステムのマネジメント（市

町村社会福祉行政のアドミニストレーション）も

問われている。 

包括的及び重層的支援において、保健、医療、介

護、福祉等の専門多職種による支援が想定されて

いるが、そこでは医学モデル、司法モデルとは異な

る社会生活モデルに基づくソーシャルワーク機能

が専門多職種連携のコーディネート機能として求

められている。そのためにも、生活のしづらさを抱

えている人々が多く罹患している疾病に関する医

学知識を有したソーシャルワークの人材養成が必

要であり、またソーシャルワーク機能が十分わか

ったうえで、専門多職種連携のシステムを運営管

理できるマネジメント人材及びコーディネート力

を有した人材が必要である。 

平成 17（2005）年の障害者自立支援法以降、厚

生労働省は、従来の入所型施設や病院中心の障害

者支援のあり方を変え、できる限り地域での自立

生活支援を推進するよう「地域移行政策」を推し進

めている。 

結果として、地域には多くの一人暮らしの精神

障害者や知的障害者等が生活しており、その人々

への支援には医学や服薬に関する知識を有したソ

ーシャルワーク専門職が求められており、従来以

上に医療と社会福祉を融合的、包括的に対応でき

るソーシャルワークの人材の養成が必要である。

同時に、それらのソーシャルワークを展開できる

システムづくりやそのシステムの運営管理のマネ

ジメントができる人材の養成も重要になる。 

そして、社会保障制度の揺らぎの中で、地域包括

ケアシステムが各地で構築される中、医療と福祉

の連携は大変重要なファクターである。今後求め

られていく地域共生社会政策の中で医療と福祉を

一体的にとらえ、複合化・複雑化した課題を受け止

めるソーシャルワークの実践や、地域住民らの主

体的な活動を支えていく地域づくりなどの支援を

行うことは大変重要である。 

そのために、医療機関や社会福祉施設、地域など

で専門的知識と技術を持って働き、マネジメント

の経営・管理の基礎的知識も持ち合わせたソーシ

ャルワークを行える人材の養成は、社会的必要性

があり、多職種連携の上からも不可欠であり、その

ためには社会の基礎的知識とともに主体性を持っ
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以上をもとに、社会福祉士・精神保健福祉士という

ソーシャルワーカー養成を基盤にして、より高い専門

性を有した人材を輩出していきたいと考えている。結

果として、「ソーシャルワーク学科」の卒業生が働く職

場・職域としては、すべてのライフサイクルの人々を

対象とした、地域を基盤におく、社会福祉、医療、就

労、経済的支援に関わる機関や団体が相当する。他方、

入所施設や病院においても、そこからの地域移行、社

会復帰、退院を支援することに主眼をおきながら、入

所者や患者を生活支援の視点から支援していくこと

で、大きな職場・職域と位置付けることができる。そ

の意味では、多様な機関・団体で活躍できる、極めて

汎用性の広いソーシャルワーカー養成を目指してい

る。 

 

【資料15】 2025 年に向けた介護人材の確保～量と

質の好循環の確立に向けて～（追加） 

 

【資料 16】 令和 3 年 4 月北海道の月間有効求人倍

率（追加） 

 

て活躍できるソーシャルワーカーを育てる 4 年制

大学の必要性がある。 

そこで、本学では、医療機関や社会福祉施設、地

域などで社会福祉実践に関わる医学知識を有し、

医学モデルも包含したICF（国際生活機能分類）の

視点を踏まえた社会生活モデルに基づくアセスメ

ント、支援方針、ケアプランを立案し、伴走的支援

ができる人材、並びにその理念を具現化する医療

機関、社会福祉施設及び地域等のマネジメントを

担うことができる人材を養成するため、本学は医

療福祉ソーシャルワーク学科を設置する。 

 

【資料 9】 ソーシャルワークが展開できる社会シス

テムづくりの提案（削除） 

 

 

 

 

6 【設置の趣旨・目的等】 

6 教育課程とカリキュラム・ポリシーとの整合性が不明確であり、養成する人材像

やディプロマ・ポリシーとの整合性・妥当性も判断できない。具体的に説明の

上、必要に応じて適切に改めること。なお、その際は、審査意見２も踏まえ、カ
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リキュラム・ツリーについても整合性のある形で適切に改めて作成すること。（是

正事項） 

〔対応〕 

 養成する人材像を下記の３つに整理したうえで、養成する人材像にディプロマ・ポリシ

ーを改めた。教育課程は変更せず、審査意見 2を踏まえカリキュラム・ポリシーも改め

た。 

 改めた点は以下の通り。 

 養成する人材像 

１．生活を支援する視点で、利用者のアセスメント、介護計画の作成、実施、評価に基づ

く介護過程が遂行でき、そのことを他者に指導できる人材 

２．マネジメントに関する専門的知識を修得し、介護職員等をマネジメントする能力を有

した人材 

３. マネジメントする専門的能力を身につけ、社会福祉施設・医療機関等の運営管理、サ

ービスの維持や開発に関わるマネジメント能力を有した人材 

 

 ディプロマ・ポリシー 

１. 人間を尊重する態度と高い倫理観を養い、人間を統合的な存在として理解する能力を

身につける 

２．利用者のアセスメントから生活課題を明らかにして、介護計画の作成、実施、評価が

でき、そのことを他の介護職に指導できる能力を身につける 

３．介護計画の作成・実施において、多職種等と協働して支援する能力を身につける 

４. 介護職員のリーダーとして、チームで介護業務を遂行していくことができる能力を身

につける 

５．社会福祉施設・医療機関等の運営管理、サービスの維持や開発に関わることができる

能力を身につける 

 

 カリキュラム・ポリシー 

１．人権や多様な人間性を尊重し、主体的に関わる能力を育成するために基礎となる知識

と豊かな人格を涵養することを重視した科目を基礎教育科目に配置する 

２. 包括的・重点的支援に必要な専門職の知識を修得させるため、「社会福祉の基礎」及び

「経営の基礎」に関する科目を専門基礎教育科目に配置する 

３. 専門職のための技能を修得するための専門教育科目を配置する 

４．主体的に学べるケーススタディ（CS）、問題解決型学習（PBL）などのアクティブ・ラ

ーニングを用いて、マネジメント能力の高い実践力を育てる 

５. 学習成果の評価は、学力3要素「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性・

多様性・協働性」を原則とし、5段階の評価で示す 

 

 それぞれの関連性について 

養成する人材像１は、DP1、DP2と関連する。 

養成する人材像 2は、DP3、DP4と関連する。 

養成する人材像 3は、DP5と関連する。 

DP1は、CP1と関連する。 

DP2は、CP2、CP3と関連する。 
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DP3は、CP3、CP4と関連する。 

DP4は、CP4と関連する。 

DP5は、CP2、CP3と関連する。 

CP5は、CP1、2、3、4に波及するものとして示している。 

以上のことから、審査意見を踏まえ整合性・妥当性が明確になるよう変更した構造図を作

成して示し、カリキュラム・ツリーに反映して改めた。 

新 旧 

設置の趣旨  19ページ 

① 養成する人材像 

本学の基本理念に基づき、介護福祉マネジメント学

科が養成する人材像は、以下のとおりである。 

 

 

設置の趣旨  19ページ 

③ディプロマ・ポリシー 

本学の基本理念、「介護福祉マネジメント学科の養成

する人材像」及び教育目標に基づき、介護福祉マネ

ジメント学科における卒業時の到達目標である学位

授与の方針（ディプロマ・ポリシー：DP）は、以下

のとおりとする。 

 

 

設置の趣旨  31ページ 

（２）教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシ

ー：CP）と特色 

 

 

【資料17】 総合福祉学部・介護福祉マネジメント

学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関

係図（追加）   

設置の趣旨 18ページ 

① 養成する人材像  

本学の基本理念に基づき、医療福祉マネジメント学

科が養成する人材像は、以下の通りである。 

 

設置の趣旨  19ページ 

③ディプロマ・ポリシー 

本学の基本理念、「医療福祉マネジメント学科の養成

する人材像」及び教育目標に基づき、医療福祉マネ

ジメント学科における卒業時の到達目標である学位

授与の方針（ディプロマ・ポリシー：DP）は、以下

のとおりとする。 

 

設置の趣旨  30ページ 

（２）教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシ

ー：CP）と特色  

 

【資料13】 医療福祉マネジメント学科カリキュラ

ム・ツリー （差し替え） 
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【資料19】 介護福祉マネジメント学科 カリキュ

ラム・ツリー（資料番号13→19に変更のうえ、差し

替え） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 【設置の趣旨・目的等】 

7 養成する人材像等で言及のある「医学モデルも包含したＩＣＦ(国際生活機能分

類)の視点を踏まえた社会生活モデルに基づくアセスメント、支援方針、ケアプラン

を立案し、伴走的支援ができる人材」の意味するところが全体的に不明確であるた

め、具体的に説明すること。（是正事項） 

〔対応〕 

「医学モデルも包含した ICF（国際生活機能分類）の視点を踏まえた社会生活モデルに基

づくアセスメント、支援方針、ケアプランを立案し、伴走的支援ができる人材」について、

全体的に不明確であり具体的に説明するように、とのご指摘について以下のように修正した

い。 

「ICF（国際生活機能分類）の視点を踏まえた社会生活モデルに基づくアセスメント、支

援方針、ケアプランを立案できる人材」 

 ICF（国際生活機能分類）がICIDH(国際障害分類)の改訂版として採択された時以来、医学

にも福祉にも大きな影響を与えていると理解している。ICIDHが医学モデルと呼ばれたのに

比して、ICFは社会生活モデルと呼ばれる。「社会生活モデル」は、「生活モデル」の中で、

人が社会との関わりで生じるインターフェースの部分に相当し、これは ICFの考え方でもあ
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る。今日のように社会福祉の考え方が地域での自立生活支援を目指す時代においては、ソー

シャルワーカー、ケアワーカー共に ICFの視点を持ち、社会生活に着目した「社会生活モデ

ル」を基盤にしたアセスメントを修得することは必要だと考え、設置した科目でも ICFの学

修に力を入れることにしている。 

修正した点として、「医学モデルも包含した」は意味が分かりにくく削除した。加えてソ

ーシャルワークは元来伴走/寄り添い型の支援を重視しているが、ICF の視点と支援の持続

を合わせて表現することは、不明確であり「伴走的支援」という文言も削除した。 

 

新 旧 

削除 

削除 

医学モデルを包含した 

伴走的支援 
 

 

8 【設置の趣旨・目的等】 

8 「農福連携」という用語について、本学部の設置の必要性において「農福連携な

どのソーシャルイノベーションを起こし、医療と福祉の狭間をマネジメントしてい

く人材が求められている」とあるが、教育課程においては実習先施設の一部に含ま

れているのみと見受けられるなど、本学部の養成する人材像や３つのポリシー、教

育課程等においてどのように反映されているか明確ではないため、具体的に説明の

上、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

「農福連携」とは、障害者等が農業分野で活躍することを通じて、自信や生きがいを持

って社会参画を実現していく取組みのことである。農福連携に取り組むことで、福祉を必

要とする人の就労や生きがいとしての場を生み出すだけでなく、新たな社会への参画者と

協力した新しいビジネスを起こせる人材養成が求められている。しかし審査意見の通り、

本学部の養成する人材像や教育課程に、農福連携の人材養成が十分に反映されているとは

いえず、農福連携に関連する記述を削除することとした。 

新 旧 新 旧 

削除 5ページ 

さらに、これまでの制度の枠に含まれない福祉サー

ビスを必要としている人を支援するために必要なソ

ーシャルビジネスや農福連携などのソーシャルイノ

ベーションを起こし、医療と福祉の狭間をマネジメ

ントしていく人材が求められている。 

 
  

 

 

9 【名称等】 

9 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科は、養成する人材像

や教育課程等が相当程度異なるものと見受けられるが、いずれも学位は「学士

（医療福祉学）」とされているため、その妥当性を明確に説明の上、必要に応じて

適切に改めること。また、学部・学科・学位の英語名称として用いられる

「Social Care」について、ケアワーク又はソーシャルワークに関連する学修を中
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心とする学部・学科・学位の英語名称としては不適切であるため、審査意見３の

対応を踏まえた上で、適切な英語名称を検討すること。（是正事項） 

〔対応〕 

 『医療福祉』の用語より以下に示す用語の方が教育の趣旨や体制を反映しているので学

部名称、学科名称、学位名称、あわせてそれぞれの英語表記を以下のように変更した。 

 学部の名称 総合福祉学部：Faculty of Comprehensive Social Work 

 学科名称 介護福祉マネジメント学科：Department of Care Work Management 

学位名称：学士（福祉経営学）：Bachelor of Care Work and Management 

 

新 旧 

１ 学部の名称 

「総合福祉学部：Faulty of Comprehensive Social 

Work」 

介護と福祉の現場と一体になったキャンパス

で、介護福祉とマネジメントに関する専門知識

と技術を修得し、マネジメントとソーシャルワ

ークができる人材を育てることを目的とし、新

たに設立する学部の名称を「総合福祉学部」と

する。 

 

２ 学科の名称及び学位の名称 

（１）「介護福祉マネジメント学科：Department of 

Care Work and Management」 

本学科は、介護福祉マネジメント等の専

門分野に関する知識・技術の修得を学修の

中心とするため、その趣旨が伝わりやすい

ように「介護福祉マネジメント学科」とす

る。 

 

「学士（福祉経営学）：Bachelor of Care Work 

and Management」 

介護福祉マネジメントに関する学修を通

し、福祉経営学ができる能力を身に付けた人

材へ授与するものとして、学位名称を「学士

（福祉経営学）」とする。 

 

 

１ 学部の名称 

「医療福祉学部：Faculty of Social Care」 

医療と福祉の現場と一体になったキャンパス

で、医療福祉とマネジメントに関する専門知識

と技術を修得し、マネジメントとソーシャルワ

ークができる人材を育てることを目的とし、新

たに設立する学部の名称を「医療福祉学部」と

する。 

 

注記：「Social Care」とは、対人援助にかか

わる用語としてイギリスで使われており、そ

の人の生活環境、社会環境をも視野に入れ

て、対人援助をするという考え方であり、ケ

アワークとソーシャルワークを統合的にと

らえている。 

 

２ 学科の名称及び学位の名称 

（１）「医療福祉マネジメント学科：Department of 

Social Care Management」 

本学科は、医療福祉マネジメント等の専

門分野に関する知識・技術の修得を学修の

中心とするため、その趣旨が伝わりやすい

ように「医療福祉マネジメント学科」とす

る。 

「学士（医療福祉学）：Bachelor of Social 

Care」 

医療福祉マネジメントに関する学修を通

し、医療福祉マネジメントができる能力を身

に付けた人材へ授与するものとして、学位名

称を「学士（医療福祉学）」とする。 
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10 【教育課程等】 

10 審査意見２及び６のとおり、３つのポリシーの整合性等が不明確であるほか、

「医療福祉マネジメント」に関する内容が教育課程にどのように反映されているの

かが不明確であるなど、教育課程が体系的かつ適切に編成されているか判断できな

い。審査意見２及び６への対応を踏まえた上で、具体的に説明するとともに、必要

に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

審査意見２に関する回答の通り、養成する人材像と３つのポリシーについての関係性と

整合性を記載した。合わせて審査意見６にて記載したように『医療福祉』の広範な記載を

やめ、介護福祉という概念により学科の教育視点を精鋭化し、上記整合性との関連を説明

した。 

新 旧 

（追加） 

設置の趣旨資料17 日本医療大学 総合福祉学部 

介護福祉マネジメント学科 人材像ポリシー等関係

図 

  

 

 

11 【教育課程等】 

11 審査意見３及び４のとおり、設置の必要性の根幹に係る説明で定義が明らかでな

い文言が含まれており、その妥当性が判断できず、また、教育課程にどのように

反映されているかも判断できない。このため、審査意見３及び４への対応を踏ま

えた上で、設置の趣旨及び必要性、養成する人材像、３つのポリシー等と教育課

程の整合性並びにその妥当性について具体的に説明するとともに、必要に応じて

適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

審査意見３の回答で示しように、学部及び両学科の名称に冠している『医療福祉』につ

いての変更と、それに関わる設置の趣旨等の記載を変更し、養成する人材像及び３つのポ

リシー等と教育課程を整合させた。さらに審査意見４で記載した回答の通り組織運営、経

営学概念に関するものをマネジメントという表現を用いないで峻別した。育成する人材像

と３つのポリシーと教育課程の整合性と妥当性は審査意見２での回答で示したとおりであ

る。【資料 17 総合福祉学部・介護福祉マネジメント学科・ソーシャルワーク学科 人材

像ポリシー等関係図】にてその関係性を示し教育課程との関係を明らかにした。 

新 旧 

【資料17】 総合福祉学部・介護福祉マネジメント

学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係

図（追加）   
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12 【教育課程等】 

12 教育課程について、必修科目が比較的少なく、選択科目が非常に多く設定

されていることから、適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシ

ーに基づいて、実際に体系的に履修できるか疑義がある。履修条件等も含め、

教育課程の体系的な履修を担保するためにどのように対応しているか、具体的

に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

学科の選択科目は、30単位（16科目）である。本学科では、介護福祉士の資格取得

のために必要な履修科目が 92単位（42科目）と多いこともあり、学生の自由な学びを

尊重するために、当初から必修科目を少なく設定していた。 

 審査意見 2を踏まえ、人材像、DP、CP、AP、履修モデルを見直し再検討した結果、

必修科目数は変更せず、履修モデルを再度整理した。 

具体的な内容として「保健医療と福祉」（2年次前期）、「医療安全・臨床倫理」（3年

次後期）、「企業法務」（4年次後期）を削除し、「ICFの理解」（2年次前期）、「経営分析

論」（3年次前期）、「ケアマネジメント論」（3年次後期）、「事業構想論」（3年次後

期）、「ソーシャル・ビジネス」（4年次後期）を追加することとし、養成する人材像

（下記）に到達するように改めた。 

養成する人材像 1および養成する人材像 3にある能力を有した人材を育成するため

に、利用者が抱える生活課題を解決するために地域にある様々な社会資源を活用し、

総合的かつ効率的に課題解決を図っていくことと、さらに福祉サービスの運営管理ま

で学修する必要性が確認できたため、教育課程の専門基礎教育科目区分にある社会福

祉の基礎分野に「ケアマネジメント論」を追加することとした。 

その内容を、【資料 17】総合福祉学部・介護福祉マネジメント学科・ソーシャルワー

ク学科 人材像ポリシー等関係図および【資料 24】介護福祉マネジメント学科履修モ

デルに示す。また、DPに掲げた能力到達のために、学生が科目選択を決定する際のオ

リエンテーション、個別の履修相談等を通して、具体的に何が必要かを説明し対応す

ることとする。 

 

養成する人材像 

１．生活を支援する視点で、利用者のアセスメント、介護計画の作成、実施、評価に

基づく介護過程が遂行でき、そのことを他者に指導できる人材 

２．マネジメントに関する専門的知識を修得し、介護職員等をマネジメントする能力
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を有した人材 

３. マネジメントする専門的能力を身につけ、社会福祉施設・医療機関等の運営管

理、サービスの維持や開発に関わるマネジメント能力を有した人材 

 

新 旧 

専門基礎教育科目 社会福祉の基礎 

「ケアマネジメント論」を追加。 

 

【資料24】 介護福祉マネジメント学科履修モデ

ル（資料番号18→24に変更のうえ、差し替え） 

 

 

 

 

 

 

 

資料18 医療福祉マネジメント学科履修モデル

（削除） 

 

 

 

 
 

 

 

13 【教育課程等】 

13 一部の科目において、アクティブ・ラーニング(ケーススタディ(CS)是正事項や

問題解決型学習(PBL))を導入する旨の記載があるが、その根拠としている資料が学

習指導要領であり、高等教育段階においてアクティブ・ラーニングを導入する根拠

としては適当ではないと考えられるため、その妥当性について具体的に説明すると

ともに、必要に応じて適切に改めること。また、特にケーススタディについて、教

育課程の中で具体的にどのように実施するのか不明確であるため、具体的に説明す

るとともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

 指摘の通り学習指導要領を根拠とすることは適当ではなかったため、大学教育における

アクティブ・ラーニングを推進する答申である「新たな未来を気づくための大学教育の質

的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」を根拠と

することで高等教育段階でのアクティブ・ラーニングを導入する根拠とした。 

教育課程の中でケーススタディは 1年次前期の基礎科目である「経営学入門」から取り入

れてケーススタディの基礎を学び、3年次の「経営分析論」や「医療マーケティング」な

ど複数の科目でケーススタディを取り入れている。また応用的に医療機関のマネジメント

を行う医療経営シミュレーションゲームや、地域連携実践での企業実習を通じて、ケース

スタディで学んだことを実践できるようにした。 

新 旧  

新 

旧 
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（削除） 

 

 

【資料22】「新たな未来を気づくための大学教育の質

的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力

を育成する大学へ～（答申）」（追加） 

【資料16】 「新しい学習指導要領等が目指す姿」（ア

クティブ・ラーニングの推進）(削除) 

 

 

14 【教育課程等】 

14 CAP制について、学年ごとに導入する旨の説明があるが、学期ごとでない趣旨が

不明であるため、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。（改

善事項） 

〔対応〕 

本学では、既存の保健医療学部において、すでに通年の学年ごとの CAP制を用いており、

申請の本学部においても、CAP制は通年で実施することとした。 

今回の指摘を受け、セメスター制も検討をしたが、実習科目や演習科目等の通年科目も多

いことや、本学他学科の状況も鑑み、学年ごとの CAP制のままとしたい。 

 

新 旧 

 
 

 

 

15 【入学者選抜】 

15 大学全体と学部、学科それぞれのアドミッション・ポリシーの整合性・関係性

が不明確であるので、具体的に説明すること。また、３つのポリシーのうち、アド

ミッション・ポリシーについてのみ、大学全体のものが設けられている趣旨が不明

確であるので、具体的に説明すること。（是正事項） 

〔対応〕 

日本医療大学のアドミッション・ポリシーは、大学開学の理念を共有できる人材を募

集するため設けたものである。そのため、大学のアドミッション・ポリシーとして記載

したものの根幹は学部や学科のアドミッション・ポリシーに対して取り入れられてい

る。しかし、大学のアドミッション・ポリシーについては中央教育審議会大学分科会大

学教育部会「『卒業認定・学位授与の方針』（ディプロマ・ポリシー），『教育課程編成・

実施の方針』（カリキュラム・ポリシー）及び『入学者受入れの方針』（アドミッショ

ン・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン」【審査意見への対応を記載した書

類（６月）（資料） 資料 1】に沿って作成されたものではなく、アドミッション・ポリ

シーとして設置の趣旨に記載することは適切ではないため、今回の記載から削除する。 

学部学科のアドミッション・ポリシーは、総合福祉学部が養成する人材像を設定し、

大学を構成する単位としての学部で、どのような入学者を求めるかという大枠を決めて

いる。そのうえで専門性の高い学問を学ぶ学科においては、学部が設定した大枠を踏ま

えた人材像を想像し、多様な受験者を評価できるように 5つの APを定めている。 

このアドミッション・ポリシーはディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを
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踏まえるとともに、「学力の３要素」を念頭に置き、入学前にどのような多様な能力をど

のようにして身に付けてきた学生を求めているか，入学後にどのような能力をどのよう

にして身に付けられる学生を求めているかなど、各ポリシーを踏まえたものとした。 

新 旧 

（削除） 設置の趣旨55ページ 

日本医療大学のアドミッション・ポリシー 

本学の教育理念に共鳴し、自らの成長を自己推進

していくことができる学生を求めています。養成

する人材が卒業後に札幌地域のみに貢献するので

はなく、北海道全体、ひいては日本国内、また広く

国際的な視野を持ちつつ活動していくことができ

る人材を求めます。さらに北海道という地域特性

に鑑み、医療の地域偏在をなくすため、各地域・へ

き地においても人々の健康な生活を支援すること

に貢献できるたくましい人材を募集します。 
 

 

 

 

16 【入学者選抜】 

16 本学科のアドミッション・ポリシーのうち AP２について、学力の３要素のい

ずれにも該当しない旨の説明であるが、その妥当性を明確に説明すること。（是正

事項）  

〔対応〕 

  本意見に対する回答を検討する中で、本学科の APの妥当性について再度検討を行っ

た。また、回答 17での指摘の通り本学科の APでは入学選抜の測定が適切に行えないた

め APを適切に改めることにした。養成する人材像、DPや CPとの整合性もあることか

ら、指摘前の APの趣旨を維持しつつも表現を改めることで、入学者受け入れ方針を明確

に評価できるようにした。 

  なお、養成する人材像、DP、CP、APの整合性をとり、理解をしやすく配置するためAP

の番号を付けなおした。AP2の要素は、AP5が引き継いでいる。 

 

旧：「新しいソーシャルビジネスやサービスを開発・企画することに関心がある人」（AP2） 

新：「新しいソーシャルビジネスやサービスを開発・企画することを論立てて考える力があ

る人」（AP5） 

 

検討の結果、AP２（新 AP5）は学力の 3要素「思考力・判断力・表現力」に該当している

ことが判明したため、訂正して 3要素に加える。思考力・判断力・表現力に加えた理由

として、本人や地域の課題解決について考える力がある人は、課題解決を考え、本人や

地域の課題を判断し、それを表現していく力あり、そのような人を入学者として受け入

れたいと考えているからである。 
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新 旧 

 
 

 

 

17 【入学者選抜】 

17 本学科のアドミッション・ポリシーのうち AP１に関し、学生に求める学習成果

として「思考力・判断力・表現力」が該当する旨の説明がなされており、大学入学

共通テスト利用選抜においては大学入学共通テストを用いて「思考力・判断力・表

現力」を測る旨の説明がなされている。AP1に掲げる「医療機関、社会福祉施設、

一般企業等のマネジメント(経営、運営管理)に関心のある人」について、大学入学

共通テストを用いてどのように評価するか不明確であるので、具体的に説明すると

ともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事項）  

〔対応〕 

  大学入学共通テストで本学が必須科目としている国語（国語総合の古文・漢文を除

く）は、文章から得られた情報を多面的・多角的に解釈し、目的や場面等に応じて文章を

書く力を求める問題（思考力・判断力・表現力）である。また英語（リーディング）で

は、会話文形式の問題あるいは日常生活の場面に即した問題等から概要や要点を把握する

力や必要とする情報を読み取る力等求める問題（判断力・表現力）であり、｢思考力・判断

力・表現力｣を総合的に評価する選抜として位置づけている。このように大学入学共通テス

トでは、「思考力・判断力・表現力」そのものは評価できる。 

次に、AP1では「医療機関、社会福祉施設、一般企業等のマネジメント（経営、運営管

理）に関心のある人」について大学共通テストを用いて評価することが不明確というご指

摘を受け、この点を検討した。その結果 AP1の方針である「医療機関、社会福祉施設、一

般企業等のマネジメント（経営、運営管理）に関心のある人」を大学入学共通テストとい

う択一式試験の評価方法では評価できず、本学科の入学者受け入れ方針が反映できない結

論になった。そのため AP1を含めたアドミッション・ポリシーの表記を改め、大学共通テ

ストでもアドミッション・ポリシーが反映できるように改めた。 

 

新 旧 

 
 

 

 

 

18 【入学者選抜】 

18 一般選抜において、「公民(政治・経済)」「数学」「化学」「生物」「物理」の選択

科目を設け、本学科で必要な基礎知識を測定する旨の説明があるが、科目の範囲が

多岐にわたるにもかかわらず、１科目のみの選択としている趣旨が不明確であるた

め、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。また、大学入学

共通テスト選抜と試験科目が異なる理由や、他の選抜形式ではそれらに類する能力

をどのような形で測定するかも具体的に説明すること。（是正事項）  
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〔対応〕 

①本学の一般選抜は 3科目入試を基本にこれまで実施されてきた。本学科においてもそ

れを踏襲することを基本とし、必須 2科目・選択 1科目の計 3科目入試としている。特

に選択科目は、5科目の多岐にわたる選択から、以下のとおり、3科目に改める。現代に

おける政治・経済・国際関係等について、多面的・多角的に考察できる基礎知識となる

「公民（政治･経済）」、統計調査に必要な基礎的数学知識となる「数学（数学Ⅰ・数学

A）」、生物の機能に関する生物学的基礎知識となる「理科（生物基礎）」の 3科目であ

る。 

②一般選抜および大学入学共通テストの試験科目は以下のとおりに改める。 

【一般選抜】 

必須科目：国語（国語総合の古文・漢文を除く）、 

英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、英語表現Ⅰ） 

選択科目：公民（政治･経済）、数学（数学Ⅰ・数学 A）、理科（生物基礎）から 1科目選  

択 

【大学入学共通テスト】 

必須科目：国語（国語総合の古文・漢文を除く）、 

英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、英語表現Ⅰ） 

選択科目：公民（政治･経済）、数学（数学Ⅰ・数学 A）、理科（生物基礎）から 1科目選

択 

 

③学校推薦型選抜は、思考力・判断力・表現力及び主体性・多様性・協働性の評価を重

視する選抜方法であり、高等学校もしくは中等教育学校により、本学の基本理念や教育

目的を理解し、高い入学意欲を有していると判断され、学業成績の全体評定平均値が

3.5 以上の条件を満たした学生を対象とした選抜である。また、文部科学省から示され

た「令和 3 年度大学入学者選抜実施要項について」に従い、推薦書、調査書、大学入学

志望理由書、個人面接に加え、知識・技能、思考力・判断力・表現力を適切に評価する

ために、小論文（図表またはグラフあり）を設け能力測定を実施している。 

 総合型選抜は、思考力・判断力・表現力及び主体性・多様性・協働性の評価を重視する

選抜方法であり、特に、本学の基本理念や教育目的を理解し、高い入学意欲、志望動

機、コミュニケーション能力、入学後の学修意欲などを評価する選抜である。また、文

部科学省から示された「令和3 年度大学入学者選抜実施要項について」に従い、総合型

選抜では、大学教育を受けるために必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力を適切

に評価するため調査書等の出願種類のみではなく、小論文（図表またはグラフあり）を

設け能力測定を実施している。" 

新 旧 

 
  

 

 

 

19 【入学者選抜】 

19 各選抜形式において、例えば、一般選抜における学科試験と個人面接の評価の

割合等、評価基準が不明確であるため、具体的に説明すること。（是正事項）  
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〔対応〕 

  学科試験は、国語（国語総合の古文・漢文を除く）、英語（コミュケーション英語Ⅰ・

コミュケーション英語Ⅱ・英語表現Ⅰ）の 2科目を必須、公民（政治・経済）、数学（数

学Ⅰ・数学 A）、理科（生物基礎）の 3科目から１科目選択、計 3科目の 300点満点で評

価をしている。個人面接は、本学独自の「面接評価基準表」に基づき、Ａ～Ｄ評価を行

っている。 

学科試験と個人面接の割合は、第一段階として、学科試験の合格基準を満たした者を

選出し、第二段階として、その中から面接評価Ａ～Ｃになっている者を選出、第三段階

として、面接評価Ｄになっている者は、調査書および大学入学希望理由書等の書類審査

を実施する。以上が、一般選抜における学科試験と個人面接の割合・評価基準である。" 

新 旧 

 
  

 

 

20 【入学者選抜】 

20 一般選抜において、社会福祉関係の学修に必要となる公民(政治・経済)につい

て、数学・理科の他教科の科目と合わせていずれか１科目の選択としている趣旨

が不明確なので、妥当性を説明すること。（改善事項） 

〔対応〕 

 公民・数学・理科の 3教科の中から、本学科が求める基礎学力として、「公民（政治･経

済）」は、現代における政治・経済・国際関係等について多面的・多角的に考察できる力を

求める科目、「数学（数学Ⅰ・数学 A）」は、統計調査に必要な基礎的数学知識の力を求め

る科目、「理科（生物基礎）」は、生物の機能に関する生物学的基礎知識の力を求める科目

として設定している。多くの受験生は、「公民（政治･経済）」を選択することが予測される

が、選択科目の選択肢を広げることで、「数学（数学Ⅰ・数学 A）」あるいは「理科（生物

基礎）」の「知識・技能」を持った受験生にも本学科の受験機会を設定したい。また、選択

科目を 3科目にすることで、文系理系それぞれに興味・関心の高い学生達が融合して学ぶ

環境が可能となる。 

新 旧 

 
  

 

 

21 【教員組織】 

24 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、

若手教員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。（改善事項）  

〔対応〕 

 開設時の専任教員の構成は30歳代 2人、40歳代 2人、50歳代 4人、60歳代 5人、70歳

代１人と 50歳代以上が 10名となっている。採用計画については現職の専任教員が定年退職

となる当該年度または前年度に新任教員を採用し、一定の教育期間を設けることで、新任教

員の育成および引継ぎを実施し教育研究の継続的な向上を図る。 

採用する教員は、現在の専任教員の年齢構成・専門分野等を考慮した上で、20 代～40 代
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の若手教員を中心とし、学科の教員組織の年齢構成がバランスの取れる形とする。 

 

令和 12年（2030）までの採用計画                     （人） 

 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年 R11年 R12年 

退職 0 0 0 0 3 1 0 1 1 

採用 0 0 0 0 4 0 1 1 0 

     開設         完成年度 

 

新 旧 

（追加） 

設置の趣旨 66ページ 

・・・公正な選抜で審査を行い昇任・採用する。 

 

開設時の専任教員の構成は30歳代2人、40歳代2人、50

歳代4人、60歳代5人、70歳代１人と50歳代以上が10名

となっている。採用計画については現職の専任教員が定年退

職となる当該年度または前年度に新任教員を採用し、一定の

教育期間を設けることで、新任教員の育成および引継ぎを実

施し教育研究の継続的な向上を図る。 

採用する教員は、現在の専任教員の年齢構成・専門分野等

を考慮した上で、20代～40代の若手教員を中心とし、学科

の教員組織の年齢構成がバランスの取れる形とする。 

令和12（2030）年までの採用計画       （人） 

 R4

年 

R5

年 

R6

年 

R7

年 

R8

年 

R9

年 

R10

年 

R11

年 

R12

年 

退

職 

0 0 0 0 3 1 0 1 1 

採

用 

0 0 0 0 4 0 1 1 0 

  開設     完成年度 

 

 

 設置の趣旨 64ページ 

 ・・・公正な選抜で審査を行い昇任・採用

する。 

 

 

 

22 【施設・設備等】 

22 提出されている各図書について、特に専門書については著作年度も重要であるた

め、明確にすること。また、本学部の扱う領域に応じた専門書について、充実するこ

とが望まれる。（改善事項） 

〔対応〕 

図書一覧に、著作年度を掲載した。専門書の充実については、毎年増量していくよう努

めていく。 
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新 旧 

設置の趣旨等の記載した書類添付資料 【資料46】

図書一覧 差し替え 

設置の趣旨等の記載した書類添付資料 【資料39】

図書一覧 
 

 

23 【その他】 

23 申請書類の記載について、以下の事項に例示されるような不適切な記載が散見さ

れるため、網羅的に見直し、適切に改めること。 

(１)教員名簿の中に、完成年度時に退職年齢を超える専任教員であることが適切

に示されていない者が含まれている。 

(２)官公庁やその審議会の報告書等を資料として提出しているにもかかわらず、

その引用部分が適切に記載されていない。(例：「設置の趣旨」P５ 「包括的な相談

支援システムの構築」) 

(３)趣旨の近い記載は見られるものの、引用文章と推察される記載が引用元の報

告書等の中に存在しない。(例：「設置の趣旨」P８「制度横断的な課題への対応や必

要な社会資源の開発」) 

(４)学科ごとに項目を分けていないため非常に把握しづらい。(例：「設置の趣

旨」P41 「(１)基礎教育科目」の記載内容。) 

(５)実習がどの学科におけるもののことか他の項目を見ないと確認できない。

(「設置の趣旨」P44 第７ 実習の具体的計画。) 

(６)誤字が散見される。(例：「設置の趣旨」P54 「本『学科』の卒業要件」) 

(７)文字が見切れている。(例：「設置の趣旨」資料 13 DP・CP等) 

(８)自明と思われ、記載意図が不明確な記載が散見される。(例：「設置の趣旨」

P42 「既に単位を修得した授業科目は重複して履修することができない。」) 

(９)学生確保の見通しの根拠として提出された高校生を対象としたアンケート調

査について、質問 7の一部選択肢を選んだ者が存在しない質問に移動するよう指示

がついている。 

（改善事項） 

〔対応〕 

 （１）指摘を受け、確認をしたところ、専任教員の 3林 美枝子、４石黒匡人に（高）

の記載が漏れており付した。また、兼担教員の 16笹岡眞弓、17鈴木幸雄、21島本和明、

22宮本 篤に（高）の記載が漏れており、（高）を付した。 

 

（２）指摘を受け、確認をしたところ、設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料２が

一部抜粋のみになっており、該当箇所が漏れていることを確認した。資料が途中で終了し

てしまっていたため、資料の該当箇所を掲載したものに差し替えた。 
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（３）資料が一部抜粋のみになっている指摘があり確認をしたところ、該当箇所の掲載が

漏れていることと、「制度横断的な課題への対応や必要な社会資源の開発」ということば

ではなく、「個人及びその世帯が抱える課題への支援を中心として、分野横断的・業種横

断的な関係者との関係形成や協働体制を構築し、それぞれの強みを発見して活用していく

ため、コーディネーションや連携、ファシリテーション、プレゼンテーション、ネゴシエ

ーション（交渉）、社会資源開発・社会開発などを行うとともに、地域の中で中核的な役

割を担える能力を習得できる内容とすべきである。」と記載されているため、設置の趣旨

の文言を改め、さらに資料も該当箇所を掲載した。しかしながら、補正申請において、設

置の趣旨に記載された該当箇所が修正によって記載がなくなった。 

 

（４）指摘を受け、学科ごとの整理に改めた。 

 

（５）指摘を受け、実習について、学科ごとの整理に改めた。 

 

（６）誤字の散見 

例にあがった P54「本学科の卒業要件」は「本学部の卒業要件」に修正。そのほかも改め

た。 

 

（７）文字が見切れている 

例にあがった資料 13上段の DP・CPの文言が切れていた。内容も含め、差し替えた。 

 

（８）自明のこと・不明確な記載については、例にあがった P42「既に単位を修得した授

業科目は重複して履修することができない。」は削除した。 

 

（９）ご指摘のとおり、アンケートフォームに不備があった。当審査意見と、審査意見25

を踏まえ、高校生向けのアンケートを再度実施した。詳細な対応については審査意見 25へ

の対応参照。 

 

新 旧 

（1）教員一覧 

専任教員のうち、以下の教員の年齢の下に（高）を

付した。 

3林 美枝子、4石黒匡人 

以下の兼担教員の年齢の下に（高）を付した。 

17笹岡眞弓、18鈴木幸雄、21島本和明、22宮本 

篤 

 

（２）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料

２「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービ

スの実現」の差し替えを行う。 

 

（３）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料6

「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求め

（１）教員一覧 

専任教員のうち、以下の教員の年齢の下に（高）が

漏れていた。 

3林 美枝子、4石黒匡人 

以下の兼担教員の年齢の下に（高）を付した。 

17笹岡眞弓、18鈴木幸雄、21島本和明、22宮本 

篤 

 

（２）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料

２「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービ

スの実現」の抜粋が適当ではなかった 

 

（３）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料6

「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求め
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られる役割等について」の差し替えを行うが、補正

申請において設置の趣旨を書き改めたことにより、

該当資料からの引用はなくなった。 

 

（４）設置の趣旨等の記載42ページ 

3卒業要件について、以下のように改めた。 

（１）介護福祉マネジメント学科 

①基礎教育科目 

・・・ 

②専門基礎教育科目 

・・・ 

③専門教育科目 

・・・ 

 

（２）ソーシャルワーク学科 

①基礎教育科目 

・・・ 

②専門基礎教育科目 

・・・ 

③専門教育科目 

・・・ 

 

（５）実習について以下のように改めた。 

 

設置の趣旨等46ページ 

第７ 実習の具体的計画 

１介護福祉マネジメント学科 

（１）介護福祉士 

 

２ソーシャルワーク学科 

（１）社会福祉士 

 

（２）精神保健福祉士 

 

 

（６）誤字について、適宜、修正を行った。 

 

（７）文字が見切れている箇所が見られる 

資料21介護福祉マネジメント学科カリキュラム・

ツリーを修正した。 

 

（８） 

 

られる役割等について」 

 

 

 

（４）設置の趣旨等の記載41ページ 

3卒業要件について 

（１）基礎教育科目 

・・・ 

（２）専門基礎教育科目 

・・・ 

（３）専門教育科目 

・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）実習についての記載の方法が学科ごとになっ

ていなかった 

設置の趣旨等46ページ 

 第７ 実習の具体的計画 

 １社会福祉士 

・・・ 

 ２精神保健福祉士 

・・・・ 

 ３介護福祉士 

 

 

 

（６）誤字の散見について 

 

 

（７）文字が見切れている箇所が見られる 

資料13医療福祉マネジメント学科カリキュラム・

ツリー上段のDP・CPの文言が切れている。 

 

（８）自明のこと・不明確な記載が散見 

設置の趣旨P42 
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（削除） 

 

 

（９）【-学生確保の見通し等 資料13】介護福祉マ

ネジメント学科設置計画に係る高校生アンケート結

果集計（資料番号12→13に変更のうえ、差し替え） 

 

 

「既に単位を修得した授業科目は重複して履修する

ことができない。」 

 

（９）【-学生確保の見通し等 資料12】医療福祉マ

ネジメント学科設置計画に係る高校生ニーズ調査報

告書（削除） 

 

 

 

 

24 【人材需要の社会的動向･学生確保の見通し】 

24 地域における受験者層の動向について、道内の 18歳人口は減少するものの、進

学率等は上昇するとの説明があるが、進学率の上昇を加味しても大学への進学者は減

少するとの予測値である。それに対して、札幌市内の 18歳人口が増加する旨等の説

明をもって学生確保の見通しについて説明しているが、客観的な根拠を用いて具体的

かつ明確に説明すること。（是正事項） 

 

〔対応〕 

審査意見を踏まえ、札幌における 18歳人口が本学の学生確保に関連する旨につき下

記の通り本学の過去４年間の高校所在地別志願者数、入学者数の推移の資料を添付し下記

のとおり説明を追加した。 

 

本学の受験者となり得る中長期的な 18歳人口の地域動向について、北海道内の 15～24

歳人口は約 46％減を見込んでいるが、本学の所在する札幌については約 30％減と、北海道

全体の減少率よりも低いことを確認した。 

また、17歳人口（高校３年生）と翌年の 18歳人口（大学１年生）の変化としては、北海

道全体では流出数が上回っているが、札幌市においては流入数が上回っていることを確認

した。 

 

過去4年間の本学おける高校所在地区別志願者数、入学者数推移をみると、志願者数

は、札幌市と石狩（石狩は札幌市が所在する地域で、一般的な通勤・通学圏内であ

る）を合わせた本学既存学部の４年平均の志願者数は632人（全志願者数964人）

で、全志願者数に占める割合は 65.6％である。また、入学者数は 193人（全入学者数

313人）で全入学者のうち 61.5％を占める状況である。 
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このことから、本学志願者や入学者の多くを安定して確保してきた札幌市およびそ

の近郊地域は、大学受験年齢層の減少幅が他地域に比べて低いこと、同時に、大学受

験年齢層の他地域から札幌市への流入率が高いことから、札幌周辺における本学の受

験者層は中長期的にも底堅いと考えている。  

新 旧 

-学生確保の見通し等- 3ページ 

２）北海道・札幌近郊における受験者層の推移 

「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究

所）によると、北海道の人口は平成22(2010)年から令

和27(2045)年までの35年間で約150万人減少（減少

率28％）し、4,004,973人になると見込まれている。

特に15～24歳までの年齢層は、522,715人から45.5％

（237,623人)の人口減少が見込まれ、285,092人へ減

少されると推計されている。 

しかしながら、本学が所在する札幌市の同 35 年間に

おける15～24歳までの人口は、205,642人から59,658

人減少の 145,984 人と見込まれるものの、減少率は

30％と北海道内の他地域に比して相当程度低い減少

率で推移するものと推計されている【資料3】。また、

文部科学省の 18 歳人口に関する予測によれば、平成

29(2017)年に 120 万人と見込まれる同年齢層の人口

が、令和22(2040)年には88万人まで減少するとみら

れる中にあって、大学進学率は、平成 29(2017)年の

52.6％から漸増傾向を辿り、令和 15(2033)年には

56.7％、令和 22(2040)年には 57.4％に上昇するもの

と予測されている。こうした 18 歳人口の推移は、北

海道にあっても同様の傾向を辿るものとされている

が、平成29(2017)年の47,624人から、令和22(2040)

年には 31,499 人と大きく減少する一方、大学進学率

は、平成29(2017)年の43.9％から、令和22(2040)年

には54.4％と10ポイント以上伸長するものと推計さ

れている【資料4】。 

17歳人口（高校３年生）と翌年の18歳人口（大学１

年生）の変化としては、北海道全体では流出数が上回

っているが【資料4】、札幌市においては流入数が上回

っている【資料5】。 

過去4年間の本学おける高校所在地区別志願者数、入

学者数推移【資料 6】をみると、志願者数は、札幌市

と石狩（石狩は札幌市が所在する地域で、一般的な通

勤・通学圏内である）を合わせた本学既存学部の4年

間の平均の志願者数は632人（全志願者数964人）で、

全志願者数に占める割合は65.6％である。また、同じ

-学生確保の見通し等- 3ページ 

２）北海道における受験者層の推移 

「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研

究所）によると、北海道の人口は平成22(2010)年か

ら令和27(2045)年までの35年間で約150万人減少

（減少率28％）し、4,004,973人になると見込まれ

ている。特に15～24歳までの年齢層は、522,715人

から45.5％（237,623人)の人口減少が見込まれ、

285,092人へ減少されると推計されている。 

しかしながら、本学が所在する札幌市の同35年間に

おける15～24歳までの人口は、205,642人から

59,658人減少の145,984人と見込まれるものの、減

少率は30％と北海道内の他地域に比して相当程度低

い減少率で推移するものと推計されている【資料

3】。また、文部科学省の18歳人口に関する予測によ

れば、平成29(2017)年に120万人と見込まれる同年

齢層の人口が、令和22(2040)年には88万人まで減少

するとみられる中にあって、大学進学率は、平成

29(2017)年の52.6％から漸増傾向を辿り、令和

15(2033)年には56.7％、令和22(2040)年には57.4％

に上昇するものと予測されている。こうした18歳人

口の推移は、北海道にあっても同様の傾向を辿るも

のとされているが、平成29(2017)年の47,624人か

ら、令和22(2040)年には31,499人と大きく減少する

一方、大学進学率は、平成29(2017)年の43.9％か

ら、令和22(2040)年には54.4％と10ポイント以上

伸長するものと推計されている【資料4】。将来の担

い手となる北海道の学生の動向は漸減傾向にあるも

のの、特に札幌市においては、その減少はより緩や

かであり、特に17歳人口と18歳人口を比較すると

増加している傾向にあることから、札幌市以外の学

生が市内に流入している状況が推測できる【資料

5】。 
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く入学者数は193人（全入学者数313人）で全入学者

のうち61.5％を占める状況である。このことより、本

学志願者や入学者の多くを安定して確保してきた札

幌市およびその近郊地域は、大学受験年齢層の減少幅

が他地域に比べて低いこと、同時に、大学受験年齢層

の他地域から札幌市への流入率が高いことから、札幌

周辺における本学の受験者層は中長期的にも底堅い

と考えている。 

 

【資料6】 過去4年間の本学における高校所在地区

別志願者数、入学者数推移 (追加) 

 

 

 

 

25 【人材需要の社会的動向･学生確保の見通し】 

25 学生確保の見通しの根拠として、高校生を対象に行ったアンケート調査を示

しているが、以下の事項のとおり根拠として成り立つとは言い難いので、具体的に

説明するか、別途客観的な根拠を用いて改めて説明すること。 

(１)４年制大学への進学希望者のうち一定数が「マネジメント系資格」に興味を持

っていることが示されているが、本学科の進学希望者に直接結びつくものではない

と考えられるほか、秘書検定等、本学科の養成する人材像と必ずしも関係ない資格

が含まれている。また、受験資格の制限のない検定も含めて「本学科で取得可能な

学科」と記載するなど、質問項目も不適切である。 

(２)本学科に関心を持った層と進学の意向がある層のクロス集計等を行うわけでも

なく、４年制大学への進学希望者全体にスクリーニング質問としての設定をするこ

となくそれぞれの質問を行っており、妥当な内容となっているか判断できない。

(３)進学希望者に対してその理由を問うアンケートの中で、「国試合格率」を理由に

選んだ者が最大数となっているが、本学科で取得できる資格を特に示しておらず、

進学の意向がある層として期待できるか疑義が残る。 

(４)中長期的な学生確保の見通しがあるか判断できる項目がない。 
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(５)審査意見 23(９)のとおり、存在しない質問に移動するよう指示がついているほ

か、回答者が存在しないはずの質問８に回答している者がいる。（是正事項）  

〔対応〕 

（1）(2)（3）（5）のご指摘をうけ、設問を見直した上で再度アンケート調査を実施、クロ

ス集計等の分析を行い下記の通り説明を追加した。 

   

アンケート調査結果を踏まえた学生確保の見通しの検討 

 総合福祉学部介護福祉マネジメント学科のアンケート調査結果について単純集計に加

え、「質問 2.高校卒業後の進路」、「質問 3.進学したい学問分野」、「質問 8. 本学科への進

学意向」についてクロス集計を実施し、本学科の需要を確認した。 

 

アンケートの実施方法については、緊急事態宣言下の北海道における安全なアンケート

実施方法を検討した結果、本学既存学科の大学イベント参加者や大学資料請求をしたこと

のある高校生もしくは既卒の方を対象として実施した。そのため、「質問 3.進学したい学

問分野」においては本学の既存学科(看護学科、リハビリテーション学科、診療放射線学

科、臨床検査学科)の属する「看護・医療関係（看護師、臨床検査技師、診療放射線技師な

ど）」の選択が多い結果となっているが、この項目については複数選択式であり、ほかの分

野への回答についてはアンケート調査結果の根拠として使用できるものと考えている。 

また、同時期に実施した総合福祉学部介護福祉マネジメント学科とソーシャルワーク学

科のアンケート対象者は重複しないよう配慮した。 

なお、学部学科名称はアンケート開始後に変更したため、下記日程で実施したアンケート

では３月申請時の仮称にてアンケートフォームを作成しており、集計結果の質問中の学部

学科名称は３月申請時の仮称のまま記載している。 

 

 

 アンケート概要は以下のとおり 

・期間：2021年 6月 1日～7日 

・対象：本学既存学科のイベント参加や資料請求を行った高校生（既卒生も含む） 

・方法：対象者への案内 DM送付のうえ、Webによる回答 

・アンケート調査依頼数：2,506人 

・アンケート回収数（率）：921人（36.8％） 

 

【アンケート調査結果】 

 総合福祉学部介護福祉マネジメント学科のアンケート調査結果について単純集計に加

え、「質問 2.高校卒業後の進路」、「質問 3.進学したい学問分野」、「質問 8. 本学科への進

学意向」についてクロス集計を実施し、本学科に対するニーズを確認した。 

  

①「質問 2.高校卒業後の進路」と「質問 3.進学したい学問分野」のクロス集計 

 大学進学希望者 761名（全回答者の 82.6％）である大学進学希望者につき、進学したい

学問分野とのクロス集計を行った。前述のとおり、本学既存学部の関連分野への関心が高

い点についてはアンケート依頼対象の関係から突出しているものの、他の分野について一

定の関心があることが確認できた。 

本学科に関連する「介護関係」分野は延べ 82人、「経営学・マネジメント関係」分野は
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延べ 70人が関心ありと回答し、両分野合計 152人から重複して回答した 15人を減じた

137人（全回答者の 14.9％）の高校生が本学科の分野に関心があることを確認できた。 

 

②「質問 2.高校卒業後の進路」を大学進学希望した回答者における「質問 3.進学したい学

問分野」と「質問 8. 本学科への進学意向」のクロス集計 

 大学進学希望者 761名（全回答者の 82.6％）を対象とし、進学したい学問分野と本学科

への進学意向についてクロス集計を行った。 

 本学科に関連する「介護関係」分野を選んだ回答者、「経営学・マネジメント関係」分野

を選んだ回答者、両分野を選んだ回答者の合計 78人（回答者全体の 8.5％、大学進学希望

者の 10.2％）が学科への進学可能性を示唆しており、限られたアンケート回答数において

多くの進学希望者を見込めることが確認できた。なお、「質問 8. 本学科への進学意向」の

回答については「1.進学を希望する」「2.併願校の合否により進学したい」「3.進学を検討

したい」を本学への進学希望がある回答者として取り扱っている。 

 

 上記のアンケート調査結果より、介護福祉マネジメント学科の学生確保について、アン

ケート調査対象ではない高校生等からの志願や進学意向も想定されることから、入学定員

40人を満たす学生は十分に確保できるものと考える。 

 

（4）ご指摘の通り、当アンケートでは中長期的な学生確保の見通しの判断は難しく、中長

期的な学生確保については「学生確保の見通しー2- の イ定員充足の根拠となる客観的

なデータの概要」のとおり考えている。 

 

新 旧 

-学生確保の見通し等- 5ページ 

a 総合福祉学部介護福祉マネジメント学科 

【アンケート調査の概要】 

・目的：新学科設置検討のため、高校生の進学希望

分野等のニーズ確認 

・期間：2021年6月1日～7日 

・対象：本学既存学科の資料請求やイベント参加を

行った高校生もしくは既卒の方 

・方法：対象者への案内DM送付のうえ、Webによる

回答 

・アンケート調査依頼数：2,506人 

・アンケート回収数（率）：921人（36.8％） 

 

【アンケート調査結果】 

総合福祉学部介護福祉マネジメント学科のアンケー

ト調査結果【資料13】について単純集計に加え、「質

問2.高校卒業後の進路」、「質問3.進学したい学問分

野」、「質問8. 本学科への進学意向」についてクロス

集計を実施し、本学科に対するニーズを確認した。 

  

-学生確保の見通し等- 5ページ 

a 医療福祉学部医療福祉マネジメント学科 

【アンケート調査の概要】 

・調査の目的 

新学科設置検討のため、アンケート調査を実施し設

置検討の資料とする 

・調査対象 

大学進学層が多いと想定される北海道内の高等学校

に在籍する2年生 

・調査方法 

調査票による定量調査(アンケート調査) 

・実施時期 

令和2(2020)年12月18日～令和3(2021)年1月22

日 

・回収状況 

本調査では、71校を対象に調査票を配布し、その結

果39校4,407人の調査票を回収(回収率54.9%) 

 

【アンケート調査結果】 
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①「質問2.高校卒業後の進路」と「質問3.進学し

たい学問分野」のクロス集計 

 大学進学希望者761名（全回答者の82.6％）で

ある大学進学希望者につき、進学したい学問分野と

のクロス集計を行った。前述のとおり、本学既存学

部の関連分野への関心が高い点についてはアンケー

ト依頼対象の関係から突出しているものの、他の分

野について一定の関心があることが確認できた。 

本学科に関連する「介護関係」分野は延べ82人、

「経営学・マネジメント関係」分野は延べ70人が

関心ありと回答し、両分野合計152人から重複して

回答した15人を減じた137人（全回答者の

14.9％）の高校生が本学科の分野に関心があること

を確認できた。 

 

②「質問2.高校卒業後の進路」を大学進学希望し

た回答者における「質問3.進学したい学問分野」

と「質問8. 本学科への進学意向」のクロス集計 

 大学進学希望者761名（全回答者の82.6％）を

対象とし、進学したい学問分野と本学科への進学意

向についてクロス集計を行った。 

 本学科に関連する「介護関係」分野を選んだ回答

者、「経営学・マネジメント関係」分野を選んだ回

答者、両分野を選んだ回答者の合計78人（回答者

全体の8.5％、大学進学希望者の10.2％）が学科へ

の進学可能性を示唆しており、限られたアンケート

回答数において多くの進学希望者を見込めることが

確認できた。なお、「質問8. 本学科への進学意

向」の回答については「1.進学を希望する」「2.併

願校の合否により進学したい」「3.進学を検討した

い」を本学への進学希望がある回答者として取り扱

っている。 

 

 上記のアンケート調査結果より、介護福祉マネジ

メント学科の学生確保について、アンケート調査対

象ではない高校生等からの志願や進学意向も想定さ

れることから、入学定員40人を満たす学生は十分に

確保できるものと考える。【資料15】 

 

【資料13】介護福祉マネジメント学科設置計画に係

る高校生アンケート結果集計 

（資料番号12→13に変更のうえ、差し替え） 

①マネジメント系資格への興味 

取得したい資格として「施設経営士」「医療経営士」

「医療事務作業補助者技能検定」「診療事務技能審査

検定」「秘書検定」「社会福祉主事」について尋ねた

ところ、進学希望者3,312人中1,405人（42.4％）

がマネジメント系資格に関心を示した。 

 

②医療福祉学部医療福祉マネジメント学科への興味 

医療福祉学部医療福祉マネジメント学科への関心に

ついて尋ねたところ、3,312人中「とても興味を持っ

た」は142人（4.2％）、「興味を持った」は568人

（17.1％）であり、合計すると710人（21.4％）が

医療福祉学部医療福祉マネジメント学科に関心を持

っている結果であった。 

 

③医療福祉学部医療福祉マネジメント学科への進学

意向 

日本医療大学が新たに設置する医療福祉学部医療福

祉マネジメント学科に進学したいか尋ねたところ、

3,312人中「進学を希望する」は84人（2.5％）、「併

願校の合否により進学したい」は37人（1.1％）、

「進学を検討してみたい」は141人（4.2％）であ

り、「進学を希望する」で入学定員（40人）の2.1

倍、「進学を検討してみたい」まで含めると6.5倍で

あった。合計すると262人（7.9％）が医療福祉学部

医療福祉マネジメント学科に進学の意向を持つ結果

であった。 

 

④医療福祉学部医療福祉マネジメント学科への進学

希望理由 

進学希望生徒に医療福祉学部医療福祉マネジメント

学科の魅力について確認したところ、「国試合格率」

が86人、「グループ介護施設多数」が57人、「チー

ム医療・チームケア」が52人、「医療福祉の総合大

学」が49人などであり、本学全体の認知度の向上や

既存学科の状況等から進学を希望していることが伺

える。 

        

これらのアンケート結果を踏まえれば、調査対象以

外の高校からも進学が想定されることから、医療福

祉学部医療福祉マネジメント学科の入学定員40人を

満たす学生は十分に確保できるものと考える【資料

14】。 
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【資料15】本学への志願者推計 

資料番号14→15に変更のうえ、差し替え 

 

 

 

【資料12】（削除） 

 

【資料14】（差し替え） 

 

 
 

 

 

26 【人材需要の社会的動向･学生確保の見通し】 

26 人材需要の社会的動向の根拠として、病院・社会福祉施設等を対象に行った

アンケート調査を示しているが、以下の事項のとおり、根拠として成り立つとは言

い難(がた)いので、具体的に説明するか、別途客観的な根拠を用いて改めて説明す

ること。 

(１)事務職の過不足の状況について質問した結果、一定数不足している旨の回答が

あったとの説明がなされているが、割合としてはかなり低いことに加え、本学科の

養成する人材像は単なる事務職ではないので、根拠とは言い難(がた)い。 

(２)採用意向について、単に採用予定があるかのみ確認しており、どの程度の期間

で何名程度の採用を見込めるのか不明確である。（是正事項） 

〔対応〕 

審査意見を踏まえ再度事業所に対しアンケートを実施し、以下の通り説明、資料を追加

した。 

 

まず、医療・介護における将来の需給動向につき、日本医師会が提供する webサイトであ

る地域情報システム（JMAP）より各二次医療圏による差異はあるものの、北海道全体では

医療需要は 2025年頃、介護需要は 2030年頃まで、札幌二次医療圏では医療需要は 2035年

（2015年比+20％）、介護需要は 2045年（2015年比+70％）まで需要の拡大が見込まれるこ
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とを確認し、今後も継続的に医療・福祉に従事する人材需要が見込める状況であると分析

した。 

  

医療・介護における将来の需給動向の拡大を確認したうえで、下記のとおりアンケート

を実施し、事業所の本学卒業生の採用状況等をあらためて確認した。 

 

（注）学部学科名称はアンケート開始後に変更したため、下記日程で実施したアンケート

では３月申請時の仮称にてアンケートフォームを作成しており、集計結果の質問中の学部

学科名称は３月申請時の仮称のまま記載している。 

 

【アンケート調査の概要】 

・調査の目的 

新学科設置検討のため、アンケート調査を実施し設置検討の資料とする 

・調査対象 

新学科の専攻分野の卒業生の就職先として考えられる北海道内に所在する社会福祉施設・

病院等を主とする事業所 

・調査方法 

調査票による定量調査(アンケート調査) 

・実施時期 

2021年 6月 10日～6月 16日 

・回収状況 

396事業所を対象に調査票を配布、その結果 117件の回答を得た(回収率 29.5%) 

 

【アンケート調査結果】 

①養成する人材の事業所における過年度の採用状況と今後の採用の必要性 

各事業所の過去 3年平均の採用人数は、介護福祉士は 147人/年、経営ができる人材は

5.3人/年の採用で推移している。 

また、各事業所の今後採用したい人材としての必要性は両人材とも 8割を超える事業所が

「とても必要」もしくは「必要」であると回答しており、採用ニーズの高さがうかがえ

る。 

②卒業生に対する採用希望 

本学科が養成する介護と経営に関する知識を有する人材について、88.0％の事業所が

「とても魅力を感じる」「魅力を感じる」との回答があり、75％の事業所が「採用したい」

「採用を検討したい」と採用意向を示している。 

また、採用を考える人数の合計は 151人と、1事業所当たり約 1.4名の採用を希望してお

り、5年以内の採用計画も一定の数が見込まれる。 

    

アンケートで回答が得られた事業所だけではなく、調査対象外の事業所による採用も想

定できることから、介護福祉マネジメント学科の入学定員40人の就職先は十分に確保でき

るものと考える。 

 

新 旧 

-学生確保の見通し等- 12ページ -学生確保の見通し等- 12ページ 
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１）急激な高齢化の進行と急がれる介護従事者の

養成 

①65歳以上人口の増加に伴う介護需要の急増 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将

来推計人口」によれば、平成22(2010)年にお

ける全人口：128,057千人は、令和27(2045)

年には 106,421 千人と、30 年間で 17％減少

するとされる一方、65歳以上人口は、29,245

千人から 39,192千人へと 34％上昇すると推

計されている。同様に北海道にあっては、平

成22(2010)年における全人口：5,506千人が

令和27(2045)年には4,004千人に、その内65

歳以上人口は、1,358千人から 1,713千人と

26%上昇すると試算されている【資料3】。 

こうした中で、医療・介護における将来の需

給動向について、日本医師会が提供する web

サイトである地域情報システム（JAMP）【資料

19】により各二次医療圏による差異はあるも

のの、北海道全体では医療需要は2025年頃、

介護需要は 2030 年頃まで、札幌二次医療圏

では医療需要は2035年、介護需要は2045年

まで需要の拡大が見込まれる。 

また、第8期北海道高齢者保健福祉計画・

介護保険事業支援計画を見ると、高齢化の

進行に伴い介護需要が上昇の一途をたどっ

ており、介護職員の有効求人倍率は、平成

27(2015)年度の1.92倍から4年後の令和元

(2019)年度には3.20倍まで上昇している

【資料20】 

 

②介護サービスの需給見込み 

しかしその一方で、介護職員の離職率も高く、

全国の平成28(2016)年度における全職業従事

者の離職率が 15.0%であるのに対し、介護職

員は 20.0%、令和元(2019)年度には全職業が

15.6%であるのに対し、介護職員は15.8%と離

職率は平均を上回る水準で推移している【資

料 21】。高齢化の急速な進行を避けられない

我が国にあっては、時代が要請する介護の専

門知識を基盤に、高度の専門性を有する介護

人材を安定的に養成・供給できる体制づくり

を推進していかなければならない。 

厚生労働省が試算した都道府県別の「第 7期

１）急激な高齢化の進行と急がれる介護従事者の

養成 

①65歳以上人口の増加に伴う介護需要の急増 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来

推計人口」によれば、平成22(2010)年における

全人口：128,057千人は、令和27(2045)年には

106,421 千人と、30 年間で 17％減少するとさ

れる一方、65歳以上人口は、29,245千人から

39,192千人へと 34％上昇すると推計されてい

る。同様に北海道にあっては、平成22(2010)年

における全人口：5,506千人が令和27(2045)年

には4,004千人に、その内65歳以上人口は、

1,358千人から1,713千人と26%上昇すると試

算されている【資料3】。 

 

 

 

 

 

 

 

また、第8期北海道高齢者保健福祉計画・介護

保険事業支援計画を見ると、高齢化の進行に伴

い介護需要が上昇の一途をたどっており、介護

職員の有効求人倍率は、平成 27(2015)年度の

1.92 倍から 4 年後の令和元(2019)年度には

3.20倍まで上昇している【資料19】 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護サービスの需給見込み 

しかしその一方で、介護職員の離職率も高く、

全国の平成 28(2016)年度における全職業従事

者の離職率が15.0%であるのに対し、介護職員

は 20.0%、令和元(2019)年度には全職業が

15.6%であるのに対し、介護職員は 15.8%と離

職率は平均を上回る水準で推移している【資料

19】。高齢化の急速な進行を避けられない我が
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介護保険事業計画に基づく介護人材の必要

数」によると、北海道における介護職員数は、

平成28(2016)年度で89,583人、令和2(2020)

年度の供給見込み数が 96,772 人、令和

7(2025)年度には 96,935人と見込まれている

のに対し、令和 2(2020)年度の需要見込みが

104,007 人（供給見込み数／需要見込み数＝

0.93）、令和7(2025)年度では116,476人（供

給見込み数／需要見込み数＝0.83）と推計さ

れ、需給率がこの5年間で10％低下するなど、

時代の要請に反し、介護職員の供給不足数は

今後更に増大していくものと見込まれている

【資料22】。 

 

③介護現場の実情と要望 

また、本学が所在する札幌市が実施した介護

サービス提供事業者を対象とした調査による

と、およそ40%の事業所が「常勤職員、非常勤

職員とも、計画通り採用できていない」と回

答しており、介護事業所の運営に関する問題

点として、「人材育成が難しい」（49.9%）、「職

員が定着しにくい」（32.4%）と回答している

【資料23】。 

さらに、介護サービス事業者の職員にはどの

ような研修が必要かという質問では、「管理

者・リーダー層の養成に関する研修」

（54.3％）、「認知症に関する研修」（52.1%）、

「接遇研修」(49.4％)「介護保険制度に関す

る研修」（43.9%）、「メンタルヘルスに関する

研修」（38.7%）など、介護に関する専門的知識

の修得や現場において介護職員を科学的根拠

に基づいた指導ができる高度な介護人材の必

要性が提起されている【資料24】。 

そのため、求められる介護福祉士は、介護福

祉に関する知識を有するだけでなく、介護職

員に介護方法等を指導し、事業所の事業計画

の策定、業務改善の提案、組織の活性化、人

材育成など、施設経営の基盤を支え、経営の

安定などを担うといった複合的かつ高度な知

識や技能を有する人材求められている。 

 

国にあっては、時代が要請する介護の専門知識

を基盤に、介護サービスの品質向上心のある介

護の専門家を安定的に養成・供給できる体制づ

くりを推進していかなければならない。 

厚生労働省が試算した都道府県別の「第7期介

護保険事業計画に基づく介護人材の必要数」に

よると、北海道における介護職員数は、平成

28(2016)年度で 89,583 人、令和 2(2020)年度

の供給見込み数が 96,772 人、令和 7(2025)年

度には 96,935人と見込まれているのに対し、

令和 2(2020)年度の需要見込みが 104,007 人

（供給見込み数／需要見込み数＝0.93）、令和

7(2025)年度では 116,476人（供給見込み数／

需要見込み数＝0.83）と推計され、受給率がこ

の 5 年間で 10％低下するとし、時代の要請に

反し、介護職員の供給不足数は今後更に増大し

ていくものと見込まれている【資料20】。 

 

 

 

 

 

 

③介護現場の実情と要望 

また、本学が所在する札幌市が実施した介護サ

ービス提供事業者を対象とした調査によると、

およそ40%の事業所が「常勤職員、非常勤職員

とも、計画通り採用できていない」と回答して

おり、介護事業所の運営に関する問題点とし

て、「人材育成が難しい」（49.9%）、「職員が定

着しにくい」（32.4%）と回答している【資料

21】。 

さらに、介護サービス事業者の職員にはどのよ

うな研修が必要かという質問では、「管理者・

リーダー層の養成に関する研修」（54.3％）、「認

知症に関する研修」（52.1%）、「接遇研修」

(49.4％)「介護保険制度に関する研修」

（43.9%）、「メンタルヘルスに関する研修」

（38.7%）など、介護に関する専門的知識の修

得や現場において介護福祉士を牽引できる科

学的根拠に基づいた指導ができる介護人材の

必要性が提起されている【資料22】。 

 













令和４年度開設予定大学等 審査意見（第一次） 

 

(総合福祉学部 ソーシャルワーク学科) 

審査意見への対応を記載した書類(6月) 

目 次 医療福祉学部 医療福祉ソーシャルワーク学科 （3月申請時名称） 

 

【設置の趣旨・目的等】 

1 本学科が養成するソーシャルワーカーについて、「包括的及び重層的支援において保健、

医療、介護、福祉等の専門多職種による支援が想定されているが、そこでは医学モデル、

司法モデルとは異なる社会生活モデルに基づくソーシャルワーク機能が専門多職種連携の

コーディネート機能として求められている」とするなど、非常に広範なソーシャルワーク

機能を持った人材を想定しているように見受けられる一方で、養成する人材像においては

医療福祉に限定したソーシャルワーク機能を求めているようにも見受けられ、それらの整

合性が不明確である。また、その具体的な範囲も国家資格である社会福祉士・精神保健福

祉士の職務範囲とどの程度違い等があるのか明確ではない。これらの点を踏まえた上で、

本学科で養成する人材像について、その妥当性等を具体的かつ明確に説明するとともに、

必要に応じて適切に改めること。（是正事項）・・・P7 

 

2 ３つのポリシーについて、アドミッションポリシーとディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシーとの関係性自体についての説明がなく、不明確であるなど、３つのポリシー

全体の整合性が不明確であることに加え、審査意見１のとおり、養成する人材像にも疑義

があるため、それらの整合性・妥当性が判断できない。このため、これらの点を踏まえ、

養成する人材像及び３つのポリシー等の内容並びにそれらの関係性について改めて検討し

た上で、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P8 

 

3 学部の名称にも冠している「医療福祉」という用語について、一般的には社会福祉学を基

盤とした領域であるが、本学部においては「社会福祉実践に関わる医学知識を有し、社会

生活モデルに基づく医療と社会福祉の融合的・包括的支援を意味している」とする等、通

常定義される「医療福祉」と異なる説明がなされていることから、適切に改めること。そ

の際、現在の「医療福祉」の用語の説明は抽象的であり、その意味するところが必ずしも

明らかではないことから、具体的な説明となるよう留意すること。 

（是正事項）・・・P10 

 

4 「マネジメント」という用語について、例えば医療福祉学部全体の養成する人材像では

「マネジメント(経営、運営管理)」とする一方で、設置の背景として示している「誰もが

支えあう地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した福祉の提供ビジ

ョン－」から「要援護者やその世帯が抱える複合的な課題に対して、切れ目ない包括的な

支援が一貫して行われるよう、支援内容のマネジメントを行うこと」と引用する等、「マネ

ジメント」の定義が一定ではないように見受けられるため、本学部及び２つの学科に関す

る設置の趣旨及び必要性、養成する人材等を踏まえた上で、具体的に説明の上、適切に改

めること。 

 （是正事項）・・・P11 

 



5 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科の２つ の学科を設置する

構想だが、前者において介護福祉士の資格取得が可能であるなどケアワークに関する教育

課程が含まれている一方で、後者においても養成する人材像を「医療機関、社会福祉施設

等の包括的・重層的な支援システムのマネジメントを担うことができる人材」とするなど、

それぞれの学科を設置する趣旨・目的や養成する人材像の在り方に関し役割分担や整合性

が必ずしも明確ではないので、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P12 

 

6 教育課程とカリキュラム・ポリシーとの整合性が不明確であり、養成する人材像やディ

プロマ・ポリシーとの整合性・妥当性も判断できない。具体的に説明の上、必要に応じて

適切に改めること。なお、その際は、審査意見２も踏まえ、カリキュラム・ツリーについ

ても整合性のある形で適切に改めて作成すること。 

（是正事項）・・・P14 

 

7 養成する人材像等で言及のある「医学モデルも包含したＩＣＦ(国際生活機能分類)の視

点を踏まえた社会生活モデルに基づくアセスメント、支援方針、ケアプランを立案し、伴

走的支援ができる人材」の意味するところが全体的に不明確であるため、具体的に説明す

ること。 

（是正事項）・・・P17 

 

8 「農福連携」という用語について、本学部の設置の必要性において 「農福連携などのソ

ーシャルイノベーションを起こし医療と福祉の狭間をマネジメントしていく人材が求めら

れている」とあるが、教育課程においては実習先施設の一部に含まれているのみと見受け

られるなど、本学部の養成する人材像や３つのポリシー、教育課程等においてどのように

反映されているか明確ではないため、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P18 

 

【名称等】 

9 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科は、養成する人材像や教育

課程等が相当程度異なるものと見受けられるが、いずれも学位は「学士(医療福祉学)」と

されているため、その妥当性を明確に説明の上、必要に応じて適切に改めること。また、

学部・学科・学位の英語名称として用いられる「Social Care」について、ケアワーク又は

ソーシャルワークに関連する学修を中心とする学部・学科・学位の英語名称としては不適

切であるため、審査意見３の対応を踏まえた上で、適切な英語名称を検討すること。 

（是正事項）・・・P19 

 

【教育課程等】 

10 審査意見２及び６のとおり、３つのポリシーの整合性等が不明確であるほか、「医療福

祉マネジメント」に関する内容が教育課程にどのように反映されているかが不明確である

など、教育課程が体系的かつ適切に編成されているか判断できない。審査意見２及び６へ

の対応を踏まえた上で、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P20 

 

11 審査意見３及び４のとおり、設置の必要性の根幹に係る説明で定義が明らかでない文言



が含まれており、その妥当性が判断できず、また、教育課程にどのように反映されている

かも判断できない。このため、審査意見３及び４への対応を踏まえた上で、設置の趣旨及

び必要性、養成する人材像、３つのポリシー等と教育課程の整合性並びにその妥当性につ

いて具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P20 

 

12 本学科の設置の必要性に関する説明として、「その人のニーズに合う新しい福祉サービ

スやソーシャルビジネスを創出できるソーシャルワーク人材の養成が求められている」と

しているが、社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則ではそのような人材の養成が想定さ

れていないことから、教育課程においてどのように対応するか不明確であるので、具体的

に説明の上、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P22 

 

13 精神保健福祉士の資格取得に関して、「１年次の面談等によって指導し、希望者を募る」

旨の説明があるが、詳細が不明確なことに加え、教育課程上、社会福祉学領域に関する必

要な知識を学修した状態で指導・募集等が行われるか疑義があるため、具体的に説明の上、

必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P23 

 

14 指定規則で定める「ソーシャルワークの基盤と専門職」に関する科目が専門教育科目に

配置されている一方で、医療ソーシャルワークに関する科目が専門教育基礎科目に配置さ

れているなど 等、教育課程の体系性に疑義があることから、具体的に説明の上、必要に応

じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P24 

 

15 専門教育科目に位置付けられている科目について、いずれも「医療福祉の～」と銘打っ

ているが、社会福祉士や精神保健福祉士の資格取得に関する授業科目の科目区分を医療福

祉関係科目とする妥当性が不明確であるため、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改

めること。また、「医療福祉の実習」について、実習先に医療機関以外も含まれており、医

療福祉関係科目とする妥当性が不明確であることから、具体的に説明の上、必要に応じて

適切に改めること。  

（是正事項）・・・P24 

 

16 ソーシャルワーク実習について、実習施設機関が２回とも同一の施設機関で実施する場

合も想定される旨の説明であるが、２以上の実習施設機関で実施する必要があるので適切

に改めること。 

（是正事項）・・・P25 

 

17 教育課程について、必修科目が比較的少なく、選択科目が非常に多く設定されているこ

とから、適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づいて、実際に体

系的に履修できるか疑義がある。履修条件等も含め、教育課程の体系的な履修を担保する 

ためにどのように対応しているか、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改め

ること。 

（是正事項）・・・P26 



 

18 一部の科目において、アクティブ・ラーニング(ケーススタディ(CS) や問題解決型学習

(PBL))を導入する旨の記載があるが、その根拠としている資料が学習指導要領であり、高

等教育段階においてアクティブラーニングを導入する根拠としては適当ではないと考えら

れるため、その妥当性について具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めるこ

と。また、特にケーススタディについて、教育課程の中で具体的にどのように実施するの

か不明確であるため、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

（是正事項）・・・P28 

 

19 CAP制について、学年ごとに導入する旨の説明があるが、学期ごとでない趣旨が不明で

あるため、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。  

（改善事項）・・・P28 

 

【入学者選抜】 

20 大学全体と学部、学科それぞれのアドミッション・ポリシーの整合性・関係性が不明確

であるので、具体的に説明すること。また、３つのポリシーのうち、アドミッション・ポ

リシーについてのみ、大学全体のものが設けられている趣旨が不明確であるので、具体的

に説明すること。  

（是正事項）・・・P29 

 

21 本学科のアドミッション・ポリシーのうち AP２に関し、学生に求める学習成果として

「思考力・判断力・表現力」が該当する旨の説明がなされており、大学入学共通テスト利

用選抜においては大学入学共通テストを用いて「思考力・判断力・表現力」を測る旨の説

明がなされている。AP２に掲げる「自立困難な人や生活のしづらさを抱えている人の人生

を豊かにすることに貢献したい人」について、大学入学共通テストを用いてどのように評

価するか不明確であるので、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。  

（是正事項）・・・P30 

 

22 各選抜形式において、例えば、一般選抜における学科試験と個人面接の評価の割合等、

評価基準が不明確であるため、具体的に説明すること。 

（是正事項）・・・P30 

 

23 一般選抜において、社会福祉関係で必要となる公民等について、数学・理科の各科目と

同列でいずれか１科目の選択としている趣旨が不明確なので、妥当性を説明すること。 

（改善事項）・・・P31 

 

【教員組織】 

24 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、若手教

員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。 

（改善事項）・・・P31 

 

【施設・設備等】 

25 提出されている各図書について、特に専門書については著作年度も重要であるので、明

確にすること。また、本学科の扱う領域に応じた専門書については、充実することが望ま



れる。 

（改善事項）・・・P32 

 

【その他】 

26 申請書類の記載について、以下の事項に例示されるような不適切な記載が散見されるた

め、網羅的に見直し、適切に改めること。 

 

(１)教員名簿の中に、完成年度時に退職年齢を超える専任教員であることが適切に示されて

いない者が含まれている。 

 

(２)官公庁やその審議会の報告書等を資料として提出しているにもかかわらず、その引用部

分が適切に記載されていない。(例：「設置の趣旨」P５ 「包括的な相談支援システムの構

築」) 

 

(３)趣旨の近い記載は見られるものの、引用文章と推察される記載が引用元の報告書等の中

に存在しない。(例：「設置の趣旨」P８「制度横断的な課題への対応や必要な社会資源の開

発」) 

 

(４)学科ごとに項目を分けていないため非常に把握しづらい。(例：「設置の趣旨」P41 「(１)

基礎教育科目」の記載内容。) 

 

(５)実習がどの学科におけるもののことか他の項目を見ないと確認できない。(「設置の趣

旨」P44 第７ 実習の具体的計画。) 

 

(６)誤字が散見される。(例：「設置の趣旨」P54 「本『学科』の卒業要件」) 

 

(７)自明と思われ、記載意図が不明確な記載が散見される。(例：「設置の趣旨」P42「既に単

位を修得した授業科目は重複して履修することができない。」) 

 

（改善事項）・・・P32 

 

【人材需要の社会的動向・学生確保の見通し】 

27 地域における受験者層の動向について、道内の 18 歳人口は減少するものの、進学率等

は上昇するとの説明があるが、進学率の上昇を加味しても大学への進学者は減少するとの

予測値である。それに対して、札幌市内の 18歳人口が増加する旨等の説明をもって学生確

保の見通しについて説明しているが、中長期的な学生確保の見通しが立っているか不明確

であるため、客観的な根拠を用いて具体的かつ明確に説明すること。 

（是正事項）・・・P35 

 

28 学生確保の見通しの根拠として、高校生を対象に行ったアンケート調査を示している

が、以下の事項のとおり根拠として成り立つとは言いがたいので、具体的に説明するか、

別途客観的な根拠を用いて改めて説明すること。 

 

(１)４年制大学への進学希望者のうち一定数が「医療福祉の資格」に興味を持っていること



が示されているが、本学科の進学希望者に直接結びつくものではないと考えられるほか、

医療事務作業補助者技能検定等、本学科の養成する人材像と必ずしも関係ない資格が含ま

れている。また、受験資格の制限のない検定も含めて「本学科で取得可能な学科」と記載

するなど、質問項目も不適切である。 

 

(２)本学科に関心を持った層と進学の意向がある層のクロス集計等を行うわけでもなく、４

年制大学への進学希望者全体にスクリーニング質問としての設定をすることなくそれぞれ

の質問を行っており、妥当な内容となっているか判断できない。 

 

(３)進学希望者に対してその理由を問うアンケートの中で、「国試合格率」を理由に選んだ

者もあげているが、本学科で取得できる資格を明確に示しておらず、進学の意向がある層

として期待できるか疑義が残る。 

 

(４)中長期的な学生確保の見通しがあるか判断できる項目がない。 

（是正事項）・・・P37 

 

29 人材需要の社会的動向の根拠として、病院・社会福祉施設等を対 象に行ったアンケー

ト調査を示しているが、以下の事項のとおり、根拠として成り立つとは言い難(がた)いの

で、具体的に説明するか、別途客観的な根拠を用いて改めて説明すること。 

 

(１)社会福祉士等の過不足の状況について質問した結果、一定数不足している旨の回答があ

ったとの説明がなされているが、割合としてはかなり低いことに加え、本学科の養成する

人材像とは異なるため、根拠とは言い難(がた)い。 

 

(２)採用意向について、単に採用予定があるかのみ確認しており、どの程度の期間で何名程

度の採用を見込めるのか不明確である。 

（是正事項）・・・P41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



審査意見への対応を記載した書類(6月) 
 

1 【設置の趣旨・目的等】 

1 本学科が養成するソーシャルワーカーについて、「包括的及び重層的支援において

保健、医療、介護、福祉等の専門多職種による支援が想定されているが、そこでは医

学モデル、司法モデルとは異なる社会生活モデルに基づくソーシャルワーク機能が専

門多職種連携のコーディネート機能として求められている」とするなど、非常に広範

なソーシャルワーク機能を持った人材を想定しているように見受けられる一方で、養

成する人材像においては医療福祉に限定したソーシャルワーク機能を求めているよう

にも見受けられ、それらの整合性が不明確である。また、その具体的な範囲も国家資

格である社会福祉士・精神保健福祉士の職務範囲とどの程度違い等があるのか明確で

はない。これらの点を踏まえた上で、本学科で養成する人材像について、その妥当性

等を具体的かつ明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事

項）  

〔対応〕 

本学科はご指摘のように、養成する人材像の整合性について課題があり、医療福祉に限定

したソーシャルワーク機能を求める姿勢を抜本的に修正する。そのため、医療福祉ソーシャ

ルワーク学科を改め「ソーシャルワーク学科」を開設し、地域共生社会に広く貢献できる人

材を養成したい。 

地域共生社会では、属性分野ごとではなく、分野横断的に福祉サービスを必要としている。

課題を抱える本人はもとより、家族全体を考えて、地域での生活を可能ならしめるような支

援、すなわちな“包括的・重層的な支援”が必要である。そうした地域での生活を支えるた

めには、医療、介護、社会福祉、就労、教育、住宅保障等の諸サービスを総合的・包括的に

提供していく能力を持った人材が必要である。 

本学の「ソーシャルワーク学科」の養成する人材は、 

１．地域共生社会の構築に向けて、保健・医療・福祉・介護・就労・教育等に関わる専門

的知識を修得し、多職種連携のもとで、ソーシャルワークが実践できる人材 

２．利用者主体で、個人やその家族の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施

（個別支援）できる人材 

３．住民主体で、地域の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）

ができる人材 

４．個人や家族への支援である個別支援と地域への支援である地域支援を連続して支援で

きる人材 と改めた。 

また、本学の教育目標は、「1.人間に対する尊厳という価値のもとで、人々の「社会生活」

の視点から支援できる人材、2.地域共生社会の構築に向けて、個人が生活していく上での課

題を明らかにし、支援計画を立案して課題解決を図っていく能力を有した人材、3.地域共生

社会の構築に向けて、地域に存在する生活課題を明らかにし、支援計画を立案して解決して

いく能力を有した人材」である。 

ニーズを抱えて地域で自立生活を営む人々への支援のために、ソーシャルワークの国家資

格である社会福祉士、精神保健福祉士の養成のカリキュラムに加えて、特に「医療的ケア」

「認知症ケア」「終末期ケア」等の学修を積み上げ、QOLのみならず QODをも視野に入れた社

会的課題に応える能力を持った人材の養成に努め、地域共生社会構築に貢献したい。 



 

新 旧 

養成する人材像 

１．地域共生社会の構築に向けて、保健・医療・福祉・

介護・就労・教育等に関わる専門的知識を修得し、多

職種連携のもとで、ソーシャルワークが実践できる人

材 

２．利用者主体で、個人やその家族の生活課題をアセ

スメントし、支援計画を作成・実施（個別支援）でき

る人材 

３．住民主体で、地域の生活課題をアセスメントし、

支援計画を作成・実施（地域支援）ができる人材 

４．個人や家族への支援である個別支援と地域への支

援である地域支援を連続して支援できる人材 

 

 

 

【資料17】 総合福祉学部・介護福祉マネジメント

学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係

図（追加）   

 

 

養成する人材像 

１．地域共生社会構築に向けた『医療福祉』に関

わる専門的知識を修得し、主体的にソーシャルワ

ークが実践できる人材 

２．福祉サービスを必要としている人の意思を尊

重し、ICF（国際生活機能分類）の視点を踏まえ

た社会生活モデルに基づき、ナラティブ（人生の

物語）を支えるアセスメント、支援方針等を立案

し、伴走的支援ができる人材 

３．地域での自立生活を支援する問題解決プログ

ラムの作成、並びに医療機関、社会福祉施設等の

包括的・重層的な支援システムのマネジメントを

担うことができる人材 
 

 

 

2 【設置の趣旨・目的等】 

2 ３つのポリシーについて、アドミッション・ポリシーとディプロマ・ポリシー、カ

リキュラム・ポリシーとの関係性自体についての説明がなく、不明確であるなど、３

つのポリシー全体の整合性が不明確であることに加え、審査意見１のとおり、養成す

る人材像にも疑義があるため、それらの整合性・妥当性が判断できない。このため、

これらの点を踏まえ、養成する人材像及び３つのポリシー等の内容並びにそれらの

関係性について改めて検討した上で、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切

に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

審査意見３でも述べるが、『医療福祉』の文言を削除し、学部・学科名称の変更し、「アド

ミッション・ポリシーとディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーとの関係性自体に



ついての説明がなく、不明確であるなど、３つのポリシー全体の整合性が不明確である」と

の指摘について、その関係性を記載した図を添付した（設置の趣旨資料 17『日本医療大学 

総合福祉学部 ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係図 』参照）。さらに、指摘内

容『養成する人材像にも疑義があるため、それらの整合性・妥当性が判断できない。このた

め、これらの点を踏まえ、養成する人材像及び３つのポリシー等の内容並びにそれらの関係

性について改めて検討した上で、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めるこ

と』について養成する人材像と３つのポリシーとの関係性を以下の回答文にて説明し記載し

た。 

１．地域共生社会の構築に向けて、保健・医療・福祉・介護・就労・教育等に関わる専門的

知識を修得し、多職種連携のもとで、ソーシャルワークが実践できる人材 

ＡＰ１にある「保健医療・福祉に関わる専門的知識を学べる基礎学力を有」し、ＡＰ２の

「差別や偏見をなくし、地域共生社会の実現のために貢献したい」学生に対して、ＣＰ１の

基礎教育科目で、人権や多様な人間性を尊重し、主体的に関わる能力を育成するために基礎

となる知識と豊かな人格を涵養させ、ＤＰ１にある「人間を尊重する態度と高い倫理観を養

い、人間を統合的な存在として理解する」ことができる能力を修得させる。さらにＡＰ３に

ある「自立困難な人や生活のしづらさを抱えている人の人生を豊かにできる」学生に対し、

ＣＰ２の専門基礎教育科目に配置されている包括的な支援に必要な専門職かつチームの一

員として社会福祉及び運営管理の基礎に関する科目を履修させ、ＤＰ２の保健・医療・福祉・

介護・就労・教育等に関わる専門的知識や技術に関する能力を修得させる。 

以上により、当該（１）の人材を養成する。 

 

２．利用者主体で、個人やその家族の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（個

別支援）できる人材 

ＡＰ２の「差別や偏見をなくし、地域共生社会の実現のために貢献したい」と思い、ＡＰ

５の「本人や地域の課題解決について考える力がある」学生に対し、ＣＰ４のケーススタデ

ィ（ＣＳ）や問題解決型学習（ＰＢＬ）を通して、アクティブ・ラーニングによる問題解決

型プログラムに関する科目を履修させ、ＤＰ４の「利用者やその家族の生活課題をアセスメ

ントし、支援計画を作成・実施（個別支援）する能力」を修得させる。 

さらに、ＡＰ４にある「社会福祉施設や医療機関等の支援システムの運営管理に関心のある」

学生に対し、ＣＰ３の専門教育科目に配置されている福祉サービスを必要とする人の支援を

可能とするためのソーシャルワーク及び運営管理に関する科目を履修させ、利用者主体の生

活支援としてソーシャルワークの展開過程を実施できる能力を修得させる。 

以上により、当該（２）人材を養成する。 

 

３．住民主体で、地域の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）が

できる人材 

ＡＰ４の「社会福祉施設や医療機関等の支援システムの運営管理に関心のある」学生に対

し、ＣＰ３の専門教育科目に「福祉サービスを必要とする人の支援を可能とするため、ソー

シャルワーク及び運営管理に関する」科目を配置することで、ＤＰ５の「地域の生活課題を

アセスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）する能力」を修得させる。これにより、

当該（３）人材を養成する。 

 

４．個人や家族への支援である個別支援と地域への支援である地域支援を連続して支援で



きる人材 

ＡＰ５の「本人や地域の課題解決について考える力がある」学生に対し、ＣＰ４のケー

ススタディ（ＣＳ）や問題解決型学習（ＰＢＬ）を通したアクティブ・ラーニングによる

問題解決プログラムに関する科目を配置し、ＣＰ６の「個別支援から地域支援へ、地域支

援から個別支援への連続した支援ができる能力」を修得させ、当該（４）人材を養成す

る。 

 

また、ＣＰ５においては、学習成果の評価原則を記載しており、これについては他のＣ

Ｐにも通じるものとして関係図では示している。 
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【資料17】 総合福祉学部・介護福祉マネジメント

学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係

図（追加）   

 

  

 

 

3 【設置の趣旨・目的等】 

3 学部の名称にも冠している「医療福祉」という用語について、一般的には社会福

祉学を基盤とした領域であるが、本学部においては「社会福祉実践に関わる医学知

識を有し、社会生活モデルに基づく医療と社会福祉の融合的・包括的支援を意味し

ている」とする等、通常定義される「医療福祉」と異なる説明がなされていること

から、適切に改めること。その際、現在の「医療福祉」の用語の説明は抽象的であ

り、その意味するところが必ずしも明らかではないことから、具体的な説明となる

よう留意すること。（是正事項）  

〔対応〕 

 ご指摘の通り、本学科の考える「医療福祉」ついては、通常定義される「医療福祉」とは

異なる説明であった。終末期ケアや認知症ケア、あるいは医療的ケア児、精神疾患を抱える

人々等への地域における支援が急速に増大している事態に着目するあまり、医学・医療の知

識の獲得に焦点化した概念に独自の解釈を加え、医療福祉としていた。ご指摘を受け、本学

が本来目指していたものはむしろ社会福祉の対象の拡大に伴う、総合的、包括的な福祉の確

立であると思い至った。 

地域での自立生活支援には、本人への直接的ケアも重要であるが、その人の生きる意欲を

励まし、生きる希望を尊重し、それらの人々へのソーシャルサポートネットワークを構築す

ることが極めて重要である。現在の社会では、従来の子ども、障害者、高齢者といった対象



者別の切口のみでは解決が不可能な生活課題に直面している人々が多く存在している。それ

は、8050問題、ヤングケアラー、ダブルケアといった、世帯に複数の課題をもった人々や、

いわゆる「ごみ屋敷」に居住する人々や、100万人いるとされる引きこもりの人々といった

支援や制度の狭間にいる人々、また申請主義のもとで、自ら相談やサービスを利用すること

を求めないが支援を必要とする単身認知症の人々や自ら障害者サービスを求めない人々が

存在する。さらに地域での自立生活には、福祉機器や介護ロボットの活用までの支援を考え

ると、まさに福祉の力を総合的かつ包括的に機能させうる人材は、福祉を総合的にとらえる

視点が重要である。そのため、そうした課題に応える科目も設置している。 

さらに、総合福祉学部の趣旨を考え、ソーシャルワーク学科には新たな科目として「ソー

シャルワークの原理」を設置し、ソーシャルワークの原点から社会福祉学を学ぶ道筋を明示

した。 

以上の、対象者を横断的に捉える意味での「総合的」と、個人や家族の生活課題に対する

個別の支援に加えて、地域住民の生活課題に対する地域の支援を「総合的」に実施していく

人材を育成することを目的とする故に、「総合福祉学部」という名称で、福祉・介護専門職

の人材養成を行うことで、ご指摘の是正事項への修正内容としたい。 

 

新 旧 

医療福祉学部を総合福祉学部に改める。 

医療福祉ソーシャルワーク学科をソーシャルワーク

学科に改める。 

「医療福祉学部」 

「医療福祉ソーシャルワーク学科」 

 

 

4 【設置の趣旨・目的等】 

4 「マネジメント」という用語について、例えば医療福祉学部全体の養成する人材

像では「マネジメント(経営、運営管理)」とする一方で、設置の背景として示してい

る「誰もが支えあう地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した

福祉の提供ビジョン－」から「要援護者やその世帯が抱える複合的な課題に対して、

切れ目ない包括的な支援が一貫して行われるよう、支援内容のマネジメントを行うこ

と」と引用する等、「マネジメント」の定義が一定ではないように見受けられるた

め、本学部及び２つの学科に関する設置の趣旨及び必要性、養成する人材等を踏まえ

た上で、具体的に説明の上、適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

指摘にあるマネジメントの用語について、対人関連（ケアマネジメントなど）や、小集

団マネジメントの運営管理として用いられるマネジメントと、経営学を起点とした組織の

経営管理として本学部で関連する病院・福祉施設・事業所等での組織の運営管理にあたる

マネジメントの表記がご指摘の通り、混在しているので、前者をそのままの表記で後者を 

“組織の運営管理”や“組織の運営”等に適切に書き換えた。「本学部及び２つの学科につ

いての設置の趣旨及び必要性、養成する人材等を踏まえた上で、具体的に説明の上、」につ

いて介護福祉マネジメント学科では介護福祉士の育成と関係する介護福祉施設等で業務管

理者としての素養を学部教育の中で修得させるための経営学科目の教育という点を明確に

した。さらにソーシャルワーク学科でのマネジメントは対人関係に関するものや小集団マ

ネジメント、たとえば所属する組織や地域の運営管理を中心としたマネジメントとして当

該用語を活用している。 
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設置の趣旨39ページ 

イ.『管理運営の実践』 

マネジメント理論の修得科目として、「経営管理

論」、「人的資源管理論」を配置し、病院や医療関連施

設のマネジメントに関連する科目として、「医療管理

総論」、「医療安全・臨床倫理」を配置した。保健・医

療・福祉分野から地域を対象とした課題解決のための

科目として、「持続可能社会と地域医療福祉経営」、「地

域連携実践」、「ソーシャルビジネス」を配置し、地域

社会と事業の創造について学び、公共性の高い事業で

ある保健・医療・福祉による地域の活性化や社会貢献

への期待に応えられるよう、知識基盤を築くことがで

きる科目を配置した。ただし、これらの科目はソーシ

ャルワークをより発展させていく科目であり、選択は

学生の主体性に任せる。 

 

設置の趣旨39ページ 

イ.『医療福祉の経営』 

 マネジメント理論の修得科目として、「経営管理

論」、「人的資源管理論」を配置し、病院や医療関連施

設のマネジメントに関連する科目として、「医療管理

総論」、「医療安全・臨床倫理」を配置した。医療福祉

分野から地域を対象とした課題解決のための科目と

して、「持続可能社会と地域医療福祉経営」、「地域連携

実践」、「ソーシャルビジネス」を配置し、地域社会と

事業の創造について学び、公共性の高い事業である医

療福祉による地域の活性化や社会貢献への期待に応

えられるよう、知識基盤を築くことができる科目を配

置した。 

卒業後活躍する進路に合わせて領域を設置する。主

に医療機関及び社会福祉施設の事業運営について理

解するための科目領域の『医療福祉経営』と、マネジ

メント理論や概念の理解への科目領域の『マネジメン

ト理論』、医療福祉活動を中心として地域開発に関す

る科目領域の『地域マネジメント』を設置した。 
 

 

5 【設置の趣旨・目的等】 

5 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科の２つ の学科を設

置する構想だが、前者において介護福祉士の資格取得が可能であるなどケアワーク

に関する教育課程が含まれている一方で、後者においても養成する人材像を「医療

機関、社会福祉施設等の包括的・重層的な支援システムのマネジメントを担うこと

ができる人材」とするなど、それぞれの学科を設置する趣旨・目的や養成する人材

像の在り方に関し役割分担や整合性が必ずしも明確ではないので、具体的に説明の

上、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

  学部及び学科の名称を『総合福祉学部』に変更し、育成する人材である介護福祉士の

資格取得に合わせ、学科名称を『介護福祉マネジメント学科』と、社会福祉士、精神保健

福祉士の養成を行うことから「ソーシャルワーク学科」に変更した。さらに、各学科の設

置する趣旨・目的及びこれに関わる背景と育成する人材像の内容について変更をして整合

させた。 
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設置の趣旨5ページ 

２「総合福祉学部」設置の背景 

・・・ 

設置の趣旨5ページ  

２「医療福祉学部」設置の背景 



(p.7) 

なお、「総合福祉学部」には、「介護福祉マネジメン

ト学科」と「ソーシャルワーク学科」の２学科を開

設したい。両学科を設置する意図は、いずれの学科

の人材養成も、人々の「生活」を支援することに共

通性をもっている。ここでの人々の「生活」の支援

とは、生活者の立場に立ち、生活者とその環境との

関係で生じている社会生活上の課題の解決や緩和に

向けて支援することである。これは、WHOのICF（国

際生活機能分類）による利用者把握の視点とも共通

し、利用者を社会生活モデルで支援することを意図

している。同時に、「社会福祉士及び介護福祉士法」

に象徴されるように、ソーシャルワークとケアワー

クは、共通する人々の生活課題を対象にして、間接

的に支援機能を果たすのがソーシャルワークであ

り、直接的に支援機能を果たすのがケアワークであ

る。そのため、両学科は相互に補完しながら、教育

効果を高めていくことを目指していきたい。 

(p.11) 

（２）「介護福祉マネジメント学科」 

「介護福祉マネジメント学科」開設の理由は、生活

課題を有する人々や世帯に対して直接的な専門性の

高いケアを提供できる人材養成であり、アセスメント

から介護計画を作成・実施する介護過程を修得し、介

護福祉士の国家資格取得を目指すことが基本である。

ただ、それに留まらず、対象者の生きる意欲を高め、

人々の主体性や生きる希望を尊重し、それらの人々へ

のソーシャルサポートネットワークづくりを支援で

きる人材を養成していく。以上は、人々の生活課題を

解決していくという「ソーシャルワーク学科」と共通

性をもたせて人材養成を行っていく。そのため、介護

人材不足を背景にして福祉機器や介護ロボットを活

用した支援が求められているが、生活者の視点から、

そうした機器やロボットの活用が、利用者の課題にマ

ッチできるよう支援していく能力を養成していく。 

また、「介護福祉マネジメント学科」では、介護に関

わる職員および介護等の事業所やサービスをマネジ

メントしていく能力を獲得できる人材養成を行って

いくことを特徴とする。そのため、学科名称を「介護

福祉マネジメント学科」としている。 

(p.15) 

・・・ 



（３）「ソーシャルワーク学科」 

「ソーシャルワーク学科」を開設する理由は、日本

の社会福祉政策が入所施設での生活支援から地域で

の生活支援へと変貌し、さらに国が現在推進している

「地域共生社会」政策にみられる、属性・分野ごとで

はなく、分野横断的に福祉サービスを必要としている

本人はもとより、家族全体をアセスメントし、地域で

の生活を可能ならしめるように“包括的・重層的な支

援”が必要となり、そうした人材養成を基本にする。

様々な生活課題を有する個人や家族に対して、地域で

の生活を支えるためには、医療、介護、福祉、就労、

教育、住宅保障等の諸サービスを総合的・包括的に提

供していく能力が確保できる養成内容とする。さらに

は、支援においては、それぞれの地域の農林業や漁業

といった産業との連携も不可欠である。また、こうし

たフォーマルサービスに加えて、インフォーマルサポ

ートの提供も必要であり、そうした人々の質の高い生

活を形成する多様な社会資源との調整を可能にする

人材養成を実施していく。 

ここには、個人や家族に対する支援（個別支援）に

おいても、また地域自体や地域の機関・団体に対する

支援（地域支援）においても、アセスメントから支援

計画の作成・実施に至るソーシャルワーク機能が遂行

できるだけでなく、それを可視化させ、論理的に説明

できる能力を高める必要がある。同時に、個別支援で

あれ、地域支援であれ、多様なニーズに応えていく支

援には、多職種連携が不可欠であり、連携を促進する

能力が求められる。 
 

 

6 【設置の趣旨・目的等】 

6 教育課程とカリキュラム・ポリシーとの整合性が不明確であり、養成する人材像

やディプロマ・ポリシーとの整合性・妥当性も判断できない。具体的に説明の上、

必要に応じて適切に改めること。なお、その際は、審査意見２も踏まえ、カリキュ

ラム・ツリーについても整合性のある形で適切に改めて作成すること。（是正事項） 

〔対応〕 

指摘を受け、養成する人材像を以下の３つに改めて整理したうえで、養成する人材像と

ディプロマ・ポリシーの整合性を確認し、内容を改めた。教育課程は変更せず、審査意見

を踏まえ、カリキュラム・ポリシーを整合するように改めた。 

 

 養成する人材像 



１．地域共生社会の構築に向けて、保健・医療・福祉・介護・就労・教育等に関わる専門

的知識を修得し、多職種連携のもとで、ソーシャルワークが実践できる人材 

２．利用者主体で、個人やその家族の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施

（ 個別支援）できる人材 

３．住民主体で、地域の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）

ができる人材 

４．個人や家族への支援である個別支援と地域への支援である地域支援を連続して支援で

きる人材 

 

 ディプロマ・ポリシー 

１．人間を尊重する態度と高い倫理観を養い、人間を統合的な存在として理解する能力を身

につける 

２．保健・医療・福祉・介護・就労・教育等に関わる専門的知識や技術に関する能力を身に

つける 

３．利用者主体の生活支援として、ソーシャルワークの展開過程を実施できる能力を身につ

ける 

４．利用者やその家族の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（個別支援）す

る能力を身につける 

５．地域の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）する能力を身に

つける 

６．個別支援から地域支援へ、地域支援から個別支援への連続した支援ができる能力を身に

つける 

 

 カリキュラム・ポリシー 

１．人権や多様な人間性を尊重し、主体的に関わる能力を育成するために基礎となる知識

と豊かな人格を涵養することを重視した科目を基礎教育科目に配置する 

２. 包括的な支援に必要な専門職かつチームの一員として、社会福祉と経営の基礎に関す

る科目を専門基礎教育科目に配置する 

３. 福祉サービスを必要とする人の支援を可能とするため、ソーシャルワーク及び経営に

関する科目を専門教育科目に配置する 

４．ケーススタディ（CS）、問題解決型学習（PBL）を通して、アクティブ・ラーニングに

よる問題解決プログラムに関する科目を配置する 

５.学習成果の評価は、学力3要素「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性・多

様 性・協働性」を原則とし、5段階の評価で示す 

 

 それぞれの関連性について 

養成する人材像１は、DP１、DP２と関連する。 

養成する人材像２は、DP３、DP４と関連する。 

養成する人材像３は、DP５と関連する。 

養成する人材像４は、DP６と関連する。 

DP１は、CP１と関連する。 

DP２は、CP２と関連する。 

DP３は、CP３と関連する。 

DP４は、CP４と関連する。 



DP５は、CP３と関連する。 

DP６は、CP４と関連する。 

カリキュラム・ポリシー5は、カリキュラム・ポリシー1、2、3、4に波及するものとし

て示している。 

以上の審査意見を踏まえ整合性・妥当性が明確になるよう変更した構造図を作成して示

し、カリキュラム・ツリーに反映して改めた。 

 

新 旧 

設置の趣旨  20ページ 

①養成する人材像 

本学の基本理念に基づき、ソーシャルワーク学科

が養成する人材像は、以下のとおりである。 

 

設置の趣旨  21ページ 

③ ディプロマ・ポリシー  

本学の基本理念、「ソーシャルワーク学科の養成する

人材像」及び教育目標に基づき、ソーシャルワーク

学科における卒業時の到達目標である学位授与の方

針（ディプロマ・ポリシー：DP）は、以下のとおり

とする。 

 

 

設置の趣旨 36ページ 

（２）教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシ

ー：CP）と特色 

 

【資料17】 総合福祉学部・介護福祉マネジメント

設置の趣旨  20ページ 

① 養成する人材像  

本学の基本理念に基づき、医療福祉ソーシャルワー

ク学科が養成する人材像は、以下の通りである。 

 

設置の趣旨  21ページ 

③ディプロマ・ポリシー 

本学の基本理念、「医療福祉ソーシャルワーク学科の

養成する人材像」及び教育目標に基づき、医療福祉

マネジメント学科における卒業時の到達目標である

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー：DP）は、

以下のとおりとする。 

 

 

設置の趣旨  35ページ 

（２）教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシ

ー：CP）と特色  



学科・ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関

係図（追加）   

 

 

 

 

 

【資料21】 ソーシャルワーク学科 カリキュラ

ム・ツリー（資料番号15→21に変更のうえ、差し替

え） 

 

 

 

【資料15】 ソーシャルワーク学科カリキュラム・

ツリー （差し替え） 

 

 

 

7 【設置の趣旨・目的等】 

7 養成する人材像等で言及のある「医学モデルも包含したＩＣＦ(国際生活機能分

類)の視点を踏まえた社会生活モデルに基づくアセスメント、支援方針、ケアプラ

ンを立案し、伴走的支援ができる人材」の意味するところが全体的に不明確である

ため、具体的に説明すること。（是正事項） 

〔対応〕 

「医学モデルも包含した ICF（国際生活機能分類）の視点を踏まえた社会生活モデルに基

づくアセスメント、支援方針、ケアプランを立案し、伴走的支援ができる人材」について、

全体的に不明確であり具体的に説明するように、とのご指摘について以下のように修正した

い。 

「ICF（国際生活機能分類）の視点を踏まえた社会生活モデルに基づくアセスメント、支

援方針、ケアプランを立案できる人材」 



 ICF（国際生活機能分類）がICIDH(国際障害分類)の改訂版として採択された時以来、医学

にも福祉にも大きな思想的実際的な影響を与えていると理解している。ICIDHが医学モデル

と呼ばれたのに比して、ICFは社会生活モデルと呼ばれる。「社会生活モデル」は、「生活モ

デル」の中で、人が社会との関わりで生じるインターフェースの部分に相当し、これはICF

の考え方でもある。今日のように社会福祉の考え方が地域での自立生活支援を目指す時代に

おいては、ソーシャルワーカー、ケアワーカー共に ICFの視点を持ち、社会生活に着目した

「社会生活モデル」を基盤にしたアセスメントを修得することは必要だと考え、設置した科

目でも ICFの学修には力を入れることにしている。 

修正した点として、「医学モデルも包含した」は意味が分かりにくく削除した。加えてソ

ーシャルワークは元来伴走/寄り添い型の支援を重視しているが、ICF の視点と支援の持続

を合わせて表現することは、不明確であり「伴走的支援」という文言も削除した。 

 

新 旧 

削除 

削除 

医学モデルを包含した 

伴走的支援 
 

 

8 【設置の趣旨・目的等】 

8 「農福連携」という用語について、本学部の設置の必要性において 「農福連携

などのソーシャルイノベーションを起こし、医療と福祉の狭間をマネジメントして

いく人材が求められている」とあるが、教育課程においては実習先施設の一部に含

まれているのみと見受けられるなど、本学部の養成する人材像や３つのポリシー、

教育課程等においてどのように反映されているか明確ではないため、具体的に説明

の上、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

「農福連携」とは、障害者等が農業分野で活躍することを通じて、自信や生きがいを持

って社会参画を実現していく取組みのことである。農福連携に取り組むことで、福祉を必

要とする人の就労や生きがいとしての場を生み出すだけでなく、新たな社会への参画者と

協力した新しいビジネスを起こせる人材養成が求められている。しかし審査意見の通り、

本学部の養成する人材像や教育課程に、農福連携の人材養成が十分に反映されているとは

いえず、農福連携に関連する記述を削除することとした。 

 

新 旧 新 旧 

削除 設置の趣旨5ページ 

さらに、これまでの制度の枠に含まれない福祉サー

ビスを必要としている人を支援するために必要なソ

ーシャルビジネスや農福連携などのソーシャルイノ

ベーションを起こし、医療と福祉の狭間をマネジメ

ントしていく人材が求められている。 

 
  

 

 

9 【名称等】 



9 医療福祉マネジメント学科と医療福祉ソーシャルワーク学科は、養成する人材像

や教育課程等が相当程度異なるものと見受けられるが、いずれも学位は「学士

（医療福祉学）」とされているため、その妥当性を明確に説明の上、必要に応じて

適切に改めること。また、学部・学科・学位の英語名称として用いられる

「Social Care」について、ケアワーク又はソーシャルワークに関連する学修を中

心とする学部・学科・学位の英語名称としては不適切であるため、審査意見３の

対応を踏まえた上で、適切な英語名称を検討すること。（是正事項） 

〔対応〕 

審査意見をもとに、『医療福祉』の用語を比較し、以下に示す用語の方が教育の趣旨や体

制を反映していると判断し、学部名称、学科名称、学位名称、あわせてそれぞれの英語表

記を変更する。 

 学部の名称 総合福祉学部：Faculty of Arts in Social Work 

 学科名称 ソーシャルワーク学科：Department of  Social Work 

 学位名称：学士（社会福祉学）：Bachelor of Social Work 

 

新 旧 

１ 学部の名称 

「総合福祉学部：Faculty of Comprehensive  

Social Work 

介護と福祉の現場と一体になったキャンパスで、介

護福祉とソーシャルワークに関する専門知識と技術

を修得し、マネジメントとソーシャルワークができる

人材を育てることを目的とし、新たに設立する学部の

名称を「総合福祉学部」とする。 

 

 

 

 

 

 

２ 学科の名称及び学位の名称 

（２）「ソーシャルワーク学科：Department of  

Social Work」 

本学科は、地域共生社会を実現するために、これ

までの対象・領域別を超えた、個人や家族から地域

を支援の範疇に入れたソーシャルワークが実践でき

る人材を養成するために、ソーシャルワークに関す

る知識・技術の修得を学修の中心とする趣旨から、

名称を「ソーシャルワーク学科」とする。 

 

「学士（社会福祉学）：Bachelor of Social Work」 

１ 学部の名称 

「医療福祉学部：Faculty of Social Care」 

医療と福祉の現場と一体になったキャンパスで、医

療福祉とマネジメントに関する専門知識と技術を修

得し、マネジメントとソーシャルワークができる人材

を育てることを目的とし、新たに設立する学部の名称

を「医療福祉学部」とする。 

 

注記：「Social Care」とは、対人援助にかかわる用

語としてイギリスで使われており、その人の生活環

境、社会環境をも視野に入れて、対人援助をするとい

う考え方であり、ケアワークとソーシャルワークを統

合的にとらえている。 

 

２ 学科の名称及び学位の名称 

（２）「医療福祉ソーシャルワーク学科：Department 

of Social Work」 

本学科は、共生社会を実現するためにこれまでの

枠にとらわれない新たなソーシャルワークが実践で

きる人材を養成するために、関連する医療福祉等の

ソーシャルワークに関する知識・技術の修得を学修

の中心とする趣旨から、名称を「医療福祉ソーシャ

ルワーク学科」とする。 

 

「学士（医療福祉学）：Bachelor of Social Work」 



個人や家族から地域を支援の範疇に入れたソーシャ

ルワークを中心にした社会福祉学を学修し、知識技術

を身につけた人材へ授与するものとして、学位名称を

「学士(社会福祉学)」とする。 

医療と福祉に関する学修を通し、ソーシャルワーク

が実践できる能力を身に付けた人材へ授与するもの

として、学位名称を「学士（医療福祉学）」とする。 

 

 

10 【教育課程等】 

10 審査意見２及び６のとおり、３つのポリシーの整合性等が不明確であるほか、

「医療福祉マネジメント」に関する内容が教育課程にどのように反映されているの

かが不明確であるなど、教育課程が体系的かつ適切に編成されているか判断できな

い。審査意見２及び６への対応を踏まえた上で、具体的に説明するとともに、必要

に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

審査意見２に関する回答の通り、養成する人材像と３つのポリシーについての関係性を

整合性を踏まえたうえで修正した。合わせて審査意見６においても記載したように『医療

福祉』の広範な記載をやめ、特に介護福祉マネジメント学科では、介護福祉という概念に

より学科の教育視点を精鋭化し、上記整合性との関連を説明した。ソーシャルワーク学科

でのマネジメントは対人関係に関するものや小集団マネジメント、たとえば所属する組織

や地域の運営管理を中心としたマネジメントとして当該用語を活用したり、より現場に即

した表現として「運営管理」という用語を使うように修正した。 

 

新 旧 

（追加） 

設置の趣旨資料17 日本医療大学 総合福祉学部 

ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係図 

 

  

 

 

 

11 【教育課程等】 

11 審査意見３及び４のとおり、設置の必要性の根幹に係る説明で定義が明らかでな

い文言が含まれており、その妥当性が判断できず、また、教育課程にどのように

反映されているかも判断できない。このため、審査意見３及び４への対応を踏ま

えた上で、設置の趣旨及び必要性、養成する人材像、３つのポリシー等と教育課

程の整合性並びにその妥当性について具体的に説明するとともに、必要に応じて



適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

審査意見３の回答で示したように、学部及び両学科の名称に冠している『医療福祉』に

ついての変更と、それに関わる設置の趣旨等の記載を変更し、養成する人材像及び３つの

ポリシー等と教育課程を整合させた。さらに審査意見４では、マネジメントの用語につい

て、対人関連（ケアマネジメントなど）や、小集団マネジメントの運営管理として用いら

れるマネジメントと、経営学を起点とした組織の経営管理として本学部で関連する病院・

福祉施設・事業所等での組織の運営管理にあたるマネジメントの表記がご指摘の通り、混

在しているので、前者をそのままの表記で後者を “組織の運営管理”や“組織の運営”等

に適切に書き換えた。「本学部及び２つの学科についての設置の趣旨及び必要性、養成する

人材等を踏まえた上で、具体的に説明の上、」について介護福祉マネジメント学科では介護

福祉士の育成と関係する介護福祉施設等で業務管理者としての素養を学部教育の中で修得

させるための経営学科目の教育という点を明確にした。さらにソーシャルワーク学科での

マネジメントは対人関係に関するものや小集団マネジメント、たとえば所属する組織や地

域の運営管理を中心としたマネジメントとして当該用語を活用している。 

こうして組織運営、管理概念に関するものをマネジメントという表現を用いないで峻別

した。育成する人材像と３つのポリシーと教育課程の整合性と妥当性は審査意見２での回

答で示した参考資料『総合福祉学部 ソーシャルワーク学科 人材像・3つのポリシー関

係図』にてその関係性を示し、教育課程との関係を明らかにした。 

 

新 旧 

（追加） 

設置の趣旨資料17 日本医療大学 総合福祉学部 

ソーシャルワーク学科 人材像ポリシー等関係図 

 

  

 

 

 



12 【教育課程等】 

12 本学科の設置の必要性に関する説明として、「その人のニーズに合う新しい福祉

サービスやソーシャルビジネスを創出できるソーシャルワーク人材の養成が求めら

れている」としているが、社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則ではそのような

人材の養成が想定されていないことから、教育課程においてどのように対応するか

不明確であるので、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改めること。（是正事

項） 

〔対応〕 

社会福祉士の令和 3年度から導入された新たな養成課程においては、社会資源の開発が盛

り込まれている。地域における資源を開発し、地域を盛り上げていく役割をソーシャルワー

カーは必要とされている。そのため、「ソーシャルワーク学科」が養成する人材像は、①地

域共生社会構築に向けて、保健・医療・福祉・介護・就労・教育等に関わる専門的知識を修

得し、多職種連携のもとで、ソーシャルワークが実践できる人材、②利用者主体で、個人や

その家族の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（個別支援）できる人材、③

住民主体で、地域の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）ができ

る人材、④個人や家族への支援である個別支援と地域への支援である地域支援を連続して支

援できる人材、である。 

特に地域福祉に関わるものとして、③を強化する科目として、「地域医療連携」や「持続

可能社会と地域医療福祉経営」がある。「地域医療連携」では、地域でのネットワークづく

りについて習得させることを狙いにしている。「持続可能社会と地域医療福祉経営」では、

地域の問題解決能力を高め、地域支援を連続して行うことを目的としている。地域での組織

間ネットワークを作り、地域の能力を高めていくことで、地域支援の基本を学習することに

なる。 

また、④を強化する科目として「ソーシャルワークの原理」を開講し、個別支援と地域支

援の方法を学習させ、さらに両者の一体的支援について具体的に修得させることを目的にし

ている。これにより、②と③を合わせたソーシャルワークの一体的方法を習得することがで

きる。 

以上をもとに、社会福祉士・精神保健福祉士というソーシャルワーカー養成を基盤にして、

より高い専門性を有した人材を輩出していきたいと考えている。結果として、「ソーシャル

ワーク学科」の卒業生が働く職場・職域としては、すべてのライフサイクルの人々を対象と

した、地域を基盤におく、社会福祉、医療、就労、経済的支援に関わる機関や団体が相当す

る。他方、入所施設や病院においても、そこからの地域移行、社会復帰、退院を支援するこ

とに主眼をおきながら、入所者や患者を生活支援の視点から支援していくことで、大きな職

場・職域と位置付けることができる。その意味では、多様な機関・団体で活躍できる、極め

て汎用性の高いソーシャルワーカー養成を目指している。 

本学科の教育課程では、基礎教育科目において、「マーケティング入門」や「会計入門」

を盛り込み、専門基礎教育科目において、「福祉サービスの組織と経営」及び「介護施設経

営」、専門教育科目においてマネジメント理論の修得科目として、「経営管理論」、「人的資

源管理論」を、医療福祉分野から地域を対象とした課題解決のための科目として、「持続可

能社会と地域医療福祉経営」、「地域連携実践」、「ソーシャルビジネス」を配置し、体系的



に地域社会と事業の創造について学び、公共性の高い事業である医療福祉による地域の活

性化や社会貢献への期待に応えられるよう配慮している。 

ただし、福祉職が知っておくべきと考える事業所運営に関わる「福祉サービスの組織と

経営」「介護施設経営」だけが必修であり、そのほかは選択科目である。履修モデルにおい

ても、主に地域貢献につながる科目を盛り込んでおり、収益事業につながる「マーケティ

ング入門」などは学生の主体性に任せるものとしている。その旨の記載を、科目区分「医

療福祉の経営」をより管理運営に主体を置いた名称として「管理運営の実践」へと改め、

その中に含めるとする。 

 

新 旧 

（設置の趣旨39ページ） 

（変更） 

イ.『管理運営の実践』 

（追加） 

ただし、これらの科目はソーシャルワークをより発

展させていく科目であり、選択は学生の主体性に任

せる。 

（設置の趣旨38ページ） 

イ．『医療福祉の経営』 

 

 

13 【教育課程等】 

13 精神保健福祉士の資格取得に関して、「１年次の面談等によって指導し、希望者

を募る」旨の説明があるが、詳細が不明確なことに加え、教育課程上、社会福祉学

領域に関する必要な知識を学修した状態で指導・募集等が行われるか疑義があるた

め、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

 ソーシャルワーク学科は、社会福祉士取得を目指すことが基本であるが、さらに精神保健

福祉士取得を目指すことができる。入学時に全学生にオリエンテーションを実施し、社会福

祉士のほかに精神保健福祉士取得を目指すことが可能であること及び選考方法等について

精神保健福祉士養成課程履修者選考要領（以下選考要領、設置の趣旨資料 25）の説明を行

う。実際の精神保健福祉士取得を目指すことの選考については、1年次後期の面談等によっ

て指導し、希望者を募る。希望人数が 20 名を超えた場合の選考方法は、選考要領に基づき

実施する。 

 オリエンテーションの他に、１年次開講科目である「社会福祉の原理と政策Ⅰ・Ⅱ」、「障

害者福祉」、「ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅰ」といった講義科目に加え、「ソーシャ

ルワークの原理」を新たな科目として追加し、精神保健福祉士必修科目である「現代精神保

健の課題と支援Ⅰ」、さらには「基礎演習」での社会福祉施設、医療機関等での体験や演習

を通じて、精神保健福祉士分野への関心を促す。そのうえで、選考の実施方法とスケジュー

ルについて、12月に公示（選考要領を同時配布）する。スケジュールは、公示、出願書類配

布、出願書類受付、選考試験、履修者発表の順で実施する。出願書類は、志願理由書が主書

類となる。選考試験は、小論文と面接試験を行い、適切な選考基準、評価方法をもとに選考

する。 

 



新 旧 

専門基礎教育科目 

「ソーシャルワークの原理」 

（追加） 

 

 

14 【教育課程等】 

14 指定規則で定める「ソーシャルワークの基盤と専門職」に関する科目が専門教

育科目に配置されている一方で、医療ソーシャルワークに関する科目が専門教育基

礎科目に配置されているなど 等、教育課程の体系性に疑義があることから、具体的

に説明の上、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

「医療ソーシャルワーク論」については、介護福祉マネジメント学科の学生にも受講でき

るよう専門基礎教育科目に配置をし、「ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅰ・Ⅱ」について

は、ソーシャルワーク学科のみの科目として位置付けたことにより、専門教育科目に区分し

た。しかしながら、指摘の通り「ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅰ」については講義内容

が基礎に当たる内容であるため、専門基礎教育科目の区分へ移す対応とする。 

 

新 旧 

（変更） 

専門基礎教育科目 

「ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅰ」 

 

専門教育科目 

「ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅰ」 
 

 

15 【教育課程等】 

15 専門教育科目に位置付けられている科目について、いずれも「医療福祉の～」

と銘打っているが、社会福祉士や精神保健福祉士の資格取得に関する授業科目の科

目区分を医療福祉関係科目とする妥当性が不明確であるため、具体的に説明の上、

必要に応じて適切に改めること。また、「医療福祉の実習」について、実習先に医療

機関以外も含まれており、医療福祉関係科目とする妥当性が不明確であることか

ら、具体的に説明の上、必要に応じて適切に改めること。 （是正事項） 

〔対応〕 

これまで、医療福祉ソーシャルワーク学科としての専門教育科目であることから「医療福

祉の～」と銘打った。実習については、ソーシャルワーク実習Ⅰでは、社会福祉士の資格取

得の実習ではあるが、医療機関はもちろんのこと、高齢者施設においても終末期ケアである

看取り支援を行っている施設を中心に実習施設として配置していることや、ソーシャルワー

ク実習Ⅱでは、２ヵ所の実習施設のうち 1か所は必ず精神科医療機関の実習となっているた

め、精神科病院、クリニックを配置している。以上の理由により、「医療福祉～」という表

記の区分であったが、指摘を受け再度検討をし、特に実習及び演習科目においては、区分表

現が適切でなかったといえるため、学科名称から「医療福祉」を削除することも含め、「医

療福祉の実践演習」については「ソーシャルワーク演習」、「医療福祉の実習」については「ソ

ーシャルワーク実習」に、「医療福祉の理論と方法」についても「ソーシャルワークの理論

と方法」に区分名称を改める対応とする。 



そのほかの専門基礎教育科目において、区分名称に付された「医療福祉～」という記載に

ついても改めた。 

新 旧 

（変更） 

専門教育科目 

「ソーシャルワークの理論と方法」 

「ソーシャルワーク演習」 

「ソーシャルワーク実習」 

専門基礎教育科目 

「社会福祉の基礎」 

「経営の基礎」 

 

専門教育科目 

「医療福祉の理論と方法」 

「医療福祉の実践演習」 

「医療福祉の実習」 

専門基礎教育科目 

「医療福祉の基礎」 

「医療福祉の経営の基礎」 
 

 

16 【教育課程等】 

16 ソーシャルワーク実習について、実習施設機関が２回とも同一の施設機関で実施

する場合も想定される旨の説明であるが、２以上の実習施設機関で実施する必要が

あるので適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

指摘の通り、実習施設機関が２回とも同一の施設機関で実施する場合も想定されるような

記載が見られた。当初、同一法人内における２ヵ所の事業所での実習イメージを記載したか

った部分であるが、以下のように改める。 

「ソーシャルワーク実習Ⅰ」は、夏休み期間と春休み期間の 2回の実習を行う。実習施設

機関については、異なる機関・事業所の 2カ所以上で行うこととし（資料 35ソーシャルワ

ーク実習Ⅰ巡回予定表参照）、１つの機関・事業所において 180時間以上の実習を必須とし、

支援計画の作成、実施、評価といったソーシャルワークの一連の過程を網羅的に実践するこ

ととする。 

 

新 旧 

 設置の趣旨等49ページ 

第７ 実習の具体的計画 

２ソーシャルワーク学科 

（１）社会福祉士 

⑧教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 

・・・夏休み期間と春休み期間の2回の実習を行

う。実習施設機関については、異なる機関・事業所

の2カ所以上で行うこととし（設置の趣旨資料35ソ

ーシャルワーク実習Ⅰ巡回予定表参照）、１つの機

関・事業所において180時間以上の実習を必須と

し、支援計画の作成、実施、評価といったソーシャ

ルワークの一連の過程を網羅的に実践することとす

る。ただし、両方とも・・・（以下、省略） 

 設置の趣旨等44ページ 

 第７実習の具体的計画 

 １社会福祉士 

（８）教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 

 

・・・夏休み期間と春休み期間の2回の実習を行

う。実習施設機関については、2回とも同一の施設機

関で実施する場合と、別の施設・機関とで実施する

場合がある。ただし、両方とも、・・・（以下、省

略） 

 

 



17 【教育課程等】 

17 教育課程について、必修科目が比較的少なく、選択科目が非常に多く設定され

ていることから、適切なディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づ

いて、実際に体系的に履修できるか疑義がある。履修条件等も含め、教育課程の体

系的な履修を担保するためにどのように対応しているか、具体的に説明するととも

に、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

 必修科目については、ソーシャルワーク学科では、33科目 61単位ある。社会福祉士養

成や精神保健福祉士養成に係る科目は選択必修として、履修モデルにて示し、基本的には

社会福祉士を目指し、さらに精神保健福祉士の受験資格も目指すことが可能であることを

オリエンテーションや個別指導を通じて学生への周知をしていく対応とする。 

 また、1年後期に「ソーシャルワークの原理」を必修科目として専門基礎教育科目に追

加し、ソーシャルワーク分野の先駆的な教員 2名を兼任講師として追加し、対応すること

とした。 

人材像及び３つのポリシーについては、指摘を受け、大幅な見直しを行ったため、関係図

を作成し、関係性を明らかにした。ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーは、

以下に示す。 

ディプロマ・ポリシー 

１．人間を尊重する態度と高い倫理観を養い、人間を統合的な存在として理解する能力を身

につける 

２．保健・医療・福祉・介護・就労・教育等に関わる専門的知識や技術に関する能力を身に

つける 

３．利用者主体の生活支援として、ソーシャルワークの展開過程を実施できる能力を身につ

ける 

４．利用者やその家族の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（個別支援）す

る能力を身につける 

５．地域の生活課題をアセスメントし、支援計画を作成・実施（地域支援）する能力を身に

つける 

６．個別支援から地域支援へ、地域支援から個別支援への連続した支援ができる能力を身に

つける 

 

カリキュラム・ポリシー 

１．人権や多様な人間性を尊重し、主体的に関わる能力を育成するために基礎となる知識

と豊かな人格を涵養することを重視した科目を基礎教育科目に配置する 

２. 包括的な支援に必要な専門職かつチームの一員として、社会福祉と経営の基礎に関す

る科目を専門基礎教育科目に配置する 

３. 福祉サービスを必要とする人の支援を可能とするため、ソーシャルワーク及び経営に

関する科目を専門教育科目に配置する 

４．ケーススタディ（CS）、問題解決型学習（PBL）を通して、アクティブ・ラーニングに

よる問題解決プログラムに関する科目を配置する 

５.学習成果の評価は、学力3要素「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性・多

様性・協働性」を原則とし、5段階の評価で示す 

 



新 旧 

ディプロマ・ポリシー 

１．人間を尊重する態度と高い倫理観を養い、人間を

統合的な存在として理解する能力を身につける 

２．保健・医療・福祉・介護・就労・教育等に関わる

専門的知識や技術に関する能力を身につける 

３．利用者主体の生活支援として、ソーシャルワーク

の展開過程を実施できる能力を身につける 

４．利用者やその家族の生活課題をアセスメントし、

支援計画を作成・実施（個別支援）する能力を身につ

ける 

５．地域の生活課題をアセスメントし、支援計画を作

成・実施（地域支援）する能力を身につける 

６．個別支援から地域支援へ、地域支援から個別支援

への連続した支援ができる能力を身につける 

 

 

カリキュラム・ポリシー 

１．人権や多様な人間性を尊重し、主体的に関わる

能力を育成するために基礎となる知識と豊かな人格

を涵養することを重視した科目を基礎教育科目に配

置する 

２. 包括的な支援に必要な専門職かつチームの一員

として、社会福祉と経営の基礎に関する科目を専門

基礎教育科目に配置する 

３. 福祉サービスを必要とする人の支援を可能とす

るため、ソーシャルワーク及び経営に関する科目を

専門教育科目に配置する 

４．ケーススタディ（CS）、問題解決型学習（PBL）

を通して、アクティブ・ラーニングによる問題解決

プログラムに関する科目を配置する 

５.学習成果の評価は、学力3要素「知識・技能」

「思考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働

性」を原則とし、5段階の評価で示す 

 

 

ディプロマ・ポリシー 

１．人権や多様な人間性を尊重し、社会人としての基

礎的な能力を身につけ、地域共生社会の実現に貢献で

きる能力 

２．ICF（国際生活機能分類）の視点を踏まえた社会生

活モデルに基づくアセスメント、支援方針等を立案

し、伴走的支援ができる能力 

３．柔軟性と協調性を身につけ、包括的・重層的支援

に必要な専門多職種と連携・協働ができ、かつそのマ

ネジメントを担うことができる能力 

４．科学的思考をもって主体的に学修し、各人の将来

目標に応じてソーシャルワークの専門性を発揮でき

る能力 

５．『医療福祉』に関わる専門的知識を修得し、『医療

福祉』のニーズに合わせて問題解決するプログラムを

作成することができる能力 

 

 

 

 

カリキュラム・ポリシー 

１．人権や多様な人間性を尊重し、主体的に関わる能

力を育成するために、基礎となる知識と豊かな人格を

涵養することを重視した科目を基礎教育科目に配置

する 

２．包括的・重層的支援に必要な専門職の一員として、

ICF（国際生活機能分類）の視点を踏まえた医療福祉の

基礎に関する科目を専門基礎教育科目に配置する 

３．『医療福祉』に関わる組織の経営及び運営管理の医

療福祉の経営の基礎に関する科目を専門基礎教育科

目に配置する 

４.福祉サービスを必要とする人のナラティブ（人生

の物語）を支え、伴走的支援を可能とするため、ソー

シャルワークに関する専門科目及び医療福祉の経営

の科目を専門教育科目に配置する 

５.ケーススタディ（CS）や問題解決型学習（PBL）を

通して、アクティブ・ラーニングによる『医療福祉』

に関するマネジメント能力を育てる科目を配置する 

６.学習成果の評価は、学力3要素「知識・技能」「思

考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」を

原則とし、5段階の評価で示す 

 

 
 

 



18 【教育課程等】 

18 一部の科目において、アクティブ・ラーニング(ケーススタディ(CS) や問題解決

型学習(PBL))を導入する旨の記載があるが、その根拠としている資料が学習指導要

領であり、高等教育段階においてアクティブ・ラーニングを導入する根拠としては

適当ではないと考えられるため、その妥当性について具体的に説明するとともに、

必要に応じて適切に改めること。また、特にケーススタディについて、教育課程の

中で具体的にどのように実施するのか不明確であるため、具体的に説明するととも

に、必要に応じて適切に改めること。（是正事項）  

〔対応〕 

学習指導要領を根拠とすることは適当ではなかったため、大学教育におけるアクティ

ブ・ラーニングを推進する答申である「新たな未来を気づくための大学教育の質的転換に

向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」（設置の趣旨資料

22）を根拠とすることで高等教育段階でのアクティブ・ラーニングを導入する根拠とし

た。 

教育課程の中でケーススタディは 1年次の「基礎演習」から取り入れ、ケーススタディ

の基礎を学び、2年次以降の「ソーシャルワーク演習」や「ソーシャルワーク実習指導」、

さらに、3年次の「専門演習Ⅰ」や 4年次の「専門演習Ⅱ」においてもより深めていく。 

学習指導要領を根拠とすることは適当ではなかったため、大学教育におけるアクティ

ブ・ラーニングを推進する答申である「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向

けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」を根拠とすることに

より、高等教育段階でアクティブ・ラーニングを導入する根拠とした。 

 

新 旧 

設置の趣旨資料16（削除） 

 

（追加） 

設置の趣旨資料22「新たな未来を気づくための大学

教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に

考える力を育成する大学へ～（答申）」 

設置の趣旨資料16 「新しい学習指導要領等が目指す

姿」（アクティブ・ラーニングの推進） 

 

 

 

19 【教育課程等】 

19  CAP制について、学年ごとに導入する旨の説明があるが、学期ごとでない趣旨

が不明であるため、具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。

（改善事項）  

〔対応〕 

本学では、既存の保健医療学部において、すでに通年の学年ごとの CAP制を用いており、

申請の本学部においても、CAP制は通年で実施することとした。 

今回の指摘を受け、セメスター制も検討をしたが、実習科目や演習科目等の通年科目も多

いことや、本学他学科の状況も鑑み、学年ごとの CAP制のままとしたい。 

 



新 旧 

  
 

 

20 【入学者選抜】 

20 大学全体と学部、学科それぞれのアドミッション・ポリシーの整合性・関係性が

不明確であるので、具体的に説明すること。また、３つのポリシーのうち、アドミ

ッション・ポリシーについてのみ、大学全体のものが設けられている趣旨が不明確

であるので、具体的に説明すること。 （是正事項） 

〔対応〕 

日本医療大学のアドミッション・ポリシーは、大学開学の理念を共有できる人材を募集

するため設けたものである。そのため、大学のアドミッション・ポリシーとして記載した

ものの根幹は学部や学科のアドミッション・ポリシーに対して取り入れられている。しか

し、大学のアドミッション・ポリシーについては中央教育審議会大学分科会大学教育部会

「『卒業認定・学位授与の方針』（ディプロマ・ポリシー），『教育課程編成・実施の方針』

（カリキュラム・ポリシー）及び『入学者受入れの方針』（アドミッション・ポリシー）の

策定及び運用に関するガイドライン」【審査意見への対応を記載した書類（６月）（資料） 

資料 1】に沿って作成されたものではなく、アドミッション・ポリシーとして設置の趣旨

に記載することは適切ではないため、今回の記載から削除する。 

学部学科のアドミッション・ポリシーは、総合福祉学部が養成する人材像を設定し、大

学を構成する単位としての学部で、どのような入学者を求めるかという大枠を決めてい

る。そのうえで専門性の高い学問を学ぶ学科においては、学部が設定した大枠を踏まえた

人材像を想像し、多様な受験者を評価できるように 5つのAPを定めている。 

このアドミッション・ポリシーはディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを踏

まえるとともに、「学力の３要素」を念頭に置き、入学前にどのような多様な能力をどのよ

うにして身に付けてきた学生を求めているか，入学後にどのような能力をどのようにして

身に付けられる学生を求めているかなど、各ポリシーを踏まえたものとした。 

 

新 旧 

（削除） 設置の趣旨55ページ 

日本医療大学のアドミッション・ポリシー 

本学の教育理念に共鳴し、自らの成長を自己推進

していくことができる学生を求めています。養成

する人材が卒業後に札幌地域のみに貢献するので

はなく、北海道全体、ひいては日本国内、また広く

国際的な視野を持ちつつ活動していくことができ

る人材を求めます。さらに北海道という地域特性

に鑑み、医療の地域偏在をなくすため、各地域・へ

き地においても人々の健康な生活を支援すること

に貢献できるたくましい人材を募集します。 
 

 

 



21 【入学者選抜】 

21 本学科のアドミッション・ポリシーのうち AP２に関し、学生に求める学習成果と

して「思考力・判断力・表現力」が該当する旨の説明がなされており、大学入学

共通テスト利用選抜においては大学入学共通テストを用いて「思考力・判断力・

表現力」を測る旨の説明がなされている。AP２に掲げる「自立困難な人や生活の

しづらさを抱えている人の人生を豊かにすることに貢献したい人」について、大

学入学共通テストを用いてどのように評価するか不明確であるので、具体的に説

明するとともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事項） 

〔対応〕 

全体のポリシーなどの見直しにより、該当 APは AP2から AP3へと移動した。 

「自立困難な人や生活のしづらさを抱えている人」の支援には、机上の学修を通した知

識や理論がそのまま当てはまらないことが多い。そのため、思考力・判断力が問われ、当

事者と関わるにあたって時機にあわせた表現力は不可欠である。大学入学共通テスト利用

選抜では、複数のデータをもとに必要な情報を組み合わせたり、論理的な答えへと導く思

考力や判断力を評価するとしている。ここから、大学入学共通テストをもとに AP３を評価

することは可能と考える。 

ただし、「自立困難な人や生活のしづらさを抱えている人の人生を豊かにすることに貢献

したい人」という意思の程度を共通テストで測るのは困難であるため、「～人生を豊かにで

きる人」と修正し、本人の資質を測ることを目的とすることとした。 

 

新 旧 

(変更) 

AP3 

自立困難な人や生活のしづらさを抱えている人の人

生を豊かにできる人 

 

AP2 

自立困難な人や生活のしづらさを抱えている人の人

生を豊かにすることに貢献したい人 
 

 

 

22 【入学者選抜】 

22 各選抜形式において、例えば、一般選抜における学科試験と個人面接の評価の割

合等、評価基準が不明確であるため、具体的に説明すること。（是正事項）  

〔対応〕 

学科試験は、国語（国語総合の古文・漢文を除く）、英語（コミュケーション英語Ⅰ・コ

ミュケーション英語Ⅱ・英語表現Ⅰ）の 2科目を必須、公民（政治・経済）、数学（数学

Ⅰ・数学 A）、理科（生物基礎）の 3科目から１科目選択、計 3科目の 300点満点で評価を

している。個人面接は、本学独自の「面接評価基準表」に基づき、Ａ～Ｄ評価を行ってい

る。 

学科試験と個人面接の割合は、第一段階として、学科試験の合格基準を満たした者を選

出し、第二段階として、その中から面接評価Ａ～Ｃになっている者を選出、第三段階とし

て、面接評価Ｄになっている者は、調査書および大学入学希望理由書等の書類審査を実施

する。以上が、一般選抜における学科試験と個人面接の割合・評価基準である。 

 



新 旧 

 
  

 

 

23 【入学者選抜】 

23 一般選抜において、社会福祉関係で必要となる公民等について、数学・理科の各

科目と同列でいずれか１科目の選択としている趣旨が不明確なので、妥当性を説明

すること。（改善事項）  

〔対応〕 

公民・数学・理科の 3教科の中から、本学科が求める基礎学力として、「公民（政治･経

済）」は、現代における政治・経済・国際関係等について多面的・多角的に考察できる力を

求める科目、数学（数学Ⅰ・数学 A）」は、統計調査に必要な基礎的数学知識の力を求める

科目、「理科（生物基礎）」は、生物の機能に関する生物学的基礎知識の力を求める科目と

して設定している。多くの受験生は、「公民（政治･経済）」を選択することが予測される

が、選択科目の選択肢を広げることで、数学（数学Ⅰ・数学 A）」あるいは「理科（生物基

礎）」の「知識・技能」を持った受験生にも本学科の受験機会を設定したい。また、選択科

目を 3科目にすることで、文系理系それぞれに興味・関心の高い学生達が融合して学ぶ環

境が可能となる。 

 

新 旧 

 
  

 

 

24 【教員組織】 

24 専任教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、

若手教員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。（改善事項）  

〔対応〕 

 開設時の専任教員の構成は40歳代３人、50歳代６人、60歳代２人、70歳代１人と 50歳

代以上が 9名となっている。採用計画については現職の専任教員が定年退職となる当該年度

または前年度に新任教員を採用し、一定の教育期間を設けることで、新任教員の育成および

引継ぎを実施し教育研究の継続的な向上を図る。 

採用する教員は、現在の専任教員の年齢構成・専門分野等を考慮した上で、20歳代～40歳

代の若手教員を中心とし、学科の教員組織の年齢構成がバランスの取れる形とする。 

令和 12年までの採用計画                        （人） 

 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年 R11年 R12年 

退職 0 0 0 0 3 0 0 0 0 

採用 0 0 0 0 3 0 0 0 0 

     開設         完成年度 

 



新 旧 

（追加） 

設置の趣旨P67 

・・・公正な選抜で審査を行い昇任・採用する。 

現在の専任教員の構成は40歳代３人、50歳代６人、60歳

代２人、70歳代１人と50歳代以上が9名となっている。今後

の採用計画については現職の専任教員が定年退職となる当

該年度または前年度に新任教員を採用し、一定の教育期間

を設けることで、新任教員の育成および引継ぎを実施し教

育研究の継続的な向上を図る。 

採用する教員は、現在の専任教員の年齢構成・専門分野

等を考慮した上で、20代～40代の若手教員を中心とし、学

科の教員組織の年齢構成がバランスの取れる形とする。 

令和12（2030）年までの採用計画    （人） 

 R4

年 

R5

年 

R6

年 

R7

年 

R8

年 

R9

年 

R10

年 

R11

年 

R12

年 

退

職 

0 0 0 0 3 0 0 0 0 

採

用 

0 0 0 0 3 0 0 0 0 

   開設     完成年度 

 

 

設置の趣旨P64 

 ・・・公正な選抜で審査を行い昇任・採用

する。 

 

 

 

25 【施設・設備等】 

25 提出されている各図書について、特に専門書については著作年度も重要である

ので、明確にすること。また、本学科の扱う領域に応じた専門書については、充実

することが望まれる。（改善事項） 

〔対応〕 

 図書一覧に、著作年度を掲載した。専門書の充実については、毎年増量していくよう努

めていく。 

新 旧 

(変更) 

設置の趣旨資料46 

図書一覧 差し替え 

 

設置の趣旨資料39 

図書一覧 
 

 

26 【その他】 

26 申請書類の記載について、以下の事項に例示されるような不適切な記載が散見

されるため、網羅的に見直し、適切に改めること。 

(１)教員名簿の中に、完成年度時に退職年齢を超える専任教員であることが適切

に示されていない者が含まれている。 



(２)官公庁やその審議会の報告書等を資料として提出しているにもかかわらず、

その引用部分が適切に記載されていない。(例：「設置の趣旨」P５ 「包括的な相談

支援システムの構築」) 

(３)趣旨の近い記載は見られるものの、引用文章と推察される記載が引用元の報

告書等の中に存在しない。(例：「設置の趣旨」P８「制度横断的な課題への対応や必

要な社会資源の開発」) 

(４)学科ごとに項目を分けていないため非常に把握しづらい。(例：「設置の趣

旨」P41 「(１)基礎教育科目」の記載内容。) 

(５)実習がどの学科におけるもののことか他の項目を見ないと確認できない。

(「設置の趣旨」P44 第７ 実習の具体的計画。) 

(６)誤字が散見される。(例：「設置の趣旨」P54 「本『学科』の卒業要件」) 

(７)自明と思われ、記載意図が不明確な記載が散見される。(例：「設置の趣旨」

P42「既に単位を修得した授業科目は重複して履修することができない。」) 

（改善事項） 

〔対応〕 

（１）指摘を受け、確認をしたところ、ソーシャルワーク学科の専任教員では該当者はな

く、兼担教員の 13加藤敏文、14志渡晃一、15林美枝子、16石黒匡人、23島本和明に

（高）の記載が漏れており、（高）を付した。 

 

（２）指摘を受け、確認をしたところ、設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料２が

一部抜粋のみになっており、該当箇所が漏れていることを確認した。資料が途中で終了し

てしまっていたため、資料の該当箇所を掲載したものに差し替えた。 

 

（３）資料が一部抜粋のみになっている指摘があり確認をしたところ、該当箇所の掲載が

漏れていることと、「制度横断的な課題への対応や必要な社会資源の開発」ということば

ではなく、「個人及びその世帯が抱える課題への支援を中心として、分野横断的・業種横

断的な関係者との関係形成や協働体制を構築し、それぞれの強みを発見して活用していく

ため、コーディネーションや連携、ファシリテーション、プレゼンテーション、ネゴシエ

ーション（交渉）、社会資源開発・社会開発などを行うとともに、地域の中で中核的な役

割を担える能力を習得できる内容とすべきである。」と記載されているため、設置の趣旨

の文言を改め、さらに資料も該当箇所を掲載した。しかしながら、補正申請において、設

置の趣旨に記載された該当箇所が修正によって記載がなくなった。 

 

（４）指摘を受け、学科ごとの整理に改めた。 

 

（５）指摘を受け、実習について、学科毎の整理に改めた。 

 

（６）誤字の散見 

例にあがった P54「本学科の卒業要件」は「本学部の卒業要件」に改め、そのほかも修

正した。 

 

（７）自明のこと・不明確な記載 



例にあがった P42「既に単位を修得した授業科目は重複して履修することができない。」

は削除し、そのほかも修正した。 

 

新 旧 

（1）教員一覧 

兼担教員のうち、以下の教員の年齢の下に（高）を

付した。 

13加藤敏文（高）、14志渡晃一（高）、15林 美枝

子（高）、16石黒匡人（高）、23島本和明（高） 

 

（２）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料

２「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービ

スの実現」の差し替えを行う。 

 

（３）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料6

「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求め

られる役割等について」は補正申請において設置の

趣旨を書き改めたことにより、該当資料からの引用

はなくなったため、削除した。 

 

（４）設置の趣旨等の記載42ページ 

3卒業要件について、以下のように改めた。 

（１）介護福祉マネジメント学科 

①基礎教育科目 

・・・ 

②専門基礎教育科目 

・・・ 

③専門教育科目 

・・・ 

 

（２）ソーシャルワーク学科 

①基礎教育科目 

・・・ 

②専門基礎教育科目 

・・・ 

③専門教育科目 

・・・ 

 

（５）実習について以下のように学科ごとに改め

た。 

設置の趣旨46ページ 

第７ 実習の具体的計画 

１介護福祉マネジメント学科 

（１）教員一覧  

兼担教員のうち、以下の教員の年齢の下に（高）が

漏れていた。 

13加藤敏文、14志渡晃一、15林 美枝子、16石黒

匡人、23島本和明 

 

（２）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料

２「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービ

スの実現」の抜粋が適当ではなかった 

 

（３）設置の趣旨等を記載した書類添付資料の資料6

「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求め

られる役割等について」 

 

 

 

（４）設置の趣旨等の記載41ページ 

3卒業要件について 

（１）基礎教育科目 

・・・ 

（２）専門基礎教育科目 

・・・ 

（３）専門教育科目 

・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）実習についての記載の方法が学科ごとになっ

ていなかった 

設置の趣旨等44ページ 

 第７ 実習の具体的計画 

 １社会福祉士 



（１）介護福祉士 

 

２ソーシャルワーク学科 

（１）社会福祉士 

 

（２）精神保健福祉士 

 

（６）誤字について、適宜、修正を行った。 

 

（７） 

設置の趣旨P43、44 

「既に単位を修得した授業科目は重複して履修する

ことができない。」を削除 

・・・ 

 ２精神保健福祉士 

・・・・ 

 ３介護福祉士 

 

 

 

（６）誤字の散見について 

 

（７）自明のこと・不明確な記載が散見 

設置の趣旨P42 

「既に単位を修得した授業科目は重複して履修する

ことができない。」 
 

 

27 【人材需要の社会的動向･学生確保の見通し】 

27 地域における受験者層の動向について、道内の 18歳人口は減少するものの、進

学率等は上昇するとの説明があるが、進学率の上昇を加味しても大学への進学者は減

少するとの予測値である。それに対して、札幌市内の 18歳人口が増加する旨等の説

明をもって学生確保の見通しについて説明しているが、客観的な根拠を用いて具体的

かつ明確に説明すること。（是正事項） 

 

〔対応〕 

当審査意見を踏まえ、札幌における 19歳人口が本学の学生確保に関連する旨につき下記

の通り本学の過去４年間の高校所在地別志願者数、入学者数の推移の資料を添付し下記の

とおり説明を追加した。 

 

本学の受験者となり得る中長期的な 18歳人口の地域動向について、北海道内の 15～24

歳人口は約 46％減を見込んでいるが、本学の所在する札幌については約 30％減と、北海道

全体の減少率よりも低いことを確認した。【資料 3 日本（北海道・札幌市）の将来推計人

口】 

また、17歳人口（高校３年生）と翌年の 18歳人口（大学１年生）の変化としては、北

海道全体では流出数が上回っているが【資料 4  18歳人口と高等教育機関への進学率の推

移】、札幌市においては流入数が上回っていることを確認した。【資料 5 札幌市大学生世

代人口推移】 

 

過去 4年間の本学おける高校所在地区別志願者数、入学者数推移【資料 6 過去 4年間

の当学における高校所在地区別志願者数、入学者数推移】をみると、志願者数は、札幌市

と石狩（石狩は札幌市が所在する地域で、一般的な通勤・通学圏内である）を合わせた本

学既存学部の４年平均の志願者数は 632人（全志願者数 964人）で、全志願者数に占める

割合は 65.6％である。また、入学者数は 193人（全入学者数 313人）で全入学者のうち

61.5％を占める状況である。 

 

このことより、本学志願者や入学者の多くを安定して確保してきた札幌市およびその近

郊地域は、大学受験年齢層の減少幅が他地域に比べて低いこと、同時に、大学受験年齢層

の他地域から札幌市への流入率が高いことから、札幌周辺における本学の受験者層は中長

期的にも底堅いと考えている。 



新 旧 

-学生確保の見通し等- 3ページ 

２）北海道・札幌近郊における受験者層の推移 

「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究

所）によると、北海道の人口は平成22(2010)年から令

和27(2045)年までの35年間で約150万人減少（減少

率28％）し、4,004,973人になると見込まれている。

特に15～24歳までの年齢層は、522,715人から45.5％

（237,623人)の人口減少が見込まれ、285,092人へ減

少されると推計されている。 

しかしながら、本学が所在する札幌市の同 35 年間に

おける15～24歳までの人口は、205,642人から59,658

人減少の 145,984 人と見込まれるものの、減少率は

30％と北海道内の他地域に比して相当程度低い減少

率で推移するものと推計されている【資料3】。また、

文部科学省の 18 歳人口に関する予測によれば、平成

29(2017)年に 120 万人と見込まれる同年齢層の人口

が、令和22(2040)年には88万人まで減少するとみら

れる中にあって、大学進学率は、平成 29(2017)年の

52.6％から漸増傾向を辿り、令和 15(2033)年には

56.7％、令和 22(2040)年には 57.4％に上昇するもの

と予測されている。こうした 18 歳人口の推移は、北

海道にあっても同様の傾向を辿るものとされている

が、平成29(2017)年の47,624人から、令和22(2040)

年には 31,499 人と大きく減少する一方、大学進学率

は、平成29(2017)年の43.9％から、令和22(2040)年

には54.4％と10ポイント以上伸長するものと推計さ

れている【資料4】。 

17歳人口（高校３年生）と翌年の18歳人口（大学１

年生）の変化としては、北海道全体では流出数が上回

っているが【資料4】、札幌市においては流入数が上回

っている【資料5】。 

過去4年間の本学おける高校所在地区別志願者数、入

学者数推移【資料 6】をみると、志願者数は、札幌市

と石狩（石狩は札幌市が所在する地域で、一般的な通

勤・通学圏内である）を合わせた本学既存学部の4年

間の平均の志願者数は632人（全志願者数964人）で、

全志願者数に占める割合は65.6％である。また、同じ

く入学者数は193人（全入学者数313人）で全入学者

のうち61.5％を占める状況である。このことより、本

学志願者や入学者の多くを安定して確保してきた札

幌市およびその近郊地域は、大学受験年齢層の減少幅

-学生確保の見通し等- 3ページ 

２）北海道における受験者層の推移 

「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研

究所）によると、北海道の人口は平成22(2010)年か

ら令和27(2045)年までの35年間で約150万人減少

（減少率28％）し、4,004,973人になると見込まれ

ている。特に15～24歳までの年齢層は、522,715人

から45.5％（237,623人)の人口減少が見込まれ、

285,092人へ減少されると推計されている。 

しかしながら、本学が所在する札幌市の同35年間に

おける15～24歳までの人口は、205,642人から

59,658人減少の145,984人と見込まれるものの、減

少率は30％と北海道内の他地域に比して相当程度低

い減少率で推移するものと推計されている【資料

3】。また、文部科学省の18歳人口に関する予測によ

れば、平成29(2017)年に120万人と見込まれる同年

齢層の人口が、令和22(2040)年には88万人まで減少

するとみられる中にあって、大学進学率は、平成

29(2017)年の52.6％から漸増傾向を辿り、令和

15(2033)年には56.7％、令和22(2040)年には57.4％

に上昇するものと予測されている。こうした18歳人

口の推移は、北海道にあっても同様の傾向を辿るも

のとされているが、平成29(2017)年の47,624人か

ら、令和22(2040)年には31,499人と大きく減少する

一方、大学進学率は、平成29(2017)年の43.9％か

ら、令和22(2040)年には54.4％と10ポイント以上

伸長するものと推計されている【資料4】。将来の担

い手となる北海道の学生の動向は漸減傾向にあるも

のの、特に札幌市においては、その減少はより緩や

かであり、特に17歳人口と18歳人口を比較すると

増加している傾向にあることから、札幌市以外の学

生が市内に流入している状況が推測できる【資料

5】。 



 

が他地域に比べて低いこと、同時に、大学受験年齢層

の他地域から札幌市への流入率が高いことから、札幌

周辺における本学の受験者層は中長期的にも底堅い

と考えている。 

 

【資料6】 過去4年間の本学における高校所在地区

別志願者数、入学者数推移 (追加) 

 

 

28 【人材需要の社会的動向･学生確保の見通し】 

28 学生確保の見通しの根拠として、高校生を対象に行ったアンケート調査を示し

ているが、以下の事項のとおり根拠として成り立つとは言い難いので、具体的に説

明するか、別途客観的な根拠を用いて改めて説明すること。 

 

(１)４年制大学への進学希望者のうち一定数が「マネジメント系資格」に興味を持っ

ていることが示されているが、本学科の進学希望者に直接結びつくものではないと

考えられるほか、秘書検定等、本学科の養成する人材像と必ずしも関係ない資格が

含まれている。また、受験資格の制限のない検定も含めて「本学科で取得可能な学

科」と記載するなど、質問項目も不適切である。 

 

(２)本学科に関心を持った層と進学の意向がある層のクロス集計等を行うわけでも

なく、４年制大学への進学希望者全体にスクリーニング質問としての設定をするこ

となくそれぞれの質問を行っており、妥当な内容となっているか判断できない。 

 

(３)進学希望者に対してその理由を問うアンケートの中で、「国試合格率」を理由に

選んだ者が最大数となっているが、本学科で取得できる資格を特に示しておらず、

進学の意向がある層として期待できるか疑義が残る。 

 

(４)中長期的な学生確保の見通しがあるか判断できる項目がない。 

（是正事項） 

〔対応〕 

（1）(2)（3）のご指摘をうけ、設問を見直した上で再度アンケート調査を実施、クロス集

計等の分析を行い下記の通り説明を追加した。 

  

アンケート調査結果を踏まえた学生確保の見通しの検討 



 総合福祉学部ソーシャルワーク学科のアンケート調査結果について単純集計に加え、「質

問 2.高校卒業後の進路」、「質問 3.進学したい学問分野」、「質問 8. 本学科への進学意向」

についてクロス集計を実施し、本学科の需要を確認した。【資料 14 ソーシャルワーク学

科設置計画に係る高校生アンケート結果集計】 

 アンケートの実施方法については、緊急事態宣言下の北海道における安全なアンケート

実施方法を検討した結果、本学既存学科の大学イベント参加者や大学資料請求をしたこと

のある高校生もしくは既卒の方を対象として実施した。そのため、「質問 3.進学したい学

問分野」においては本学の既存学科(看護学科、リハビリテーション学科、診療放射線学

科、臨床検査学科)の属する「看護・医療関係（看護師、臨床検査技師、診療放射線技師な

ど）」の選択が多い結果となっているが、この項目については複数選択式であり、ほかの分

野への回答についてはアンケート調査結果の根拠として使用できるものと考えている。 

また、同時期に実施した総合福祉学部介護福祉マネジメント学科とソーシャルワーク学科

のアンケート対象者は重複しないよう配慮した。 

なお、学部学科名称はアンケート開始後に変更したため、下記日程で実施したアンケート

では３月申請時の仮称にてアンケートフォームを作成しており、集計結果の質問中の学部

学科名称は３月申請時の仮称のまま記載している。 

 

 アンケート概要は以下のとおり 

期間：2021年６月 1日～7日 

対象：本学既存学科のイベント参加や資料請求を行った高校生（既卒生も含む） 

方法：対象者への案内 DM送付のうえ、Webによる回答 

アンケート調査依頼数：4,947人 

アンケート回収数（率）：1,926人（38.9％） 

 

①「質問 2.高校卒業後の進路」と「質問 3.進学したい学問分野」のクロス集計 

 大学進学希望者 1,655名（全回答者の 85.9％）である大学進学希望者につき、進学した

い学問分野とのクロス集計を行った。前述のとおり、本学既存学部の関連分野への関心が

高い点についてはアンケート依頼対象の関係から突出しているものの、他の分野について

一定の関心があることが確認できた。 

本学科に関連する「社会福祉関係」分野については 209人（回答者全体の 10.9％、大学進

学希望者の 12.6％）の高校生が本学科の分野に関心があることを確認できた。 

 

②「質問 2.高校卒業後の進路」を大学進学希望した回答者における「質問 3.進学したい学

問分野」と「質問 8. 本学科への進学意向」のクロス集計 

 大学進学希望者 1,655名（全回答者の 85.9％）を対象とし、進学したい学問分野と本学

科への進学意向についてクロス集計を行った。 

 本学科に関連する「社会福祉関係」分野を選んだ回答者のうち 142人（回答者全体の

7.4％、大学進学希望者の 8.6％）が本学への進学可能性を示唆しており、限られたアンケ

ート回答数において、多くの進学希望者が見込めることが確認できた。 

なお、「質問 8. 本学科への進学意向」の回答については「1.進学を希望する」「2.併願校

の合否により進学したい」「3.進学を検討したい」を本学への進学希望がある回答者として

取り扱っている。 

 

 上記のアンケート調査結果より、ソーシャルワーク学科の学生確保について、アンケー



ト調査対象ではない高校生等からの志願や進学意向も想定されることから、入学定員80人

を満たす学生は十分に確保できるものと考える。【資料 15 本学への志願者推計】 

 

（4）ご指摘の通り、当アンケートでは中長期的な学生確保の見通しの判断は難しく、中長

期的な学生確保については「学生確保の見通しー2- の イ定員充足の根拠となる客観的

なデータの概要」のとおり考えている。 

  

新 旧 

-学生確保の見通し等- 6ページ 

b 総合福祉学部ソーシャルワーク学科 

【アンケート調査の概要】 

・目的：新学科設置検討のための、高校生の進学

希望分野等のニーズ調査 

・期間：2021年6月1日～7日 

・対象：本学既存学科のイベント参加や資料請

求を行った高校生(既卒生も含む) 

・方法：対象者への案内DM送付のうえ、Webに

よる回答 

・アンケート調査依頼数：4,947人 

・アンケート回収数（率）：1,926人(38.9％） 

【アンケート調査結果】 

総合福祉学部ソーシャルワーク学科のアンケー

ト調査結果について単純集計に加え、「質問2.高

校卒業後の進路」、「質問 3.進学したい学問分

野」、「質問8. 本学科への進学意向」についてク

ロス集計を実施し、本学科に対するニーズを確

認した。 

 

①「質問2.高校卒業後の進路」と「質問3.進学

したい学問分野」のクロス集計 

 大学進学希望者1,655名（全回答者の85.9％）

である大学進学希望者につき、進学したい学問

分野とのクロス集計を行った。前述のとおり、本

学既存学部の関連分野への関心が高い点につい

てはアンケート依頼対象の関係から突出してい

るものの、他の分野について一定の関心がある

ことが確認できた。 

本学科に関連する「社会福祉関係」分野につい

ては209人（回答者全体の10.9％、大学進学希

望者の12.6％）の高校生が本学科の分野に関心

があることを確認できた。 

 

②「質問2.高校卒業後の進路」を大学進学希望

-学生確保の見通し等- 6ページ 

b 医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科 

【アンケート調査の概要】 

・調査の目的 

新学科設置検討のため、アンケート調査を実施し

設置検討の資料とする 

・調査対象 

大学進学層が多いと想定される高等学校に在籍す

る2年生 

・調査方法 

調査票による定量調査(アンケート調査) 

・実施時期 

令和2(2020)年12月18日～令和3(2021)年1月

22日 

・回収状況 

本調査では、71校を対象に調査票を配布し、その

結果38校4,103人の調査票を回収(回収率53.5%) 

 

【アンケート調査結果】 

①医療福祉に関する資格への興味 

取得したい資格として「社会福祉士」「介護福祉

士」「精神保健福祉士」「施設経営士」「医療経営

士」「医療事務作業補助者技能検定」「診療事務技

能審査検定」「社会福祉主事」について尋ねたとこ

ろ、進学希望者3,042人中658人（21.6％）が社

会福祉士の資格に関心を示した。 

②医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科へ

の興味 

医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科への

関心について尋ねたところ、3,042人中「とても

興味を持った」は197人（6.4％）、「興味を持っ

た」は584人（19.1％）であり、合計すると781

人（25.6％）が医療福祉学部医療福祉ソーシャル

ワーク学科に関心を持っている結果であった。 

 



した回答者における「質問3.進学したい学問分

野」と「質問8. 本学科への進学意向」のクロス

集計 

 大学進学希望者1,655名（全回答者の85.9％）

を対象とし、進学したい学問分野と本学科への

進学意向についてクロス集計を行った。 

 本学科に関連する「社会福祉関係」分野を選

んだ回答者のうち142人（回答者全体の7.4％、

大学進学希望者の8.6％）が本学への進学可能性

を示唆しており、限られたアンケート回答数に

おいて、多くの進学希望者が見込めることが確

認できた。 

なお、「質問8. 本学科への進学意向」の回答に

ついては「1.進学を希望する」「2.併願校の合否

により進学したい」「3.進学を検討したい」を本

学への進学希望がある回答者として取り扱って

いる。 

 

 上記のアンケート調査結果より、ソーシャル

ワーク学科の学生確保について、アンケート調

査対象ではない高校生等からの志願や進学意向

も想定されることから、入学定員80人を満たす

学生は十分に確保できるものと考える。【資料

15】 

 

【資料14】ソーシャルワーク学科設置計画に係る高

校生アンケート結果集計 

（資料番号13→14に変更のうえ、差し替え） 

 

【【資料15】本学への志願者推計 

資料番号14→15に変更のうえ、差し替え 

③医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科へ

の進学意向 

日本医療大学が新たに設置する医療福祉学部医療

福祉ソーシャルワーク学科に進学したいか尋ねた

ところ、3,042人中「進学を希望する」は112人

（3.6％）、「併願校の合否により進学したい」は

50人（1.6％）、「進学を検討してみたい」は152

人（4.9％）であり、「進学を希望する」で入学定

員（80人）の1.4倍、「進学を検討してみたい」

まで含めると3.9倍となる。これらを合計すると

314人（10.3％）が医療福祉学部医療福祉ソーシ

ャルワーク学科に進学の意向を持つ結果であっ

た。 

 

④医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科へ

の進学希望理由 

進学希望生徒に医療福祉学部医療福祉ソーシャル

ワーク学科の魅力について確認したところ、「建学

の理念・教育方針」が131人、「国試合格率」が

66人、「グループ介護施設多数」が62人、「医療

福祉の総合大学」が62人などであり、本学全体の

認知度の向上や既存学科の状況等から進学を希望

していることが伺える。 

 

⑤医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科へ

の志望人数について 

医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科への

関心について尋ねた人数を集計したところ、3,042

人中「とても興味を持った」は163人（5.3％）、

「興味を持った」は452人（14.8％）であり、合

計すると615人（20.2％）が医療福祉学部医療福

祉ソーシャルワーク学科に関心を持っている結果

であった。 

また同様に日本医療大学が新たに設置する医療福

祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科に進学した

いか尋ねた人数を集計したところ、3,042人中

「進学を希望する」は96人（3.1％）、「併願校の

合否により進学したい」は36人（1.1％）、「進学

を検討してみたい」は120人（3.9％）であり、

「進学を希望する」で入学定員（80人）の1.2

倍、「進学を検討してみたい」まで含めると3.15

倍となる。これらを合計すると252人（8.2％）が

医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科に進



 

 

学の意向を持つ結果であった。 

 

アンケート結果を踏まえれば、調査対象以外の高

校からの進学も想定されることから、医療福祉学

部医療福祉ソーシャルワーク学科の入学定員80人

を満たす学生は十分に確保できるものと考える

【資料14】。 

 

【資料13】（削除） 

 

 

【資料14】（差し替え） 

 

 
 

 

 

29 【人材需要の社会的動向･学生確保の見通し】 

29 人材需要の社会的動向の根拠として、病院・社会福祉施設等を対 象に行ったア

ンケート調査を示しているが、以下の事項のとおり、根拠として成り立つとは言い

難(がた)いので、具体的に説明するか、別途客観的な根拠を用いて改めて説明する

こと。 

 

(１) 社会福祉士の過不足の状況について質問した結果、一定数不足している旨の回

答があったとの説明がなされているが、割合としてはかなり低いことに加え、本学

科の養成する人材像とは異なるため、根拠とは言い難(がた)い。 

 

(２)採用意向について、単に採用予定があるかのみ確認しており、どの程度の期間で

何名程度の採用を見込めるのか不明確である。 

（是正事項）  



〔対応〕 

当審査意見を踏まえ医療・福祉における需給動向とソーシャルワーク専門職の必要性に

つき説明を追加のうえ、再度事業所に対しアンケートを実施し分析結果を追加した。 

 

医療・福祉における将来の需給動向につき、日本医師会が提供する webサイトである地

域情報システム（JMAP）より各二次医療圏による差異はあるものの、北海道全体では医療

需要は 2025年頃、介護需要は 2030年頃まで、札幌二次医療圏では医療需要は 2035年

（2015年比+20％）、介護需要は 2045年（2015年比+70％）まで需要の拡大が見込まれるこ

とを確認し、今後も継続的に医療・福祉に従事する人材需要が見込める状況であると分析

した。【資料 19 北海道 札幌医療圏における医療介護需要予測】 

 

また、生活課題の複雑化・複合化に伴う高度なソーシャルワーク専門職の必要性としては

下記の通り。 

①地域共生社会の実現に必要な人材 

 地域共生社会の実現は、すべての市町村の課題であるが、令和 2年の社会福祉法改正に

おいて、地域包括支援体制の構築に向けて市町村が重層的支援体制事業を実施するにあた

っては、社会福祉士および精神保健福祉士を活用するよう努めなければならないことが、

参議院の付帯決議で書かれている【資料 25 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の

一部を改正する法律案に対する附帯決議】。現実には、従来の対象や領域別での相談や地域

づくりを超えて、全世代・全世帯対象での相談や地域づくりを進めていくためには、高度

な専門性を有したソーシャルワーカーの養成が不可欠である。 

 

②家族や地域社会での人間関係の希薄さによるソーシャルワーカーの必要性 

 家族や地域社会での人間関係が希薄化してくる中で、ひきこもりの人々が 100万人を超

えると言われている。こうした人々には、家族や地域での支え合いを基盤にした、対人的

な支援を実施するソーシャルワーカーの果たすべき役割が大きい。一方、子ども、障害

者、高齢者、配偶者に向けての虐待や暴力は急増している。こうした人々に対しては、人

間への尊厳を基礎にした、人権意識を確立した専門性の高いソーシャルワーカーが求めら

れている。そのため、人権意識をもって個別支援をし、地域支援にまで及ぶ能力をもった

専門性の高いソーシャルワーカーが求められている。 

 

③医療ニーズを有した人々の地域生活支援のソーシャルワーカーの必要性 

 人口の高齢化に伴い、病院を受診する受療者数は増加してきている。また、労働環境の

悪化や生活不安などのストレスの増加に伴い、うつ病などの気分障害を中心に精神障害者

増加している。こうした増加する患者の生活を支援するソーシャルワーカーの役割が重要

となっている。特に、病院完結型から地域完結型の医療への転換が求められ、患者が円滑

に退院し、医療や介護だけでなく、様々なフォーマルなサービスやインフォーマルサポー

トの連携のもとで支えられる在宅生活を支援するためには、ソーシャルワーカーがその役

割を担っていかなければならない。そうした人材を病院内外で配置していくことが必要に

なっている。 

  

医療・福祉における将来の需給動向の拡大や高度なソーシャルワーク専門職の必要性を

確認したうえで、下記のとおりアンケートを実施し、事業所の本学卒業生の採用状況等を

あらためて確認した【資料 26 総合福祉学部介護福祉マネジメント学科およびソーシャル



ワーク学科設置計画に係る事業所アンケート結果集計】。 

（注）学部学科名称はアンケート開始後に変更したため、下記日程で実施したアンケート

では３月申請時の仮称にてアンケートフォームを作成しており、集計結果の質問中の学部

学科名称は３月申請時の仮称のまま記載している。 

  

【アンケート調査の概要】 

・調査の目的 

新学科設置検討のため、アンケート調査を実施し設置検討の資料とする 

・調査対象 

新学科の専攻分野の卒業生の就職先として考えられる北海道内に所在する社会福祉施設・

病院等を主とする事業所 

・調査方法 

調査票による定量調査(アンケート調査) 

・実施時期 

2021年 6月 10日～6月 16日 

・回収状況 

404事業所を対象に調査票を配布、その結果 123件の回答を得た(回収率 30.4%) 

 

【アンケート調査結果】 

①養成する人材の事業所における過年度の採用状況と今後の採用の必要性 

各事業所の過去 3年平均の採用人数は、社会福祉士は 38.7人/年、精神保健福祉士は 6.0

人/年の採用で推移している。 

また、各事業所の今後採用したい人材としての必要性は両人材とも 7割を超える事業所が

「とても必要」もしくは「必要」であると回答しており、採用ニーズの高さがうかがえ

る。 

 

②卒業生に対する採用希望 

本学科が養成する介護と経営に関する知識を有する人材について、86.1％の事業所が「と

ても魅力を感じる」「魅力を感じる」との回答があり、76.4％の事業所が「採用したい」

「採用を検討したい」と採用意向を示している。 

また、採用を考える人数の合計は 111人で、1事業所当たり約 1名の採用を希望してお

り、5年以内の採用計画も一定の数が見込まれる。 

    

アンケートで回答が得られた事業所だけではなく、調査対象外の事業所による採用も想定

できることから、総合福祉学部ソーシャルワーク学科の入学定員 80人の就職先は十分に確

保できるものと考える。 

 

 

新 旧 

-学生確保の見通し等- 12ページ 

１）急激な高齢化の進行と急がれる介護従事者の養成 

①65歳以上人口の増加に伴う介護需要の急増 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推

-学生確保の見通し等- 12ページ 

１）急激な高齢化の進行と急がれる介護従事者の養成 

①65歳以上人口の増加に伴う介護需要の急増 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推



計人口」によれば、平成22(2010)年における全人

口：128,057千人は、令和27(2045)年には106,421

千人と、30年間で17％減少するとされる一方、65

歳以上人口は、29,245 千人から 39,192 千人へと

34％上昇すると推計されている。同様に北海道に

あっては、平成22(2010)年における全人口：5,506

千人が令和27(2045)年には4,004千人に、その内

65歳以上人口は、1,358千人から1,713千人と26%

上昇すると試算されている【資料3】。 

こうした中で、医療・介護における将来の需給動

向について、日本医師会が提供する webサイトで

ある地域情報システム（JAMP）【資料19】により各

二次医療圏による差異はあるものの、北海道全体

では医療需要は 2025年頃、介護需要は 2030年頃

まで、札幌二次医療圏では医療需要は2035年、介

護需要は2045年まで需要の拡大が見込まれる。 

また、第8期北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画を見ると、高齢化の進行に伴い介

護需要が上昇の一途をたどっており、介護職員の

有効求人倍率は、平成27(2015)年度の1.92倍か

ら4年後の令和元(2019)年度には3.20倍まで上

昇している【資料20】 

 

【資料19】北海道 札幌医療圏における医療介護需

要予測 （追加） 

 

 

【資料20】（資料番号18→20に変更） 

計人口」によれば、平成22(2010)年における全人

口：128,057千人は、令和27(2045)年には106,421

千人と、30年間で17％減少するとされる一方、65

歳以上人口は、29,245 千人から 39,192 千人へと

34％上昇すると推計されている。同様に北海道に

あっては、平成22(2010)年における全人口：5,506

千人が令和27(2045)年には4,004千人に、その内

65歳以上人口は、1,358千人から1,713千人と26%

上昇すると試算されている【資料3】。 

 

 

 

 

 

 

 

また、第 8期北海道高齢者保健福祉計画・介護保

険事業支援計画を見ると、高齢化の進行に伴い介

護需要が上昇の一途をたどっており、介護職員の

有効求人倍率は、平成 27(2015)年度の 1.92 倍か

ら 4 年後の令和元(2019)年度には 3.20 倍まで上

昇している【資料19】 

 

-学生確保の見通し等- 14ページ 

２）生活課題の複雑化・複合化に伴う高度なソーシャ

ルワーク専門職の必要性 

①地域共生社会の実現に必要な人材 

 地域共生社会の実現は、すべての市町村の課題であ

るが、令和2年の社会福祉法改正において、地域包括

支援体制の構築に向けて市町村が重層的支援体制事

（追加） 

 



業を実施するにあたっては、社会福祉士および精神保

健福祉士を活用するよう努めなければならないこと

が、参議院の付帯決議で書かれている。【資料 25】現

実には、従来の対象や領域別での相談や地域づくりを

超えて、全世代・全世帯対象での相談や地域づくりを

進めていくためには、高度な専門性を有したソーシャ

ルワーカーの養成が不可欠である。 

 

②家族や地域社会での人間関係の希薄さによるソー

シャルワーカーの必要性 

 家族や地域社会での人間関係が希薄化してくる中

で、ひきこもりの人々が100万人を超えると言われて

いる。こうした人々には、家族や地域での支え合いを

基盤にした、対人的な支援を実施するソーシャルワー

カーの果たすべき役割が大きい。一方、子ども、障害

者、高齢者、配偶者に向けての虐待や暴力は急増して

いる。こうした人々に対しては、人間への尊厳を基礎

にした、人権意識を確立した専門性の高いソーシャル

ワーカーが求められている。そのため、人権意識をも

って個別支援をし、地域支援にまで及ぶ能力をもった

専門性の高いソーシャルワーカーが求められている。 

 

③医療ニーズを有した人々の地域生活支援のソーシ

ャルワーカーの必要性 

 人口の高齢化に伴い、病院を受診する受療者数は増

加してきている。また、労働環境の悪化や生活不安等

のストレスの増加に伴い、うつ病等の気分障害を中心

に精神障害者が増加している。こうした増加する患者

の生活を支援するソーシャルワーカーの役割が重要

となっている。特に、病院完結型から地域完結型の医

療への転換が求められ、患者が円滑に退院し、医療や

介護だけでなく、様々なフォーマルなサービスやイン

フォーマルサポートの連携のもとで支えられる在宅

生活を支援するためには、ソーシャルワーカーがその

役割を担っていかなければならない。そうした人材を

病院内外で配置していくことが必要になっている。 

 



【資料25】地域共生社会の実現のための社会福祉法等

の一部を改正する法律案に対する附帯決議 （追加） 

 

-学生確保の見通し等- 15ページ） 

３）人材需要の見通しに対する調査 

本学総合福祉学部（介護福祉マネジメント学科・ソ

ーシャルワーク学科）設置にあたり、客観的なデー

タに基づき人材需要の見通しを検討するため、北海

道内の事業所中心にアンケート調査を行った【資料

26】。 

アンケート調査の概要およびアンケート調査結果は

以下のとおりである。 

なお、学部学科名称はアンケート開始後に変更した

ため、下記日程で実施したアンケートでは３月申請

時の仮称にてアンケートフォームを作成しており、

集計結果の質問中の学部学科名称は３月申請時の仮

称のまま記載している。 

 

【資料26】介護福祉マネジメント学科およびソー

シャルワーク学科設置計画に係る事業所アンケート

結果集計（資料番号24、25→25に統合、番号変更

のうえ、差し替え） 

 

（-学生確保の見通し等- 15ページ） 

）人材需要の見通しに対する調査 

本学医療福祉学部医療福祉マネジメント学科・医療

福祉ソーシャルワーク学科設置にあたり、客観的な

データに基づき人材需要の見通しを検討するため、

北海道内の事業所を対象にアンケート調査を行った

【資料24】【資料25】。アンケート調査の概要および

アンケート調査結果は以下のとおりである。 

【資料24】（削除） 

【資料25】（削除） 
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ｂ 総合福祉学部ソーシャルワーク学科 

【アンケート調査の概要】 

-学生確保の見通し等- 17ページ 

ｂ 医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科 

【アンケート調査の概要】 



・調査の目的 

新学科設置検討のため、アンケート調査を実施し設

置検討の資料とする 

・調査対象 

新学科の専攻分野の卒業生の就職先として考えられ

る北海道内に所在する社会福祉施設・病院等を主と

する事業所 

・調査方法 

調査票による定量調査(アンケート調査) 

・実施時期 

2021年6月10日～6月16日 

・回収状況 

404 事業所を対象に調査票を配布、その結果 123 件

の回答を得た(回収率30.4%) 

 

【アンケート調査結果】 

①養成する人材の事業所における過年度の採用状況

と今後の採用の必要性 

各事業所の過去 3年平均の採用人数は、社会福祉士

は38.7人/年、精神保健福祉士は6.0人/年の採用で

推移している。 

また、各事業所の今後採用したい人材としての必要

性は両人材とも7割を超える事業所が「とても必要」

もしくは「必要」であると回答しており、採用ニーズ

の高さがうかがえる。 

 

②卒業生に対する採用希望 

本学科が養成する介護と経営に関する知識を有する

人材について、86.1％の事業所が「とても魅力を感

じる」「魅力を感じる」との回答があり、76.4％の事

業所が「採用したい」「採用を検討したい」と採用意

向を示している。 

また、採用を考える人数の合計は 111 人で、1 事業

所当たり約 1 名の採用を希望しており、5 年以内の

採用計画も一定の数が見込まれる。 

    

アンケートで回答が得られた事業所だけではなく、

調査対象外の事業所による採用も想定できることか

ら、総合福祉学部ソーシャルワーク学科の入学定員

80人の就職先は十分に確保できるものと考える。 

 

 

・調査の目的 

新学科設置検討のため、アンケート調査を実施し設

置検討の資料とする 

・調査対象 

新学科の専攻分野から選定した卒業生の就職先とし

て考えられる病院・社会福祉施設等 

・調査方法 

調査票による定量調査(アンケート調査) 

・実施時期 

令和 2(2020)年 12月 18日～令和 3(2021)年 1月 22

日 

・回収状況 

本調査では、395事業所を対象に調査票を配布し、そ

の結果195件のアンケートを回収(回収率49.3%) 

 

【アンケート調査結果】 

①事業所における各職種の過年度の採用人数 

各事業所が過去に採用した社会福祉士の人数は、平

成30(2018)年度120人、令和元(2019)年度121人、

令和 2(2020)年度 114 人と一定の水準を維持してい

る。 

また各事業所が過去に採用した精神保健福祉士の人

数は、平成30(2018)年度26人、令和元(2019)年度24

人、令和2(2020)年度24人と社会福祉士と同様に一

定の水準を維持している。なお令和2(2020)年度のア

ンケートを実施した企業における社会福祉士、精神

保健福祉士、介護福祉士の構成比率は社会福祉士

40.1％、精神保健福祉士 8.5％、介護福祉士 51.4％

であり、医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学

科で養成する資格である社会福祉士と精神保健福祉

士の合算比率は48.6％となる。 

 

②各職種の過不足状況 

社会福祉士の過不足状況に関して尋ねたところ、195

施設中「不足」は28施設（14.3％）、「やや不足」は

37施設（18.9％）であり、合計すると65施設（33.3％）

が不足している結果であった。また精神保健福祉士

の過不足状況に関して尋ねたところ、195施設中「不

足」は 28 施設（14.3％）、「やや不足」は 32 施設

（16.4％）であり、合計すると60施設（30.7％）が

不足している結果であった。 

 

③医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科卒業



生に対する採用希望 

日本医療大学が新たに設置する医療福祉学部医療福

祉ソーシャルワーク学科の卒業生に対する採用希望

を尋ねたところ、195 施設中「採用する予定」は 70

施設（35.8％）であり、採用を希望する人数の合計の

うち社会福祉士と精神保健福祉士の構成比率から算

出される人数は累計103人と入学定員（80人）の1.28

倍となった。なお、介護福祉士に関しては採用を希

望する人数は110人となった。 

 

④医療福祉学部医療福祉ソーシャルワーク学科の卒

業生に求めるもの 

 各施設に採用者に求めるものを確認したところ、

「コミュニケーション能力」が117施設、「チームで

働く力」が113施設、「社会常識」が92施設、「積極

性」が64施設などであり、医療福祉ソーシャルワー

ク学科の養成する人材像にも合致することが伺え

る。 

    

これらのアンケート結果を踏まえれば、調査対象以

外の施設等の採用も想定されることから、医療福祉

学部医療福祉ソーシャルワーク学科の入学定員 80

人の就職先は十分に確保できるものと考える。 
 

 



 

 

資料 1   「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー），「教育課程編成・ 

実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（ア 

ドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン 
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